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第２編              

韓国の技術取引市場や展示会と   

韓国企業の発掘 
 

 

 

 

日本企業が独自技術やブランドをライセンスし、韓国において事業展開しよう

とする場合、最初の大きな課題は、ライセンス相手の韓国企業をどのように探し

出すかである。即ち、ライセンサーである日本企業の立場においては、数多くの

韓国企業の中から、その技術やブランドが欲しい企業で、韓国における事業展開

に適した企業をどのように捜し出すのかが問題となる。 

一方、日本企業が韓国の技術やブランドを導入し日本で事業を展開しようとす

る場合であるならば、欲しい技術を保有している韓国企業や大学はあるのか、共

同研究を希望する韓国大学の研究室はあるのか、あるいは自社製品に特定の技術

的課題がある場合、その技術的課題を解決する技術が韓国にあるのかなどの情報

が必要である。  

つまり、知的財産権ライセンスの第１歩は、ライセンスの候補にあがる企業や導

入対象となる技術に関して、韓国内での情報を得ることにある。 
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第１章 対象企業や技術の発掘 

 

 

ライセンス・アウトの場合に韓国で技術移転先となる韓国企業を探したり、また、

ライセンス・インの場合に自社が求める技術を保有する韓国企業を発掘するには、自

社が保有するネットワークや情報網を活用する他に、次のような手段もある。 

 

（１）技術移転取引を支援する公共機関や民間機関、大学TLO 

（２）インターネット上の技術取引情報サイト 

（３）特許公開公報、特許公報などの特許文献 

（４）各種博覧会、展示会、見本市、逆見本市 

（５）雑誌などでの広告 

 

日本における事業を韓国で水平展開する場合（シナリオ１）には、すでに商品や事

業がある程度具体化されているので、新商品や新事業に関心のある企業が集まる

‘（４）各種の博覧会、展示会、見本市、逆見本市’等のイベントに参加しそこで相

談を受けることが何よりも効果的である。その場合も、知的財産権ライセンスの問題、

例えば展示会に出展する場合の知的財産権保護の問題やライセンス契約の締結に関し

ては、特許事務所や法律事務所のサポートを受けることが望ましい。 

また、‘（３）特許公開公報’には、韓国企業が出願した技術が出願日から１年６

ヶ月後に全て公開されるため、自社製品と同じ分野の特許公報を調べれば、どの韓国

企業がどのような技術開発を行っているのかを概略的に分析することができ、自社の

技術やブランドの導入候補となる韓国企業を探し出すことが可能である。 

一方、商品化・事業化以前の新技術やブランドに関して、その商品化・事業化を進

める韓国企業を探し出す場合（シナリオ２）には、自社が保有する特許など知的財産

権の技術移転や取引を‘（１）技術移転取引を支援する公共機関や民間機関’等に依

頼し、それらの機関の‘（２）インターネット上の技術取引情報サイト’に登録する

ことも良いだろう。すなわち、このようなケースは、商品や事業でなく‘知的財産

権’自体が取引の中心で、更に、ライセンスに伴って、商品化のための試作品の製作

や事業化のための資金調達などの課題があるため、そのような課題の解決に関して、

経験ある技術取引機関のサポートを受けることが望ましい。 

韓国から技術を導入しようとする場合、あるいは韓国の大学との共同研究を始めよ

うとする場合（シナリオ３）には、‘（２）インターネット上の技術取引情報サイ

ト’、‘（３）特許公開公報、特許公報などの特許文献’および‘（１）技術移転取

引を支援する公共機関民間機関、大学TLO’や‘（４）各種博覧会、展示会、見本市、
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逆見本市’を活用することにより、韓国の企業や大学が保有している技術を調べるこ

とができる。特許（実用新案）の公開公報を分析すれば、どの韓国企業がどのような

技術開発を行っているのかが把握でき、その韓国企業が補完しなければならない技術

が自社の課題と一致していれば、共同事業、共同研究につなげられる可能性もある。

ただし、韓国企業にアプローチし、自社の技術課題を相談することには注意が必要で

ある。技術課題は新たなビジネスのアイデアの裏返しであり、不用意に開示すれば相

手方企業がその後、独自に技術開発を行って先に商品化や事業化を始めてしまう可能

性があるためである。 

一方、自社の技術課題を解決する技術が韓国の特許文献で発見されれば、その出願

人の韓国企業に直接アプローチしても構わない。ただ、その特許出願が特許として登

録されず、韓国特許庁で拒絶されている場合もあるので、事前に該当特許出願の特許

登録の有無を確認しておかなければならない。更に、自社が日本で事業を展開してい

るのならば、該当技術が日本において特許登録されているのかどうかも確認しておく

べきである。 

‘（２）インターネット上の技術取引情報サイト’には特に、韓国企業や大学、公

共研究機関が技術移転を希望する技術が開示されており、その商品イメージや事業イ

メージなど事業化に関する情報も共に開示されている場合もある。また、特許公報は

その数がとても多く、その大部分は他社への技術移転を希望しない技術であるため、

日本の＜特許電子図書館＞や韓国の＜KIPRIS＞のように全ての特許情報を蓄積した検

索データベースよりは、技術移転を希望する特許情報を集めた技術取引情報サイトの

ほうが、技術取引可能な情報を検索するには効率的でもある。 
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第２章 技術移転・取引を支援する公共機関・民間取引機関 

 

 

韓国における技術移転及び取引の推進は、政府主導から徐々に民間への委譲委託に

切り替わる予定である。現在は、技術移転及び取引の活性化のために技術移転事業化

に寄与した者に補償をして評価を反映させるなど、さまざまな制度が講じられており、

今後、技術取引機関のサービスがより一層多様化される見込みである。 

 

以下においては、２０２０年現在の韓国の技術取引機関の現状について述べる。 

 

１．政府指定技術取引機関 

 

韓国は「技術の移転及び事業化促進に関する法律」（以下‘技術移転促進法’とす

る）などの法令3 に基づいて技術取引、技術評価の専門人材など一定基準を備えた法

人を技術取引機関または評価機関として指定している。毎年２回にわたって指定し一

定要件を満たすことができない場合には、技術取引機関としての指定が取り消される。

これは、技術の移転及びライセンス設定などを促進し、開発された技術がアイデアに

とどまらず事業化に結びつくようにするためのものである。 

政府指定技術取引機関を通じて、移転やライセンスを希望している新技術に接する

ことができ、また、新たに開発された技術を他人に移転したりライセンスしたいとき

は、商品として登録することによって関心のある需要者への広報が可能である。 

日本企業のような韓国外の企業も政府指定の技術取引機関に会員として加入した後、

無料で技術登録が可能である。更に、一つの技術を多数の政府指定の技術取引機関に

登録することも可能である。登録できる技術は特許登録された技術にのみ限定される

のではなく経済的な価値があると考えられる技術ならばどのような技術でも登録が可

能である。技術の登録には別段必要な要件はなく、該当政府指定の技術取引機関で要

求する内容（例えば、技術の要約、提示価格など）をインターネット上で提供されて

いる一定の書式に記入すれば良い。 

政府指定の技術取引機関は公共機関、テクノパーク、および民間取引機関に分けら

れるが、このような分類は各機関の性格によるものであって、技術取引に特別な制限

があるわけではない。技術購買者や技術需要者が便利なところを利用すれば良い。 

ただし、公共機関と技術取引を望む場合は、該当公共機関に技術を登録すれば該当

                                            
3 第１０条第１項、第３５条第１項及び同法施行令第１６条、第３２条及び技術取引機関及び技術評価機関指定の要領

（産業通商資源部告示第２０１９－１８３号） 
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公共機関と直接、技術取引ができるため、公共機関との技術取引は該当公共機関を技

術取引機関として直接活用する傾向がある（例えば、電子製品に関連する技術の場合

には‘電子部品研究院’や‘韓国電子通信研究所’に、そして医療や薬関係の技術の

場合には‘韓国保健産業振興院’に直接登録するなど）。又、テクノパークは、各地

域の地域技術センターとしての役割のある所で、特に該当地域の大学や企業、研究所

などの優れた技術を広報し技術取引をサポートしている。民間取引機関には、弁理士

から成る特許法人や産業財産権関連情報提供会社、コンサルティング会社など多様な

機関が登録されており、民間の優れた技術を探し出して技術取引の仲介をする役割を

果たしている。 

 

１－１．公共機関 

 

（１）技術保証基金（Techbridge）  https://tb.kibo.or.kr 

（２）韓国発明振興会        http://ipmarket.or.kr 

（３）韓国保健産業振興院          http://technomart.khidi.or.kr 

（４）（社）韓国企業評価院       http://www.kiv.or.kr 

（５）（社）韓国産業技術振興協会   http://www.koita.or.kr 

（６）韓国科学技術研究院          https://iecc.kist.re.kr 

（７）農業技術実用化財団          http://www.efact.or.kr 

 

１－２．テクノパーク 

 

（１）（財）京畿テクノパーク      http://gttc.gtp.or.kr 

（２）（財）京畿大真テクノパーク  https://gdtp.or.kr 

（３）（財）慶北テクノパーク      http://www.gbtp.or.kr 

（４）（財）慶南テクノパーク      http://www.gntp.or.kr 

（５）（財）光州テクノパーク      http://www.gjtp.or.kr 

（６）（財）大邱テクノパーク      https://ttp.org 

（７）（財）大田テクノパーク      http://www.ripc.org/daejeon 

（８）（財）釜山テクノパーク      http://www.btp.or.kr 

（９）（財）仁川テクノパーク      https://www.itp.or.kr 

（１０）（財）蔚山テクノパーク    http://www.utp.or.kr 

（１１）（財）全南テクノパーク    http://www.jntp.or.kr 

（１２）（財）忠南テクノパーク    http://www.ctp.or.kr 

（１３）（財）忠北テクノパーク    http://www.cbtp.or.kr 

（１４）（財）浦項テクノパーク    http://www.pohangtp.org 
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１－３．民間取引機関 

 

韓国には多数の民間機関があるが、韓国特許庁の主管で２０２５年までに計３６個の

民間ＩＰ専門取引機関を集中的に育成するという特許庁主管官民協力型事業計画を２

０２０年６月に発表している。２０１９年基準で、民間によりなされた技術取引は、

全体の技術取引の２２％と、ほとんど公共取引機関を通じて行われているが、上記の

事業により民間取引機関による取引も増加すると予測される。 

 

２．大学技術移転機関（TLO） 

 

韓国においても多くの大学や公共研究機関に技術移転機関（TLO：Technology 

Licensing Office）が整備されており、大学からの研究成果を民間へ技術移転させ、更

に、民間企業と大学研究室との共同研究をサポートしている。 

韓国の各大学は２００３年以降、既存の研究所と産学連携関連組織を統合し‘産学

協力団’という特殊法人を学内に設立している。教育部傘下の韓国研究財団にて発刊

された‘２０１８年大学産学協力活動調査報告書’によれば、アンケート調査対象の

４１７大学のうち、３５６大学に産学協力団が設置されたと報告されている（設置率

８５．３％）。 

TLOは、大学の教授や研究員の発明に関する補償規定を設け、事業化によって発生

した利益の相当部分を該当技術の発明者に提供し、外部機関との産学連携にともなう

各種契約の進行などにおいて諮問的な役割を果たしており、民間企業からの各種技術

投資を誘導するための対外広報活動も展開している。 

更に、これら全国のTLO間の提携組織として、‘（社）韓国大学技術移転協会

（KAUTM：http://kautm.net）が組織され、KAUTMのホームページでは会員大学が

提供している技術の検索などが可能である。より詳しい事項は後述する‘３．韓国大

学技術移転協会’にて説明する。 

 

３．特許専門管理会社（NPE: Non Practicing Entity） 

 

パテントトロールという用語は、それが持ち合わせているメリットにもかかわらず、

名称から感じ取られるようにとてもネガティブな対象として認識されている。しかし、

最近にはパテントロールよりはNPEというより中立的な用語を使用する傾向にある。

最近、韓国NPEであるG社がP社の特許を買得した後、これを再び米国のA社に販売し

た事例がある 。 
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４．その他 

 

その他にも政府指定ではない多数の民間企業等が技術取引中継機関として活動して

いる。政府指定ではない民間企業が違法であるということではないが、政府指定技術

取引機関の場合には、先述したように政府からその指定と取り消しが毎年２回更新さ

れ、厳格に選定されているので需要者からの信頼度が高いという長所がある。従って、

韓国では技術取引を仲介しようとする機関なら、できるだけ政府指定技術取引機関に

登録する傾向がある。 
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韓国産業技術振興院（http://www.kiat.or.kr/） 

 

産業技術革新促進法第３８条第１項に基づいて産業技術革新を促進するための事

業を効率的且つ体系的に推進し、産業技術革新関連政策の開発を支援するために２

００９年５月４日に設立された政府機関であって、 

１）産業技術革新関連政策研究、中長期技術企画及び成果分析、 

２）産業技術基盤造成（人材養成、産学協力、新技術文化造成、装備構築）、 

３）産業技術の移転及び事業化促進、 

４）地域特化産業の育成及び地域産業の革新支援及び、 

５）部品素材産業の育成及び支援の機能を遂行する。 

 

[国家技術事業化総合情報網：NTB（http://www.ntb.or.kr/）を運営] 

 

（１）技術市場 

販売や移転を望む技術を登録するようにし、これを必要とする需要者が検索可能

となるよう技術市場の場を設けている（詳細は、第３章を参照）。 

 

（２）オンライン技術評価 

技術評価情報の流通と製作のために産業通商資源部の支援下に、技術評価情報流

通システム、産業教育研究所、自動車部品研究院など２７機関において管理中であ

る技術評価情報を統合し検索可能となるように具現した技術評価システムを構築

し、これによってキーワード及び技術分類別カテゴリーの検索機能、利用者評価機

能、各種統計閲覧機能が可能となるように支援しており、更に新しいモデルを用い

て技術価値を評価でき、企業技術力及び技術事業性評価機能を支援している。 

 

① 自己診断技術評価：自己診断技術評価システムは利用者の評価目的によって、保

有技術または関心のある技術について迅速且つ効率的に自己評価の遂行が可能と

なるよう開発された。従って、技術評価費用を節減できる。保有技術または関心

技術に対して技術性（技術革新性、技術環境性）、市場性（産業及び市場特性、

競争特性）、事業性（生産力、収益性、経営及びマーケティング）などの自己評

価をサポートする。 

② 企業技術力評価：企業技術力評価は技術経営及び人的資源、市場性、事業性評価

指標によって企業の総合的技術事業化能力を評価するように支援する。 

③ 技術価値評価：技術価値評価に一般的に利用される収益接近法によるキャッシュ

フロー割引法をオンライン電算化し迅速な評価者の技術価値評価を支援する。 
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（３）特許信託サービス 

特許管理能力が不足な原所有者の代わりに専門機関が引き受け、特許権の保護、

管理及び移転、事業化などの業務を代行する。 

 

（４）技術移転説明会に対する広報 

技術移転の活性化のために韓国電子通信研究院、電子部品研究院などの参加機関

の技術移転説明会に対する資料を統合して案内する。 

 

[技術取引・評価機関の指定] 

技術移転・事業化活性化のために技術取引または技術評価の専門人材など一定の

要件を備えた法人から申請を受けて実施環境及び事業計画などを審査し技術取引機

関または技術評価機関として指定して育成する。指定を受けた技術取引、評価機関

は指定を受けた場合、上半期、下半期に各１回、実績を韓国産業技術振興院に報告

しなければならず、技術取引機関は指定後、２年間技術取引実績がない場合や年間

技術評価実績が３０件以下の場合、指定が取り消される可能性がある。 

 

[技術移転、事業化関連博覧会、展示会開催] 

 次のような展示会や説明会を開催している。（具体的な内容は、第４章を参照） 

（１）G-TEK（グローバル技術総合展示会） 

（２）海外技術移転説明会及び投資誘致説明会 

（３）技術移転説明会 
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韓国発明振興会（http://www.kipa.org/） 

 

[概要] 

 

韓国発明振興会は新たな発明文化を実現するために、発明奨励行事、国際発明展示

会および学生発明行事を主管しており、知的財産価値の極大化のために、事業化資金

支援、優秀特許事業化パッケージ支援、特許技術取引、発明の評価支援、優秀発明品

流通支援および地域知的財産創出支援を行っており、未来型発明人材養成のために特

許に強い研究人材の養成、需要者中心の知的財産専門人材養成、知的財産教育および

その他の発明教育支援を行っている。 

 

[特許技術取引網であるhttp://www.ipmarket.or.krを運営] 

  

詳細は、第３章を参照。 

 

[発明展示会や特許流通フェスティバルの開催] 

  

次のような発明展示会やフェスティバルを開催している。（詳細は第４章参照） 

 

（１）ソウル国際発明展示会 

（２）大韓民国発明特許大展開催 

（３）特許流通フェスティバル開催 

 

[特許技術移転事業化成功事例発表会] 

 

（１）主催：特許庁 

主管：発明振興会 

 

（２）毎年、特許技術移転事業化を進行してきたものの中で優秀な成功事例を発表す

ることにし、これを集めて特許技術移転事業化優秀事例集を発刊して、これを

http://www.ipmarket.or.krにおいて提供することによって技術移転事業化の活

性化をはかっている。 
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社団法人韓国大学技術移転協会（http://kautm.net/） 

 

[概要] 

 

大学の特許、技術移転専門組職間の協力と交流を拡大し大学の特許管理及び技術移

転事業を活性化して、大学が保有している優秀な技術を探し出して企業に移転する技

術事業化を促進させ、産学協力の活性化に貢献することを目的に設立され運営してい

る。 

 

[会員大学（現在（２０２０．４．１．基準）８０大学）] 

（１）首都圏 

カトリック大学、建国大学、高麗大学、国民大学、慶煕大学、檀国大学、大真大

学、東国大学、明知大学、三育大学、西江大学、ソウル大学、ソウル産業大学、成均

館大学、世宗大学、淑明女子大学、崇実大学、亜洲大学、延世大学、梨花女子大学、

仁川大学、仁荷大学、中央大学、韓国産業技術大学、漢陽大学、弘益大学 

（２）中部圏 

江陵原州大学、江原大学、関東大学、順天郷大学、清州大学、忠南大学、忠北大

学、韓国科学技術院、韓国技術教育大学、韓国情報通信大学、漢南大学、ハンバッ大

学、湖西大学 

（３）東南圏 

慶南大学、慶北大学、慶尚大学、大邱韓医大学、東亜大学、東義大学、釜慶大学、

釜山大学、嶺南大学、蔚山大学、仁済大学、昌原大学、浦項工科大学 

（４）西南圏 

光州科学技術院、東新大学、木浦大学、円光大学、全南大学、全北大学、全州大

学、済州大学、朝鮮大学 

 

[産学協力テクノフェア大学未公開の新技術投資博覧会開催] 

 

詳細は‘第４章’を参照 
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第３章 インターネット上の技術取引情報サイト 

 

 

第１章にて列挙した政府指定技術取引機関の一部は、インターネット上で技術取引

情報サイトを運営している。 

これらのサイトでは韓国企業や大学などが保有するライセンス希望技術に関する情

報が得られ、更に、日本企業が韓国で特許権などを保有する場合にはこれらの機関に

登録することにより各情報サイトに掲載することも可能である。 

以下ではその中のいくつかを紹介する。 

 

１．NTB（http://www.ntb.or.kr） 

 

韓国産業技術振興院は、国家技術事業化総合情報網の‘NTB’を運営しており、技術

需要企業や技術取引機関および技術提供者が自由に技術移転情報を活用できるように

開放型の技術検索サービスを提供している。NTBにて販売や移転希望の技術を登録で

き、これを必要とする需要者が検索できるように技術取引の場を設けている。 

 

２．ＩＰマーケット（http://www.ipmarket.or.kr） 

 

ＩＰマーケットは、韓国発明振興会が運営する特許技術取引網である。発明振興法

第３４条（特許技術事業化斡旋センター）に基づいて、空間的な制約から離れ技術需

要者及び技術提供者にリアルタイムで技術移転総合情報を提供する特許技術移転総合

ポータル情報システムを運営している。 

 

２－１．特許技術 IP Market 

 

販売を希望する特許、実用新案の技術及びデザイン、商標を登録するようにし、こ

れを必要とする需要者が検索が可能となるように技術市場の場を設けている。更に、

購買しようとする特許、実用新案、デザイン及び商標についても登録をするようにし

て関心のある需要者と販売者が直接検索ができるようにしている。販売しようとする

アイデアも登録が可能だが、この場合には特許など産業財産権として出願されていな

いアイデアの公開は他人が分かるようになればこれを悪意に盗用したり、または応用

して先出願、登録することもできるので、技術の核心的な事項については公開しない

ように注意しなければならない。 
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２－２．特許技術競売（オークション） 

 

特許技術の事業化を活性化するために競売型技術取引サービスが提供されているが、

競売対象技術は販売技術として申請された技術の中で優秀特許技術と判定を受けた技

術に限られる。競売型技術取引はオンライン上で、ある技術に対して競売を実施し競

売参加者に対して落札優先順位者を選定する。特許技術は一般商品とは異なる特殊性

があるから、実際の技術取引は技術販売者と落札優先順位者がオフラインで詳細取引

条件を検討し技術取引が発生する。落札優先順位者は３名を選定し先順位者が購入を

あきらめた場合、次の順位者が取引交渉に参加するようになる。発明振興会は競売選

定者及び優先交渉対象者の要求がある場合に契約仲裁ができる。 

 

３．韓国技術ベンチャー財団東京事務所 http://www.ktvfjp.com/ 

 

韓国技術ベンチャー財団（http://www.ktvf.or.kr/）は韓国企業の海外市場進出を支

援し、海外の優秀な技術導入支援のために東京に海外拠点事務所を設けている。 

東京事務所では韓国への技術ライセンスを希望する日本企業を募集し、１年に１回

ないし２回にわたり‘韓国産業技術振興院（http://www.ntb.or.kr）’を通じて韓国にて

技術説明会を開催したり、逆に韓国の優れた技術の日本説明会も常時開催している。

また、韓国企業と日本企業間の技術取引に関して常時コンサルティングを行っており、

技術取引に関する各種相談会も常時開催している。 

東京事務所に関する概略的な情報は次のとおりであり、東京事務所のホームページ

から詳しい情報が得られる。 

 

現地拠点名 
韓国技術ベンチャー財団東

京事務所 
連絡所 

電     話：03－5286－2678 

ファックス：03－3205－2153 

住所 

東京都新宿区大久保３－１４－９早稲田大学シルマンホール９０３号 

903, Robert J.Shilman Hall, 3－14－9 Okubo, Shinjuku－Ku, Tokyo 

169－0072 Japan 

設立日 ２００３年９月 職員数 
職員３名、諮問委員８名 

コーディネーター４６名 

機能 

⚫ 日韓技術マーケティング支援および代行 

⚫ 投資誘致および技術提携支援 

⚫ 日韓両国の中小ベンチャー企業の交流促進および現地進出支援 

⚫ 日本の現地テクノマート、展示会、相談会など主管および参加支援 

⚫ 中小ベンチャー企業関連の現地情報収集、分析および提供 

⚫ その他関連プロジェクト遂行（市場調査、法律・制度調査） 
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第４章 技術移転関連各種博覧会、展示会 

 

 

各種博覧会や展示会は技術取引のためによく活用されている。従って、韓国内の企

業や研究所のみならず韓国への事業進出を検討している日本企業もこのような展示会

や博覧会に参加すれば短い時間で技術提供者や技術需要者を容易に探すことができる。

技術移転に関して韓国内で開催されている各種展示会などを紹介すれば次のようにな

る。 

 

１．G-TEK（グローバル技術総合展示会） 

 

韓国産業技術振興院（KIAT）が開催する展示会で、商用化の可能性が高い多様な最

新技術が展示され、参加企業には、技術マーケティングおよび技術移転に関するコン

サルティングなどの支援と技術移転締結以後の事後管理などに対する支援がある。 

 

⚫ 参加範囲：制限なし（但し、主に韓国内の中小ベンチャー企業、大学、研究

機関が参加する） 

⚫ 開催日時：毎年６～７月頃１回開催（開催日時は日程上変更されることもあ

り得る） 

⚫ 参加規模：１５０社前後の企業または関連機関 

 

２．海外技術移転説明会及び投資誘致説明会 

 

韓国産業技術振興院（KIAT）が開催する説明会で、韓国内の公共及び民間Ｒ＆Ｄ成

果物に対する海外技術移転に関して、参加技術に対する技術別プールを構築し相手企

業に対する技術移転戦略の差別化及び国内外のネットワーク協力を活用した効率的な

技術マーケティングなどに関するコンサルティングが提供される。また、技術移転に

係わる財務計画及び投資誘致戦略などに関する専門的な教育が実施され、技術取引を

希望する顧客に対して顧客ニーズ対応型のコンサルティングが提供される。 

 

⚫ 参加範囲：制限なし（但し、主に韓国内の中小ベンチャー企業、大学、研究

機関が参加する） 

⚫ 開催日時：年中２～３回開催 

⚫ 参加規模：１０社の内外企業または機関 
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３．技術移転説明会 

 

⚫ 主催：韓国産業技術振興院（http://www.ntb.kr/） 

⚫ ２週ごとに隔週単位で進行する。特定分野及び機関別で技術移転に対する説

明会を開催する。ただし、公共機関を中心に進行し、民間技術移転について

は参加に制限がある。開催日と開催地などの情報はその時々の事情により決

定され、これは韓国産業技術振興院のウェブページを通じて公告される。参

加要件が別段あるわけではないが、現在は主に公共機関ないし公共研究所の

技術に対する説明会が主をなしている。一方、韓国技術ベンチャー財団と協

力して日本技術の導入説明会も毎年１～２回程度開催している。 

 

４．ソウル国際発明展示会 

 

⚫ ソウル国際発明展示会は、世界中の発明家の交流と和合の空間として発明自

体に対する全般的な情報を提供し、特許技術と技術移転に関する情報、発明

技術の商品化などを全て包括する世界的な国際展示会であり、特許庁が主管

して韓国発明振興会が毎年開催している。展示対象は韓国内の韓国人及び韓

国外の外国人が開発した特許または実用新案であって登録または出願中のも

のに限る。 

⚫ 名称： ソウル国際発明展示会 

⚫ （英文）Seoul International Invention Fair（SIIF） 

⚫ HP: http://www.kipa.org/siif_en/  

 

５．大韓民国発明特許大展 

 

⚫ 主催：特許庁 

⚫ 実施：韓国発明振興会 

⚫ 優れた発明と技術先進国への跳躍のための新技術を探し出して賞を与え、優

れた特許製品の販売ルートの開拓及び優秀な特許技術の事業化を促進させる

ための行事として特許庁が主管し韓国発明振興会が主催している。 

 

６．産学協力テクノフェア大学未公開の新技術投資博覧会 

 

⚫ 主催：教育科学技術部 

⚫ 実施：（社）韓国大学技術移転協会、韓国研究財団、韓国産業技術振興院が
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主催する。 

⚫ 大学において新規出願された未公開新（特許）技術を企業に公開し、これを

基盤に共同研究・技術移転・事業投資を共にするパートナー企業を掘り起こ

し、これを国内企業にまず公開することによって技術事業化の機会を提供し

ようとする趣旨である。更に、＇技術展示会＇、＇技術相談会＇、＇企業、

機関展示会＇を同時に進行するので技術移転に係わる情報を得ることができ

る。 
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第５章 博覧会など出展時の留意事項、技術情報利用時の留意事項 

 

 

１．重要技術、秘密情報の流出防止、秘密保持契約の締結 

 

特許、実用新案などでまだ出願していない秘密の技術情報を不用意に相手に開示す

れば、その内容（技術情報）が相手方から第三者に漏洩したり、あるいはその相手方

が悪意でその技術を用いたり、勝手に出願し登録するおそれもある。 

このような事態を回避する最善の方法は、技術を他人に公開する前に該当技術を特

許、実用新案などとして出願することである。しかし、相手方との交渉の過程で、や

むを得ず特許出願前の技術やノウハウ（営業秘密）を開示しなければならない場合に

は、秘密保持契約（NDA：Non－Disclosure Agreement）を締結しておく必要がある。

秘密保持契約は、秘密の情報を相手方に開示する際に、相手方に秘密保持義務を負わ

せて、違反時にはその損害の賠償責任を負わせるものである。（付録４の様式参照） 

 

２．展示会などでの公開前の出願、および新規性喪失の例外規定の適用 

 

展示会や博覧会などで新製品や新技術を公開する場合には、特許または実用新案な

どの出願を行った後に、その技術を公開することが望ましい。出願より先に技術を一

般に公開してしまえば（法的用語ではこの場合を‘新規性喪失’という）、特許権な

どによる保護を受けることができないのが特許法の原則である。この原則は日本でも

韓国でも適用される。すなわち、日本の展示会に出展し、技術が一般に公開された場

合には、韓国で該当技術の特許出願をしても特許は受け入れられない（韓国の展示会

に出場した後に日本に特許出願する場合にも同様）。 

時間的な余裕がなくやむを得ず、特許または実用新案などで出願を確保することが

できないまま展示会や博覧会に参加した場合には、一定の条件下で救済を受けること

ができる。技術が公開された日から６ヶ月以内ならば、‘新規性喪失の例外規定の適用

の主張’（韓国特許法第３０条）を行い、韓国特許庁に特許または実用新案の出願を

することが可能である。 

しかし、該当技術を中国やヨーロッパなどでも特許または実用新案などで出願、登

録を計画しているならば新規性喪失の例外を主張するための要件が非常に厳しいため、

あらかじめ検討した後で技術公開の適否を決めなければならない。 
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３．商標出願の必要性 

 

日本において販売している商品に関して、韓国市場での事業進出の可能性があるな

らば、できるだけ早期に韓国での商標権取得を検討しなければならない。 

例えば、韓国での販売代理店を探すために、韓国の企業を訪問した結果、その韓国

企業が韓国における商標出願を先に行ってしまったケースがある。その韓国企業は日

本企業の事業進出を確認し、その商品ブランドの知名度を乱用する目的で、自ら韓国

での権利を取得したのである。商標制度では、基本的に先に出願した者に権利が付与

される点は韓国も日本と同じで、日本で知られているということだけでは韓国での権

利取得を防ぐことはできない。 

このために、韓国における事業進出を検討しているならば、少なくとも相手企業に

接触する前に、商標出願を完了しておかなければならない。また、他人の権利取得に

先んじるという趣旨からは、できるだけ早期に商標出願をすることが望ましいが、権

利の取得の後、３年以上その商標を使っていない場合には、商標登録の取消審判が提

起されるおそれがあるため、この点も考慮しておかなければならない。 

 

４．導入する技術情報に関する権利調査 

 

４－１．権利現状などの調査：KIPRIS 

 

特許、実用新案、デザイン（意匠）、商標など他人の産業財産権について技術取引

を検討している日本企業ならば、該当権利の出願および審査過程、そして登録可否な

どをあらかじめ確認しておく必要がある。韓国特許庁（http://www.kipo.go.kr）は、

特許情報検索サービスのためのウェブサイト（KIPRIS、http://www.kipris.or.kr）を

提供しており、このウェブサイトから、各種産業財産権の権利現状および内容を確認

することができる。 

 

４－２．KIPRIS 利用方法 

 

（１）KIPRISの主要メニューの構成 

KIPRIS英文版のメイン画面の右上端には‘Patent’、‘Design’、‘Trademark’、‘KPA’

および‘K2E－PAT’というメニューがある。  この中‘Patent’、 ‘Design’、および

‘Trademark’は各々‘特許/実用新案’、‘デザイン（意匠）’および‘商標’を検索す

るためのメニューで、‘KPA（Korean Patent Abstract）’は特許/実用新案公報の英語

要約を無料で提供するメニューであり、‘K2E－PAT’は特許/実用新案公報の英文書の

テキストを有料で提供するメニューである。 
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（２）特許などの内容検索 

‘Patent’、‘Design’、および‘Trademark’メニューの各々は‘General Search’と

‘Advanced Search’を提供する。‘General Search’は‘Keyword Search’（キーワード

検索）と‘Number Search’（出願番号などの番号検索）を提供する。 ‘Advance 

Search’はその他にも更に様々なパラメータ（出願日、出願人名など）に対する細部検

索機能を提供している。 

 

（３）出願、審査および登録状況などの調査 

例えば‘Patent’メニューを利用して、ある特許の内容を探した後、該当特許をクリ

ックすれば新しい画面がポップアップされるが、この時、画面上段の‘View Details’

項目をクリックすればその特許の一般情報とともに出願から登録までの権利状態

（Legal Status）を知ることが出来る。 

 

［図２－１］特許出願の経過情報の一例                       

 

 

ただし、上記権利状態の具体的な内容（拒絶理由の内容が何であったのかなど）を

知るためには特許庁のホームページで‘包袋コピーの申請’を行うべきだが、このよ

うな申請は外国人は直接することができないので、韓国の特許事務所等を通さなけれ

ばならない。 
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 また、検索された特許をクリックした後、画面上段にある‘Registration’メニュー

をクリックすれば（このメニューがなければ該当出願はまだ登録されていない）、該

当特許の登録現状（存続期間満了日、登録権利者など）が確認できるが、該当情報は

韓国語のみ提供されており、又、登録当時の情報であるため、現在の正確な登録現状

を調べる為には、韓国の特許事務所等を通じて‘登録原簿’を調べてみなければなら

ない。 

 

以上の利用方法はデザイン（意匠）や商標に対しても同様である。 
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第３編                            

ライセンス戦略の構築と留意事項 
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第１章 ライセンスする範囲や条件の検討 

 

ライセンスの相手となる候補企業が発掘できたら（第２編）、各候補企業との間で

「何を」「どのように」ライセンスするかを検討する。 

技術提供者の場合なら、自社の特許技術だけを提供するのか商標権も一緒にライセ

ンスするのか（「何を」）、独占か非独占か、どのような条件で実施権を設定するの

か（「どのように」）など、ライセンスの範囲や主要な条件について戦略を検討する。

このライセンス戦略の構築は、先に明確化した韓国での事業戦略に従って、相手候補

企業の状況や、競合企業との関係、韓国の市場の状況などを考慮して決定する。 

一方、技術導入者の場合には、韓国から導入する技術が、韓国の法規制により外国

への持ち出しが禁止されている技術、具体的には‘国家革新技術’や‘戦略技術’に

あたらないか注意する必要がある。 

 

１．ライセンス対象の範囲と方法 

 

自社が保有する知的財産について、どの範囲までを韓国企業に提供するのか検討す

る。韓国において韓国企業が商品の生産や事業を進めるために必要となる技術の範囲

については、相手方となる韓国企業に自社特許の実施許諾を行い、更に、ノウハウの

技術指導を行うことが必要である。また、その技術や商品とともに、日本のブランド

を韓国内にも展開するのであれば、商標権の使用権を設定することになる。 

しかし、秘密の技術情報が韓国で漏洩する危険性を減らす目的として、重要な部品

や素材の製造ノウハウについては技術提供せずに、日本で製造した部品や素材を提供

することも一つの戦略である。日本のブランドとともにライセンスする場合には、ブ

ランドイメージが低下しないよう、品質管理に関するノウハウを提供し、韓国企業内

での管理を徹底させるライセンス契約とすることが重要である。 

 

①特許のみのライセンスで行わなければならない場合 

実際のライセンス契約では特許に限ったライセンスの場合は殆どない。なぜなら、

特許明細書にも特許発明の容易な再現のために多種にわたって具体的な実施例が記載

されているが、製品化の過程ではそれ以外に技術ノウハウが必要な場合が大部分であ

るためである。ただし、次のような場合には特許に限定したライセンス・アウトを考

慮してみる必要がある。 

 

（ⅰ）特許発明の忠実な再現のための技術ノウハウを幾つかの企業で既に保有してい

る場合 
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例えば、先駆的な特許（例：基本特許）の場合には、その特許発明の忠実な再現に

必要な技術ノウハウを保有する企業が登場するが、この時、その企業は特許侵害の回

避を目的に特許だけのライセンスを必要とする。 

 

（ⅱ）別途の技術ノウハウがなくても特許明細書の記載のみで関連製品や製造工程を

忠実に再現できる場合 

例えば、該当特許発明が新たな技術の適用に関したものではなく、従来技術を新し

いアイデアに適用したものである場合 

 

（ⅲ）販売されるのは完成品で特許技術は部品に関するものである場合 

この場合は、部品製造に関する技術ノウハウがあっても、それをあえて完成品の製

造メーカに移転する必要はないので部品は自社から供給するよう契約を締結すること

ができる。 

 

（ⅳ）逆設計などの方法でも技術ノウハウが露出する可能性が非常に低い場合 

逆設計などの方法で技術ノウハウが明らかになった場合、それ以上営業秘密として

法的な保護を受けることはできないが、逆設計によっても技術ノウハウが露出する可

能性が非常に低い場合は、技術ノウハウの移転にさらに注意を要する。したがって、

こういう場合にはできるだけ技術ノウハウの移転を禁止したり、移転しても最低限の

移転範囲にとどめる努力が必要である。 

 

②特許と技術ノウハウを一緒にライセンス・アウトしなければならない場合 

先述した特許のみのライセンスにしなければならない場合を除けば現実的に大部分

の技術ライセンスには技術ノウハウの移転が含まれる。特に、韓国企業が日本企業か

ら技術ライセンスを受けようとする理由は、該当日本企業の技術ノウハウの移転目的

が大部分であるため、韓国企業へのライセンス・アウト時には基本的に技術ノウハウ

の移転が含まれると考えなければならない。従って、韓国企業に対するライセンス・

アウト時には技術ノウハウの流出防止対策が確立されていなければならない（‘第４編

第１章ライセンスによる技術流出の防止’ 参照）。 

一方、技術ノウハウを共に移転すれば、自社の生産製品と同じ品質の製品生産が保

証され結果的に製品販売の向上及びそれによるロイヤルティ収入の向上を期待でき、

また、技術ノウハウはその寿命が定まっていないので、特許期間満了以降にもロイヤ

ルティを継続的に受け取ることができるという長所がある。 

 

③商標使用権のライセンス可否 

商標も一緒にライセンスするのか否かは、‘第１編第２章１－３．商標を含めたラ
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イセンス’を参考にして決定する。但し、商標ライセンスの場合には、商標のイメー

ジが落ちることを防止するため、ライセンシーが製造、販売する製品の品質管理を徹

底しなければならない。品質管理に関するライセンサーの監督と統制の具体的な実施

については第５編にて述べる。 

 

２．韓国から導入する技術に対する規制 

 

２－１．導入対象技術が韓国の国家革新技術である場合 

 

韓国企業などから技術を導入しようとする場合、まず該当技術が韓国の産業技術保

護法上の国家核心技術に該当しないかを確認する。国家核心技術に該当する技術は韓

国政府の承認などを受けなければ外国への輸出、すなわち日本での技術導入ができな

い。従って、導入技術が輸出不可の国家核心技術に該当することが契約後に判明する

と、契約自体が無意味になってしまうので、導入しようとする技術が国家核心技術に

あたるかどうかを初期に確認しなければならない。 

 産業技術保護法および国家革新技術について、さらに詳細な内容は、第３編第６章

で解説する。 

 

（１）国家核心技術に該当しない場合 

別途の承認や申告手続きなしに技術導入を進行する。このとき、万が一のために、

“導入技術は産業技術保護法上の国家核心技術にあたらない点を保証する。”のよう

な保証条項を契約書に挿入することを韓国の企業などに要請することができるであろ

う。 

 

（２）国家核心技術にあたる場合 

①国家から研究開発費の支援を受けて開発した国家核心技術の場合 

導入しようとする技術が国家から研究開発費の支援を受けて開発した国家核心技術

の場合には、産業通商資源部長官からその導入技術の輸出承認を得なければならない。

従って、韓国企業にそういう承認手続き等を取るよう要請する。国家核心技術の輸出

承認可否は承認申請日から４５日以内に決定されるようになっている（ただし、技術

審査が別途に必要な場合、その分期間が延びることもある）。承認申請書には国家核

心技術の提供条件と方法が含まれなければならず（産業技術保護法施行令第１５条第

１項）、これは承認可否を決定する根拠となるから、韓国企業などと予め協議して契

約書（または臨時契約書）にその内容を規定しておかなければならない。更に、承認

後に提供条件と方法を変更する場合、再承認を受けなければならないか、最初に承認

された契約書の効力について争いが生ずる可能性があるので、承認申請前に充分に熟
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考して協議しその提供条件と方法を決めなければならない。 

 

②一般の国家核心技術の場合 

国家から研究開発費の支援を受けて開発した国家核心技術以外の国家核心技術の場

合には、産業通商資源部長官に事前に‘申告’しなければならない。産業通商資源部

長官は申告受付日から１５日以内に該当国家核心技術の輸出が国家安保に深刻な影響

を与え得るかどうかを検討し、その結果を申告人に書面で知らせ、深刻な影響を与え

る可能性があると判断される場合には、通報日から３０日以内に関係中央行政機関の

長と協議した後、産業技術保護委員会（産業技術保護法第７条）の審議を経て国家核

心技術の輸出中止・輸出禁止・現状回復などの措置を該当の申告人に命ずることがで

きる（産業技術保護法施行令第１６条）。 

 

２－２．導入対象技術が韓国の戦略技術である場合 

 

 対外貿易法第１９条及び同法施行令により、国際平和及び安全維持、国家安保のた

めに必要であると認められ、産業通商資源部長官が定めて告示する物品（「戦略物

資」）を輸出しようとする場合、産業通商資源部長官はこれに対する制限をすること

ができる。輸出許可を受けず、戦略物資を輸出したり、虚偽その他、不正な方法で戦

略物資輸出の許可を受けた者は５年以下の懲役、又は輸出する物品の３倍に相当する

金額以下の罰金刑の刑事処罰に処する（対外貿易法第５３条２項２、３号）。行為者

以外に法人も罰金刑に処罰するものの、法人がその違反行為を防止するために該当業

務に関して相当な注意と監督を怠らない場合には、この限りではない。（対外貿易法

第５７条）。 

従って、戦略物資の輸出又は戦略技術の輸出に関しては、契約を締結するに先立ち

輸出の対象になる物資又は技術が上記の法律及び付属施行令、告示が規定している戦

略物資又は戦略技術に該当するかどうかを管轄部署である産業通商資源部と協議して

事前確認する手続が必要であると言える。 

 

３．主要なライセンス条件 

 

 ライセンスにおいて最も重要で関心のある条件は、ライセンスの対価（ロイヤルテ

ィ）であるが、ロイヤルティ（対価）に関しては次章（第２章）で解説することとし、

ここではロイヤルティの決定においても重要な条件となる他のライセンス条件のうち、

初期段階におけるライセンス戦略の樹立に必要となる主要な項目について解説する。 
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３－１．独占的ライセンスの可否 

 

  技術提供者なら特別な理由がない限り、非独占的ライセンス（通常実施権）を検討

すべきである。非独占的ライセンスの場合、ライセンサーはライセンシー１人の成功

に全面依存する必要がなく、ライセンシーは高い技術料（前払金及び経常ロイヤルテ

ィ）を支払う必要がないので、両当事者のリスクが最も低減されるという長所がある。

その他にも、複数のライセンシーにお互いに異なる市場と製品で非独占的ライセンス

を許容すればそれだけ技術改良の可能性が高くなり、当該技術の価値を更に高めるこ

とができる。更に、非独占的ライセンスの場合には、関連市場や製品に対する統制権

をライセンサーが依然として持っているため、単一の独占的ライセンシーが意図的に

技術を商業化させないようにすることでライセンサーが市場から追い出されることを

防ぐことができる。 

独占的ライセンス（専用実施権）の適否を決める場合には、次のようないくつかの

点を検討しなければならない。 

第一に、ライセンス対象である技術が適用された製品が韓国市場で相当程度の市場

支配力を確保することができるのかを検討しなければならない。独占的ライセンスは

単一のライセンシーの成功に全面的に依存する為、それだけ技術の優位性及び市場支

配力が重要である。従って、ライセンシーの選定においてもある程度の大規模な市場

支配力を既に確保していたり、そのような市場支配力を確保する位の規模と能力を備

えている韓国内企業の選定を考慮しなければならない。 

第二に、独占性の程度を考慮しなければならない。独占性を長期的に保証するのか、

それとも短期的に保証するかを検討しなければならない。例えば、まだ検証されてい

ない技術ならばそれによる初期技術導入者のリスクを償うため、初期技術導入者には

一定期間、独占的ライセンスの付与を考慮することができる。 

第三に、独占性とハイレートのロイヤルティを連動させて検討しなければならない。

ライセンサーとしては１人のライセンシーの成功に全面的に依存する為、そのような

リスクはハイレートのロイヤルティとして見返りがなければならない。従って、最小

ロイヤルティ条項を契約書に必ず設けなければならない（このとき、最小ロイヤルテ

ィは適正なロイヤルティの半分以上にしなければならない）。 

独占的ライセンスを許諾することに決めた場合、ライセンサーはそれによって高い

ロイヤルティをライセンシーに要求しなければならず、特に現行の韓国の実務上、独

占的ライセンスの場合には競合製品などに対する実施料の取り立ても許容される点を

ライセンシーとの契約に活用しなければならない。 
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３－２．市場（地域）や対象製品の制限 

 

 製品が販売される市場や地域を制限するライセンスも可能なため、ライセンサーと

してはこの点を充分に活用しなければならない。 

また、さまざまな製品に適用可能な技術の場合、各製品において競争力のある複数

の韓国企業に対しライセンスを行うことがロイヤルティの確保の側面から有利である

ので、これに対する検討がなされなければならない。例えば、‘機械的騷音を低減させ

る技術’が①自動車エンジン、②掘削機、③真空清掃器に適用できる場合に、ライセ

ンサーは各製品の製造メーカ（３社）それぞれに、実施許諾の範囲を各製品に制限し

た制限的なライセンスをすることにより、市場や対象製品を区分することを考慮でき

る。 

 

３－３．ライセンス期間  

 

特許技術の場合、ライセンス期間は該当特許権の満了時まで制限され（特許権満了

以降のロイヤルティの受け取りは韓国で不公正取引行為として規制されている）、ノ

ウハウや商標の場合にはライセンス期間に制限がないという点を考慮しなければなら

ない。 

  ライセンス期間の決定は技術の成熟度に関係する。技術がまだ商用化されていない

場合には、ライセンサーとしてはなるべくライセンス期間を長期間に設定した方が良

い。もし、技術が充分に商用化されている場合なら長期間のライセンス契約は避け短

期間の契約にしたりして協議により契約期間の延長が可能となるようにする方が良い。 

該当技術が適用された製品の寿命周期（Life Cycle）が概して短い場合にはライセン

サーとしては長期間のライセンス契約を結ぶことが有利である。その反対の場合には

最初のライセンス期間を短くして、場合によっては再協議する方式で契約を締結する

のがライセンサーに有利である。 

契約期間は技術分野によっても相違がみられ、韓国企業に対するライセンス・アウ

トを考慮する際にも以下の表が参考となるであろう（知的財産紛争現況調査研究、特

許庁傘下の韓国知識財産研究院、２０１７.１２.）。 

 

［表３－１］技術分類別契約期間算定基準 

技術分類 事例数 存続期間（%） 特定期間（%） 無回答（%） 

機械 118 40.7 57.6 1.7 

建設、交通 493 46.2 51.7 2.0 

医療 15 86.7 6.7 6.7 

医薬 18 77.8 22.2 0.0 
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材料、金属、資源 91 58.2 41.8 0.0 

電気、電子 98 52.0 40.8 7.1 

情報、通信 62 56.5 41.9 1.6 

基礎科学 10 20.0 80.0 0.0 

エネルギー、資源、原子

力 

23 52.2 47.8 0.0 

生命工学、農林 26 57.7 42.3 0.0 

化学、化学工程 34 61.8 38.2 0.0 

環境 89 32.6 66.3 1.1 

家庭 11 36.4 63.6 0.0 

海洋、航空 26 11.5 88.5 0.0 

 

［表３－２］実施権類型別契約期間（特定期間設定の場合） 

 全体（%） 専用実施権（%） 通常実施権（%） 

2年未満 15.6 8.7 19.8 

2年~5年未満 43.1 31.7 49.2 

5年~7年未満 25.6 33.9 21.0 

7年~10年未満 3.6 5.5 2.7 

10年以上 12.1 20.2 7.2 

３－４．再実施権（Sub License）の許諾可否 

 

一般的に再実施権の許諾は、ライセンス活動に対するライセンサーの統制権喪失の

おそれがあるため特別な理由がない限り行われない。ただし、次の場合には再実施権

の許諾を考慮できる。 

⚫ ライセンシーが許諾特許を実施する技術力や設備を備えていない場合（例えば、

そのような会社が、もっぱら再実施権確保のためにライセンス契約を締結しよ

うとする場合） 

⚫ 特許製品の性質やその他のライセンサーによる地域的販売体制の確立などの理

由からライセンシーが許諾地域を何箇所かに分割し各地域別に再実施権を許諾

する必要がある場合 

☞ この際、ライセンシーをマスターライセンシー（Master Licensee）にして多

数のサブライセンシーに対する統制権及びそれによる義務を一任できる。 

⚫ 例えば、方法特許を実施する者が多数存在する場合、方法に用いられる物質の

製造販売業者に該当方法特許の実施権及び再実施権の許諾権限を与え、その製

造販売業者は方法特許を直接実施する業者に再実施権を許諾する場合 
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☞ 方法特許を実施する多数の業者をいちいち捜すよりは上記の製造販売業者はそ

のような方法特許の直接実施者をよく知っているので、ライセンサーとしては

上記の製造販売業者に対する再実施権許諾が効果的な戦略であるといえる。 
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第２章 ロイヤルティ（対価） 

 

１．技術対価の概要 

 

技術は無形の資産であり、技術情報を他人に移転し、当該技術を使用させるときに

は、それに相応する対価の支払いという概念が生じる。このような技術取引に対する

対価をロイヤルティ（royalty、使用料又は実施料）と言う。 

技術提供ライセンス

ロイヤルティ

技術提供者 技術導入者

 

 

コラム：ロイヤルティの源泉徴収について 

 

韓国法人税法第９３条第８号には 外国法人が韓国国税庁に法人税を納付しなければ

ならない国内源泉所得の種類のうち、使用料（royalty）に関する所得を次の通り定義

している。 

 

“８．次の各項目のいずれか一つに該当する権利・資産または情報（以下、この号

から“権利等”という）を国内で使用するか、その対価を国内で支給する場合、その

対価及びその権利等を譲渡することにより発生する所得。 

イ．学術または芸術上の著作物（映画フィルムを含む）の著作権、特許権、商標

権、デザイン、模型、図面や秘密の公式または工程、ラジオ・テレビ放送用フ

ィルム及びテープその他のこれに類似の資産や権利 

ロ．産業上・商業上・科学上の知識・経験に関する情報またはノウハウ  

ハ．使用地を基準に国内源泉所得の該当有無を規定する租税条約（以下、この条で

「使用地基準の租税条約」とする）で使用料の定義に含まれるその他類似した

財産または権利[特許庁、実用新案権、商標権、デザイン権など、その行使に登

録が必要な権利（以下、この条で「特許権等」とする）が韓国内で登録されて

いないが、それに含まれた製造方法・技術・情報等が韓国内での製造・生産に

関連するなど、韓国で事実上実施されるか、使用されることを言う] 
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このようなロイヤルティを、技術提供者（ライセンサー）と技術導入者（ライセン

シー）の各自の立場によって、より詳細に見ると、次のように異なる意味を持つよう

になる。 

 

［表３－３］ライセンサー及びライセンシーの立場でロイヤルティの意味 

ライセンサーの立場 ライセンシーの立場 

① ライセンシーに提供した便益に対す

る補償 

② ライセンサーがその権利のために投

資した金額に対する投資利益 

③ ライセンサーが喪失あるいは放棄し

た利益に対する補償 

④ ライセンシーがおさめた成功の分配 

① 代替技術の開発によるライセンシーの

リスク負担を最小化することに対する

反対給付 

② ライセンサーの権利の侵害に対する罰

則 

③ ライセンサーが定立した権利対象（技

術など）の使用対価 

④ ライセンサーが開拓した市場に進出す

ることに対する入場料 

 

２．技術対価の支給方法 

 

ロイヤルティの支給方法は契約当事者によって定まるので、その技術取引の形態な

どによってロイヤルティの支給方法の形態も多様となる。一般的に特許権などの知的

財産権の売買（譲渡）の場合には、一括払いまたは分割払いの形態で成立するが、実

施許諾による技術ライセンス契約の場合にはより多様な形態として現われ、特に、経

常ロイヤルティをどのように算出するのかが重要な課題となる。 

以下では、特許権など知的財産権の売買（譲渡）の場合の対価支払い方法及び実施

許諾による技術ライセンスの場合のロイヤルティ支給方法について説明する。 

 

２－１．売買（譲渡）時の対価支給方法 

 

特許などの譲渡による技術取引の場合、その対価の支給方法のうち最も簡単なもの

は、一定の時期までに一括払いで対価を支払う方法である。一般的な契約書の条文は

次のようになる。 

 

[例文] 

第○条 （対価と支払い方法）‘乙’は本件特許の譲渡対価として特許権１件につきそれぞ

れ金○○○ウォンを○○年○○月○○日までに、‘甲’が指定する下記の銀行口座に振り込む。 

一方、譲渡契約が特許権設定登録以前に成立した場合には、対価を先に支払い、設
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定登録時に追加で支給する方式を選ぶこともできる。 

 

[例文] 

第○条 （対価と支払い方法）‘乙’は本件特許を受けることができる権利を譲り受ける

対価として下記に定めた対価をそれぞれ‘甲’に支払う。 

本件契約締結時 （基本対価）金○○○ウォン 

特許権設定登録時 金○○○ウォン 

 

対価額が高額である場合、分割支給にすることもできる。 

 

[例文] 

第○条 （対価と支払い方法）‘乙’は下記に定めた対価を○○銀行○○支店口座番号○

○○○○に入金する。 

本契約締結後 ３０日以内に金○○○ウォン 

本契約締結後、１年以内に金○○○ウォン 

本契約締結後、２年以内に金○○○ウォン 

 

２－２．ロイヤルティの支給形態による分類 

 

技術移転の最も普遍的な形態は、実施許諾による技術ライセンス契約である（第６

編第１章参照）。技術ライセンス契約においてロイヤルティの支給形態は大きく、

（１）支払期日に予め定めた金額を支払う「定額ロイヤルティ」方式、（２）支払期

日に予め定めた算定基準に沿って計算した額を支払う「経常ロイヤルティ」方式、及

び、（３）定額と経常ロイヤルティの混合方式とに分けられる。 

以下の表では、定額ロイヤルティのうち固定ロイヤルティと、経常ロイヤルティの

長所と短所及び選択基準を比べてみる。 

 

［表３－４］定額ロイヤルティと経常ロイヤルティの長所と短所及び選択基準 

 定額ロイヤルティ 経常ロイヤルティ 

長所 

• 技術価格の事前認知が可能 

• 対価支払い期間及び製品生産量な

どの考慮事項が含まれておらず業

務量が軽減 

• ライセンシーの現金流動資金負担の

軽減 

• 市場状況や時間経過に応じて異なる

よう賦課することが可能 

短所 
• 計画より売上げが減少した場合で

もライセンシーは定額の支払いを

• 予め全契約期間の間に必要となる支

払い金額（受け取ることができる収
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余儀なくされ、逆に売上げが増加

した場合でも、ライセンサーのロ

イヤルティ収入は増加しない（実

質的なロイヤルティ収入の減少） 

入金額）を算出することが困難 

選択基準 

• 売上げ資料を確認できない場合 

• 相手に対する信頼や技術の事業化

成功可能性などが不確実な場合 

• 技術取引期間が短期間の場合 

• 市場状況が不安定な場合 

• 今後の売上げ増加への確信がない

場合 

• 技術契約が長期の場合 

• ライセンシーの売上資料確認が可能

な場合 

• 技術寿命周期が長期の場合 

• 関連市場の成長可能性が大きい場合 

問題点 

及び 

解決案 

• 売上げ増大が確実視されているか

その可能性が大きい場合、前払ロ

イヤルティと経常ロイヤルティの

二つの方法を併用 

• 売上げの誠実な申告、売上高の監査

等に対する制度的な仕組みが不十分

な場合、問題が発生するので、予め

準備が必要 

 

（１）定額ロイヤルティ 

ロイヤルティの支給額が一定の金額で表示される方式で、前払金、固定ロイヤルテ

ィ、総額ロイヤルティなどがある。このような方式は、ライセンシーが該当技術を使

用した実績と関係なく一定の金額で支払われることが特徴である。 

 

①前払金（initial payment） 

技術取引の初期段階に定額を支給するロイヤルティであって、内容的には、技術移

転に最低必要な経費及び当該技術のＲ＆Ｄ費用未回収分に対する補償とみなすことが

でき、一般的には、経常ロイヤルティと併用される。 

 

②固定ロイヤルティ（fixed royalty） 

実施許諾の対価を定額で表示した実施料であり、契約期間全体に対して定める場合

もあり、その分割された各期間ごとに定める場合もある。支給方式により一括払い

（lump－sum payment）と固定払い（fixed payment）が可能だが、一括払いは技術

移転全体に対する総額ロイヤルティであって、契約時に固定金額を一括払いにし、そ

の後は対価を支払わない方式で、韓国の大学で最も多く採用される方式である。固定

払いは年度別または一定期間の間、支払う方式である。 

 

（２）経常ロイヤルティ（running royalty） 

経常ロイヤルティは、予め算定基準を決めておき、一定期間の間その算定基準に応
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じてロイヤルティを定期的に計算し支給する方式である。ロイヤルティの性格からす

るとき、定額金額方式よりも一層相応しいと考えることが出来る。このようなロイヤ

ルティは一般的に生産量、販売量など技術が使用される度合いに比例して決められる

ので、経常ロイヤルティ（running royalty）と呼ぶ。 

 経常ロイヤルティは、どのような基準に対してロイヤルティ水準を比例、連動させ

るかによって ①製造原価に連動したロイヤルティ、②節減金額に連動したロイヤルテ

ィ、③純利益に連動したロイヤルティ、④（純）売上高に連動したロイヤルティ、⑤

契約製品単位に連動したロイヤルティ、などに分類され、これらの内、①～④を料率

実施料（percentage royalty、従価実施料とも言う）と言い、⑤を対物実施料（per-

quantity royalty、従量実施料とも言う）に区分する。 

 

経常ロイヤルティ

の区分 

料率実施料 

① 製造原価に連動したロイヤルティ 

② 節減金額に連動したロイヤルティ 

③ 純利益に連動したロイヤルティ 

④ （純）売上高に連動したロイヤルティ 

対物実施料 ⑤ 契約製品単位に連動したロイヤルティ 

 

①製造原価に連動したロイヤルティ 

契約製品の製造原価に対し合意された一定比率を乗じてロイヤルティを算出する方

式である。 

しかし、製造原価の種類が多様で、当事者が考える製造原価の算出方式及び構成要

素が異なるので、予め当事者間で詳細な約定が必要であるが、一般的に製造原価は実

施権者の重要な極秘事項なので実務上この方式はほとんど採られない。 

 

②節減額に連動したロイヤルティ 

該当技術の使用で節減される原価金額または生産性向上額などに対し合意された一

定比率を乗じてロイヤルティを算出する方式である。即ち、対象技術を使用する以前

の製造原価に比べて技術の使用で節減された原価額を算出した結果に対し、合意した

一定比率を乗じて、それをロイヤルティとして決める方式である。この方式も製造原

価実施料のような問題点を持っており、実務上あまり採用されない。 

 

③純利益に連動したロイヤルティ 

該当技術の使用及び実施によって得られる税引前純利益を推定した後、一定比率を

ロイヤルティとして支給するよう合意する方法である。しかし、この方法も上記の二

つの方式と同様に純利益推定の不確実性とライセンシーの企業秘密の流出などに拘束

される。この方法は会計の透明性が保証されるか相互信頼性が確保された企業間にお
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いて採用されている。 

 

④（純）売上高に連動したロイヤルティ 

契約製品の総売上高または純売上高に一定の割合を乗じてロイヤルティを算出する

方式であって、実務上使用頻度が高い。この方法は、ライセンシーの販売に対する利

益とは関係なくロイヤルティが支給されるので、ライセンシーの立場においてはロイ

ヤルティの水準を決める際にライセンシーがロイヤルティを支給してからもある程度

の利益が出るよう留意する必要がある。 

この方式は、販売数量と価格が製造原価などに比べてその確認と計算が非常に簡単

な点、販売数量、販売価格の公開が製造原価などに比べて実施権者（licensee）に実質

的な被害が少ない点、販売価格、物価などの変動に応じて実施料額が変更される点等

の長所があり、実務上広く利用されている。 

 

⑤契約製品単位に連動したロイヤルティ 

契約製品の個数、体積、重量または契約製品に使われる部品、原資材、エネルギー

など技術の使用頻度と比例関係にある特定基準単位に一定金額を乗じてロイヤルティ

を算出する方式であって（例えば、実施製品１個当り５万ウォンなど）、上記④の売

上高に連動する方式が有する長所を持つ。 

しかし、この方式は契約製品価格の下落、物価変動に対して硬直性があるので、こ

のような点は、ライセンシーの立場においては、市場価格が高いか引き上げの可能性

がある場合に、製品価格の上昇によるロイヤルティ支給負担を減らすことができると

いう長所が、更に、ライセンサーの立場においては、逆に長期的な製品価格の下落に

よりもたらされるロイヤルティ受取額の減少リスクを避ける長所として作用し得る。

このような硬直性は、契約締結時に実施製品の販売価格を定め、その価格変動に比例

して製品１台当たりの固定額も変動させることで、多少緩和できる。 

この方式は算出が簡便で、算出結果に対する検証が容易であり使用頻度が増加する

傾向にある。 

 

（３）定額ロイヤルティと経常ロイヤルティとを混合した方式（最低ロイヤルティ、

最高ロイヤルティ） 

 

定額ロイヤルティと経常ロイヤルティの両者を混合する方式として代表的な例が、

最低ロイヤルティ及び最高ロイヤルティを採用する方式である。これらはそれぞれ需

要者と供給者の要求条件と経常ロイヤルティの範囲に関連がある。 

 

①最低ロイヤルティ（minimum royalty） 
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経常ロイヤルティを採用した場合に、各期間に算定基準を用いて実際に算出された

結果が一定ロイヤルティの基準に至っていない場合には、その算出結果を適用せず、

予め設定した定額ロイヤルティ（最低ロイヤルティ）を支給するようにする方式であ

る。ライセンサーが、実施権者に対して独占的に実施権を与える場合に多く採用され

るロイヤルティの確保戦略の一つである。つまり、独占的に実施権を与えた韓国企業

が、その実施に積極的でなく、韓国での特許製品の製造・販売が進捗しない事態とな

った場合に、売り上げ等に比例する経常ロイヤルティでは韓国企業に何も負担が発生

しないが、最低ロイヤルティを採用しておけば、このような事態でもロイヤルティが

発生するため、韓国企業による製品の製造・販売を後押しすることができる。このよ

うな事態を考えれば、最低ロイヤルティの採用に合意できない場合には、独占的実施

権の設定は避け、状況により他の韓国企業にも並行して実施権を設定できる非独占的

な実施権とすることを、契約に明記しておくべきであろう。 

 

②最高ロイヤルティ（maximum royalty） 

ライセンシーの立場から一定基準を超えるロイヤルティについては当該超過分は支

給しないことで合意したロイヤルティを意味する。一定基準値に及ばなかった場合に

は、算定基準に基づいた実際の算出結果を支給する（経常ロイヤルティ）。 

一般的にライセンサーは最低ロイヤルティの概念を導入しようとするはずで、ライ

センシーは最高ロイヤルティの概念を主張するであろう。よって、経常ロイヤルティ

を適正に算定し、その幅を設定するにおいて最低ロイヤルティと最高ロイヤルティの

概念を同時に適用すれば、どちらか一方に偏らない合理的な技術料を算定することが

でき、双方のリスクが分担され得るであろう。 

 

（４）その他、マイルストーン（Milestone）方式 

最近、多く採用されている方式であって、マイルストーン（Milestone）は、‘道し

るべ’と言う意味の企業経営管理技法の一つである。即ち、プロジェクトの最終プロダ

クトを作るための中間目標を設定し、その中間目標を重要な下位目標に細分化しそれ

ぞれの下位目標に締切期限を割り当てたものである。最近、バイオ分野の技術移転時

に多く利用されており、ロイヤルティを技術開発段階別に支給する方式と言うことが

できる。バイオ分野においては前臨床、臨床、許可申請、製品生産など技術の開発段

階を容易に区別することができる。更に、技術の事業化及び市場価値は、同じ技術と

いえども技術開発段階別に大きく変わってしまうため、それがマイルストーン方式を

使う理由である。 
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 [マイルストーンロイヤルティ事例] 

[製薬・バイオ業界技術輸出の２つの顔] 進撃のＫバイオ？ ジャックポットを叫ぶには

… 

M社が次世代ボツリヌス毒素「I」をアメリカの製薬会社A社に技術輸出したのは、

２０１３年９月。 技術移転に対する対価は計３億６２００万ドル（約３９００億ウォ

ン）だった。その中で契約金は７００億ウォン。残りの３２００億ウォンは開発と販

売に成功した時に受ける条件付き報酬（マイルストーン）だった。言うならば、契約

金の８０％は、将来流入が不確実なお金だったわけだ。 

この契約は、当時韓国バイオ・製薬業界では最も大きな規模の技術移転だった。そ

のため市場の期待も大きかった。 M社はA社からマイルストーンとして２０１４年第

１四半期に約１５０億ウォンを受け取った。多くの証券会社アナリストは、 A社が２

０１５年第４四半期にグローバル臨床第３相に入るだろうと予想した。２０１８年に

肌の美容「I」、２０１９年には治療用「I」を商用化するだろうと述べた。２０１５

年第４四半期に受け取るマイルストーンだけで２５０億～３００億になるだろうとい

うのに、異見を提示する人はいなかった。商用化以降に、お金はさらに入ってくると

した。一定の販売目標を達成した場合、受けるマイルストーンのおかげである。 

これだけではない。技術移転の対価には抜けているものがある。発売以降の売上げ

に比例して受け取ることになるロイヤルティ（売上高の１０％）である。このような

未来のキャッシュフローが全て「I」の価値評価に反映された。その後の結果は、どう

なっただろうか。 

 残念ながら、 M社は２０１４年第１四半期以降、マイルストーンを受け取れなかっ

た。 A社が「I」臨床を進行しなかったためだ。幸いなことは、昨年１１月 A社がグ

ローバル臨床第３相の進行に着手したという事実である。専門家らは、２０２０年臨

床第３相が終われば、２０２２年からアメリカ市場で「I」が販売されるだろうと見て

いる。当初の予想から４年も遅くなった。もちろん、これも臨床第３相に成功する場

合の話だ。 

  M社がこれまでA社から受け取ったお金は８５０億ウォンである。２０１４年２７

０億ウォン（確定契約金＋マイルストーン）が流入し、その後２０１５～２０１８年

まで毎年１００億ウォン前後が売上げに寄与した。明らかに少ない金額ではない。売

上げ増加で会社の価値は上がり、流入したキャッシュは会社の成長に寄与した。残っ

たマイルストーンとロイヤルティに対する期待も相変わらず残っている。しかし、当

初期待していた成績表と大きな差が発生したこともまた事実である。（後略） 

（新聞記事．２０１９．０１．２１付 Jマガジン） 
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（５）韓国における技術対価支給方式の現状 

 

２０１７年特許庁傘下の韓国知識財産研究院の知的財産紛争現況調査研究によれば、

韓国ではロイヤルティの受取方式として、経常ロイヤルティの形態が最も高い比重

（８３．８％）を占めて一般的に使用されていることが分かり、定額ロイヤルティの

形態は１６．２％を示して相対的に少なく使用されていることが分かる。具体的な契

約者類型別の実施料の類型は、次の表の通りである。 

［表３－５］契約者類型別の実施料の類型 

区分 事例数 経常ロイヤルティ 

（%） 

定額ロイヤルティ 

（%） 

全体 948 83.8 16.2 

実施権者 

類型 

大企業 10 50.0 50.0 

中堅企業 18 66.7 33.3 

中小企業 920 84.3 15.7 

特許権者 

類型 

大企業 36 100.0 0.0 

中堅企業 40 85.0 15.0 

中小企業 545 84.8 15.2 

大学、 公共研究 136 75.7 24.3 

個人 182 82.4 17.6 

海外企業 9 88.9 11.1 

 

３．ロイヤルティ金額の算定方法 

 

３－１．ロイヤルティ率の算定に関する各種の手法 

 

（１）商取引慣行方法（Rules of thumb） 

 

①意義 

商取引慣行方法は、技術取引のみならず全ての取引において一般的に使われる。例

えば、ロイヤルティの設定及び決定方式において２５％方式が慣行的に使われる。こ

れは、該当技術を使用して得ることができる期待利益の２５％をロイヤルティに設定

する方法で、言い換えれば、利益に対して実施権者に７５％、特許権者に２５％程度

の配分が適切とすることである。 
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[２５％の適用例] 

例）１００ウォンの商品に２０％マージン（税引前）がある場合 

２５％法則によって２０％マージンには５ウォンのロイヤルティが含まれるものと

推定され、貸し出しなど他の要素がなければ、１００ウォンの商品には５ウォンのロ

イヤルティが含まれていることになる。 

従って、５ウォン／１００ウォン＝５％になり、ロイヤルティ率は５％になる。 

 

②長所・短所及び利用現状 

この方式は、非常に簡単で事業初期に概略的な価値推定が必要なときには有用だが、

正確度が落ちるという短所がある。しかし、このような問題にもかかわらず、技術使

用に対する対価の概念に忠実且つ論理的で、使用上の便利さのため実務的には多く使

われている。 

 

③その他 

ロイヤルティの設定に使用することができる商取引慣行は２５％方法のみならず、

当該業界または各技術類型でよく使用されたり、繰り返された結果から算出された慣

行的規則があれば、それも当然、商取引慣行になりえるだろう。例えば、国公立研究

機関が保有技術を企業にライセンスする場合、純売上高の２％を提示しこれによって

契約を行い、このような規則が少なくとも国公立研究機関と一般企業とのライセンス

契約において繰り返し使われ、広く認められたら、純売上高概念の曖昧性などいくつ

かの問題があってもこれは類似する技術ライセンス取引の商取引慣行になるわけであ

る。 

 

（２）業界標準方法（Industry norms） 

 

①意義 

この方法は、市場調査を通じて取引事例を収集し算出した業種別平均ロイヤルティ

率に基づいた算定方式である。市場接近方法とも言う。 

 

②長所・短所及び利用現状 

この方式を利用するためには類似の市場が必ず存在しなければならないが、新しい

技術の場合など、基準となりそうな過去の資料がなければ適用が難しい。このような

業界標準方法も商取引慣行法と同様に問題点が少なくない。一般的に技術取引の主要

条項が露出しないため風説に依るところが大きく、個別技術に対する純利益、市場性

などのロイヤルティの決定要因が考慮されないため直接適用するには無理がある。 

しかし、該当業界のロイヤルティ資料と情報を充分に手に入れることができれば該
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当技術のロイヤルティを定めるのに有効であり、このような便利性及び補完性のため

に設定されたロイヤルティを検証または確信するのに実務的によく使われる。 

 

③業種別ロイヤルティ率資料 

業界標準実施料率に関する出版物には les Nouvelles（Published by the Licensing 

Executive Society）、The Journal of the Association of University Technology 

Managers などがある。 

 以下、２０１７年特許庁傘下の韓国知識財産研究院の知的財産紛争現況調査研究の 

韓国内の技術類型別平均ロイヤルティ率の資料を紹介すれば次のようになる。  

［表３－６］技術類型別平均ロイヤルティ率 

区分 事例数 ロイヤルティ率平均（%） 

全体 774 5.5 

機械 92 5.2 

建設、交通 385 5.6 

医療 13 4.4 

医薬 17 3.5 

材料、金属、資源 61 5.5 

電気、電子 63 3.3 

情報、通信 36 3.7 

基礎科学 7 6.9 

エネルギー、資源、原子力 12 5.2 

生命工学、農林 20 5.2 

化学、化学工程 22 6.4 

環境 64 8.5 

家庭 6 3.3 

海洋、航空 24 9.0 

 

その他、業種別ロイヤルティ率に対する他の資料では次のようになる。 

 

［表３－７］業種別平均ロイヤルティ率 

区分 事例数 ロイヤルティ率平

均（%） 

全体 774 5.5 

電気·ガス·蒸気·水道事業 6 3.7 

下水·廃棄物処理·原料再生·環境復元業 26 7.0 
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建設業 352 6.2 

卸売·小売業 35 3.2 

出版·映像·放送通信·情報サービス業 14 5.0 

専門科学·技術サービス業 24 3.2 

事業施設管理·事業支援サービス業 6 4.0 

食料品製造業 9 8.1 

繊維製品製造業 5 2.4 

木材·木製製品製造業 10 6.9 

化学物質·化学製品製造業 15 5.8 

医療用物質·医薬品製造業 18 5.0 

ゴム·プラスチック製品製造業 5 4.7 

非金属鉱物製品製造業 20 5.3 

金属加工製品製造業 33 6.4 

電子部品·コンピューター·映像·音響·通信装備製造業   23 4.2 

医療·精密·光学機器·時計製造業 7 3.2 

電気装備製造業 38 3.0 

その他機械·装備製造業 47 5.6 

その他運送装備製造業 6 7.7 

器具製造業 12 1.8 

その他製品製造業 54 5.1 

 

実施料率の分布は次の通り調査された。 

 

［表３－８］実施料率の分布 

実施料率 事例（%） 

20%以上 2.8 

15~20%未満 1.3 

10~15%未満 15.6 

5~10%未満 28.2 

3~5%未満 26.5 

3%未満 25.6 

 

④業界標準方法による実施料算定手続き 

（ⅰ）基本額の決定 

ロイヤルティ率対象の基準となる基本額を定める。一般的に売上高が基本額となる。 
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（ⅱ）ロイヤルティ率の基準率を決定 

一般的に平均ロイヤルティ率を評価対象特許の基準率とする。上記の資料などを利

用することができる。 

（ⅲ）特許権の利用率算定 

特許権が対象製品にどのくらい利用されているかを調査し、ロイヤルティ率の算定

に反映させる。例えば、販売額が分かる対象製品は‘自動車’であるがライセンスさ

れた特許は‘自動車のエンジン’に関するもので、自動車のエンジンに関するこの特

許が該当自動車の販売額に寄与する程度が７０％ならば、利用率は７０％と算定され

る。ただし、特許が対象製品の一部に利用されている場合でも、対象製品全体に及ぼ

すその特許の効果が絶対的ならば利用率が１００％になり得るだろう。 

（ⅳ）増減率の反映 

評価対象特許の個別特性を反映するためのものである。基準率である業種平均ロイ

ヤルティ率に個別特許が持つ特性を反映して基準率を調整する必要がある。調整は実

施価値に影響を及ぼす主要評価項目を選定した後、評点評価法を使用する。例えば下

の［表３－９］では、５つの評価項目各々に対して１～３の間の加重値を割り当て各

評価項目に対して１～５の間の評価点数を付与し、加重値と点数を乗じたものを加重

値として決定し最終的に１．１７（１１７％）という増減率が導き出された。このと

き平均点数３６はすべての項目の評価点数を３点（平均点）とした時の加重値の合計

である。 

 

［表３－９］評点評価項目の適用事例 

評価項目 加重値（１～３） 点数（１～５） 加重値 

１．市場規模 ２ ４ ８ 

２．製品利益率 ３ ５ １５ 

３．IP幅4（Breadth） ３ ３ ９ 

４．開発段階 ３ ２ ６ 

５．市場環境 １ ４ ４ 

合計   ４２ 

比率 ４２／３６（平均点数）＝ １．１７（四捨五入） 

 

（ⅴ）評価対象特許のロイヤルティ率の算定 

ロイヤルティ率 ＝ 業種平均ロイヤルティ率（%）× 利用率（%）× 増減率（%）

＝ % 

 

                                            
4 対象技術が、知的財産権(Intellectual Property)によって保護されていたり、この権利を回避できる可能性が低い、

又はある１つの技術に多数の特許権等が存在する場合、これを反映させるための評価項目の内の１つ。 
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（３）開発費用に基いた方法（費用接近法） 

 

①意義 

この方法は、該当技術の開発に投入した費用に基いてロイヤルティを設定するもの

であって、技術の価値に関係なく開発に投入された費用で対価の大きさを決めること

から「費用接近法」とも言う。開発に投入した費用には、Ｒ＆Ｄにかかった費用、着

想の具体化にかかった費用、特許出願と登録過程において発生した費用などが含まれ

る。 

 

②長所・短所及び利用現状 

この方法は、特許の価値を簡単に評価することができる長所があるが、特許技術の

価値と特許取得費用とはあまり係わり合いがないという問題がある。 

ただ、ライセンサー（技術提供者）の立場において交渉のために設定するロイヤリ

ティの最低水準を判断するのに有効で、ライセンシー（技術導入者）の立場において

も交渉戦略樹立の次元でライセンスや購入の代りに当該技術を自主的に開発すること

が有利なのかなどを決定するのに役立つであろう。しかし、技術の開発費用が技術取

引時のライセンサーの観点においては、最低販売価格（a floor on the seller's sales 

price）に設定できる一方、技術導入者の立場においては最大購入価格（a ceiling on 

the buyer's purchase price）となる場合がよく発生する。言い換えれば、技術の陳腐

化の要因によって技術購買者は開発費用を上回る価格で購買しない傾向がある。 

この方法は、公共研究機関、大学など非営利団体が技術を民間企業に移転する際、

開発費用の収益者負担の観点からよく適用される。 

 

（４）収益接近法 

市場と売上げに対する正確な分析を基にその収益の一定比率を基準としてロイヤル

ティを算定する方式である。ライセンス契約期間の間の該当技術の未来価値を推定し、

現在の価値に換算するために割引キャッシュフロー法（DCF）が代表的に利用される。  

該当技術の換算された現在価値を推定できるならば、契約期間中にどのような方式

でロイヤルティを徴収することがライセンサーに有利なのかを決めることができる。

例えば、契約期間が１０年で該当技術の換算された現在価値が１００万ドルと推定さ

れたが、ライセンシーが要求する毎年純利益の２％の経常ロイヤリティでは契約期間

が１０年の間に合計９０万ドルのロイヤリティ収入しかないという結論であれば、ラ

イセンサーとしてはロイヤルティ率を３％以上に調整するなどの措置を取ることがで

きるようになる。 

ただし、収益接近法を利用するためには、該当技術の未来価値を推定するための市

場環境と将来の収益構造などに対する正確な情報がなければならないが、これに対す
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る両当事者間の合意が容易ではないという問題点がある。 

 

３－２．ロイヤリティ算定交渉 

 

ロイヤリティ算定交渉では、その技術が実施、使用されることによってもたらされ

るであろう利益（「期待利益」）の程度にあうように、交渉可能な領域の範囲を推定

し設定した後、様々な主要要素を考慮して決定していくことが一般的である。高い利

益をもたらすと期待、予測される技術は、ライセンサーが当然高い価格を提示するは

ずで、又、ライセンシーも高い利益に比例し相応するロイヤリティを支払う意思を持

つことになる。一方で、当該技術が別段利益をもたらさないと予想されれば、両当事

者のいずれも価格提示領域または交渉可能領域を下方修正するであろう。 

このように、ロイヤルティは、期待利益を主要なファクターとして決定されるので、

期待利益の推定や評価に影響を与え得る要素は結局、ロイヤルティの決定に重要な要

素となる。 

期待利益の額を算定することはとても難しいが、これは契約製品の市場状況、販売

予想のみならず、それ以外の多くの不確定要素（例えば、許諾特許が基本特許なのか

改良特許なのか、許諾特許の完成度、許諾特許に将来の改良技術を含むか否か、許諾

実施権が独占権なのか非独占権なのか、契約期間、類似技術の存否など）を考慮しな

ければならないためである。 

従って、ロイヤルティは、このような多くの不確定要素を評価しながら予想利益額

を定め、これを多様な実施料方式に適用させ、実施料率を算出した後、最後に算出さ

れた料率と業種別、技術別または機種別にそれぞれ確立されている従来の料率を基準

にして当事者間の交渉によって決めることが通常である。 

 

［表３－１０］期待利益額の推定時に考慮される要素 

基本的要素 
① 契約製品の市場状況 

② 契約製品の販売予想 

不確定要素 

① 許諾特許が基本特許なのか、応用または改良特許なのか 

② 許諾特許の完成度 

③ 許諾特許が将来の改良技術も含んでいるのか 

④ ライセンスが独占的なのか、非独占的なのか 

⑤ 許諾地域の範囲 

⑥ 契約期間 

⑦ 類似技術の存否あるいは出現可能性 

 

更に、期待利益の推定時に考慮すべき事項をライセンサーとライセンシーの立場か
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らそれぞれ示すと次の通りである。 

 

［表３－１１］当事者の立場による考慮すべき事項 

技術提供者の立場 技術導入者の立場 

●研究開発に要した費用の考慮 

●産業財産権のコストを反映 

－産業財産権登録、権利維持、防御な

どに必要な各種費用 

●ライセンス費用の勘案 

－ライセンシー探索費用、ライセンス

取引推進に必要な各種費用 

●その他、間接的影響及び機会費用 

●推定売上高 

－契約製品の市場性、展望など考慮 

●期待利益の推定 

－寿命周期、市場規模、競合関係、原

価構造などを考慮 

●自社研究開発との比較 

－自社で研究開発した場合の費用、市

場参入に要する時間などを考慮 

●その他、間接的な影響要因 

 

３－３．売上高連動経常ロイヤルティの算定 

 

以下では、経常ロイヤルティの算定において最も多く使用される、売上高によって

連動するロイヤルティ（以下、‘売上高ロイヤルティ’という）について詳しく説明する。 

 

（１）算定方法 

売上高ロイヤルティは、対象物の売上高に料率を乗じたものである。乗じたもの、

即ち、“対象物の販売価格”をロイヤルティ算定の基礎とする。 

 

売上高（販売額）ロイヤルティ = 対象物の売上高 × 料率 

 

一方、純売上高（net sales price: NSP）の概念は、当事者が合意するところによる。

純売上高を決定及び算出するためには売上げ総額から控除項目の金額を引く形式を取

る。 

 

純売上高（NSP）= 総売上高 － 控除項目金額 

 

控除項目は主に、技術使用の価値と直接的関連性のない販売管理費、及び実施許諾

者からの部品購買などである。控除項目は当事者が合意して定める。控除項目は製品

の種類、業界の慣行、当事者の政策などによって異なるが、一般的に、包装費、輸送

費、保険料、倉庫保管料、代理店手数料、物品税、関税、現金割引、設置料などがあ

る。 



 

 

118 

 

 

国内技術導入申告受理指針によれば、純売上高算出時に適用できる控除項目は、①

販売割引（ sales discount）、②販売戻入（ sales returned）、③販売間接税 

（indirect taxes on sales）、④販売関連保険料（insurance premiums on sales）、

⑤包装費（packing expenses on sales）、⑥運搬費（transport expenses on sales）、

⑦販売手数料（sales commissions）、⑧広告宣伝費 （advertisement expenses）、

⑨設置費（installation expenses）、⑩技術提供者から購買する部品、原資材などの

購入価格及び付帯費用（CIF Price、customs duties and other import expenses of 

parts、components and materials purchased from licensor）などから構成される。 

 

総販売価格を実施料算定の基礎とすれば、許諾特許の実施効果と無関係な諸経費に

ついても実施料を賦課するようになる問題はあるが、諸経費をいちいち計算する手間

が省かれる。一方、純販売価格を実施料算定の基礎とすれば、その反対となる。従っ

て、これを折衝するために、実務上としては、正札価格、総販売価格などの８０%の

相当額を実施料算定の基礎とする場合がある。 

 

（２）対象物 

ロイヤルティ支払いの対象物は“契約製品”である。対象物は、容易に把握するこ

とができる物を選択することが計算上便利である。合理的な理由なく許諾特許と全く

無関係な物や、または許諾特許が部品に関するものである場合、当該部品を含む製品

（組立品）を対象物として選択することは妥当ではない。それは、許諾特許を使わな

い製品または製品部分についても実施料を課すことになるためである。特に、特許製

品の競争品も対象物に含ませる場合があるが、この場合は、韓国の公正取引法（正式

名称：独占規制および公正取引に関する法律）（第３編第４章を参照）上の不公正取

引行為に該当するおそれがあるので注意しなければならない。 

 

（３）販売価格 

販売価格には正札価格、総販売価格、請求書価格、工場引渡価格、小売価格、卸値価

格、純販売価格などがある。ここで純販売価格とは総販売価格から一定の経費を控除した

残額を言う。 

 

（４）実施料の算定基礎の決定に影響を与える要素 

次のような場合には、実施料の算定基礎を決める際、これを考慮する。 

① 実施権者が、実施権許諾者または実施権許諾者が指定する者から購入した原材料、

部品などを使用して契約製品を製造した場合には、当該原材料などを使って製造し

た契約製品に対する実施料の支払いを免除したり当該契約製品の販売価格から原材
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料などの購入価格を控除した残額を実施料算定の基礎にする場合がある。これは、

ライセンサーが原材料などの供給によって既に販売利益を取得しているためである。 

② 実施権者が契約製品を試験用、パイロットプラント用または市場開発用に使う場合

には、このような契約製品に対して実施料を免除または軽減する場合がある。 

③ 実施権者がその子会社、関係会社などに契約製品を販売する場合には、子会社など

については、市価より低い価格で販売することができるので、これを実施料算定の

基礎とすればライセンサーにとって不利である。よって、このような場合には、

（ⅰ）子会社などの再販売価格、（ⅱ）実施権者と無関係な第三者に販売した価格、

（ⅲ）実施権許諾者が指定した価格、（ⅳ）当事者が合意した価格、などの中から

一つを実施料算定の基礎とする場合が多い。 

④ 実施権者が契約製品を自らが使ったりまたは第三者に無償譲渡、無償貸与した場合

には、このような契約製品に対して、（ⅰ）子会社などの再販売価格、（ⅱ）実施

権者と無関係な第三者に販売した価格または（ⅲ）公正市場価格（契約製品と同等

な製品について成立する通常の市場価格）、のいずれか一つを実施料算定の基礎と

して選択する場合が多い。 

⑤ 既に実施料を支払った契約製品に対して売買契約が解約された場合には、実施権者

は当該契約製品に対して既に支払った実施料額を後で支払わなければならない実施

料額から控除することができることを規定する場合が多い。 

 

（５）実施料の発生時期 

実施料の発生時期について明確に規定することが望ましい。販売額実施料の発生時

期は各当事者の利害得失、点検事項、関連規定の内容によって異なるが、①製品の販

売契約締結日、②製品の所有権移転日、③製品の引渡日、④製品の検収日、⑤製品の

設置完了日、⑥代金の請求日、⑦代金の受領日、の中から選択される。 

実施料の発生時期に対して何らの規定もない場合には、製品の引渡日または設置完

了日を実施料の発生時期と解釈することが妥当である。これは、製品の販売契約締結

日を実施料発生時期と解釈すれば、実施権者が顧客の発注に応じて契約製品を製造し

た場合に、いまだ当該製品の製造が完了していないにもかかわらず、既に実施料が発

生することになってしまい、更に製品の所有権移転日、検収日、代金請求日、代金受

領日などを実施料の発生時期として解釈すれば、実施権者またはその顧客の意思によ

って実施料発生時期が左右されることになり衡平の観念に反するためである。 

併せて、輸出の場合には港から製品を本船に引き渡す日、自己使用の場合には製品

の使用を実際に開始した日、無償譲渡の場合には上記の列挙した日（但し、代金請求

日、代金受領日は除く）の中から一つを実施料の発生時期とすることが一般的である。 
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[関連韓国新聞記事１] 

L社、薬物複合体（ADC）基本技術移転契約...４,９６３億ウォン規模 

L社は、イギリスに位置したADC研究発展専門会社であるI社に４９６３億ウォン

（４億７２５万ドル）規模で技術移転契約を締結したことを、１４日明らかにした。 

契約金は開発/許可/商業化など段階別に受領予定だと述べた。 L社は、今回の契約

が具体的にL社のADCプラットフォーム技術である‘C’の中で、リンカーとトキシン

についての技術移転だと説明した。 

また、契約締結日は２０２０年４月１４日で、契約期間はロイヤリティ期間満了日

までとし、 L社のADC Platform特許の最後の満了期限または最初の販売後１０年の

うち、最後の日、許可あるいは市場独占件の満了までだと説明した。 L社は、２００

６年設立された医薬化学（Medicinal Chemistry）を基盤にグローバル新薬Ｒ＆Ｄに

注力している研究中心型の製薬会社である。 

（新聞記事、S新聞 ２０２０．０４．１５） 

 

４．ロイヤルティと技術保証範囲の交渉目標 

 

４－１．経常ロイヤルティの交渉目標値の設定 

   

ライセンサーの立場から様々な方法で適正な経常ロイヤルティを予め推定した後に、

若干の余裕を加えて交渉の目標値を決める。また、一般的に技術価値評価の中で費用

接近法による算出額は他の方法で算出された金額に比べて低いために、費用接近法に

よって算出された金額を交渉の最小目標値とし、残りの方法によるロイヤルティの算

定においても、算定に必要な各種パラメーターを調節しながら適切なロイヤルティを

様々な角度から推定してみることも良いだろう。 

ライセンサーは、自らが調査、分析及び設定した経常ロイヤリティの方式と、適用

料率をライセンシーに先に提示することによって、自社が先に提供した条件の枠組み

の中で交渉を進めることが有利である。 

例えば、純利益配分方式（契約期間の間の純利益を技術の寄与度によって配分する

方式。利益接近法など）の場合なら、次の［表３－１２］のような方式で自己シミュ

レーションを行い経常ロイヤリティを算定しておき、ライセンス交渉では、こうした

算定根拠を示して相手方との検討を進めることもできる。 

 

［表３－１２］経常ロイヤリティの算定シュミレーション例（千ＵＳ＄） 

順番 設定手続き概要 資料入手及び加工方法 シュミレーション例 

１ 契約地域の契約期

間全体の市場規模

⚫ 自社調査または外部専門機関を

活用して市場規模を推定する 

100,000 
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を把握する 

２ ライセンシーの契

約期間中のマーケ

ットーシェアを予

測する 

⚫ ライセンシーから基礎資料を受

けて分析、加工する 

⚫ 価格競争力、マーケティング能

力などを勘案して契約期間の間

の平均マーケットシェアを推定

する 

20% 

３ ライセンシーの契

約期間中の予想売

上高を推定する 

⚫ 契約地域の市場規模にマーケッ

トシェアを乗じて求める 

20,000 

４ ライセンシーの契

約製品税引き前純

利益を推定する 

⚫ ライセンシーの損益構造把握 

⚫ ライセンシーの立場で推定損益

計算書作成（ライセンシーのサ

ポート必要） 

⚫ 税引き前純利益規模の推定 

2,000 

５ 税引き前純利益を

純利益創出寄与度

によって配分する 

⚫ 技術の純利益への寄与度を推定

する（当該純利益を創出するの

に技術という経営資源が貢献し

た割合を推定する） 

⚫ 一般的に３分法、４分法を適用

する（３分法：技術の寄与度が

３分の１という意味） 

500(4分法を適用した

場合) 

６ 予定している経常

ロイヤリティ算出

方式に合わせて経

常ロイヤリティを

設定する 

⚫ 総売上高方式  2.5%(500/20,000*100) 

⚫ 純売上高方式 (純売上高方式によっ

て異なる)（2.5+α）% 

⚫ 単位当たりの定額方式 25US$/EA（契約製品

単価をUS$1,000と仮

定） 

 

４－２．技術保証範囲に対する交渉目標値の設定 

 

ライセンシーとしては導入する技術が第三者の特許などを侵害しないという点の保

証を受けたいところだが、このような要求にライセンサーが全面的に応じることは非

常に不利である。従って、ライセンサーとしては、“契約技術が第三者所有の特許を侵

害しないことを保証しない”といった上限目標値から、“契約技術が第三者所有の特許

を侵害しないことを保証するが、当該保証の責任限度は侵害問題が実際に発生した場
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合、防御のための技術的支援に限定され一切の金銭的損害賠償などは全面的にライセ

ンシーが責任を負う”といった中間目標値、そして“第三者の特許侵害による金銭的賠

償はその時まで支払われたロイヤリティの５０％に制限する”といった下限目標値な

どを明確にしておいて交渉に臨むことが望ましい。 

 

４－３．ライセンサーとライセンシーの一般的な立場 

 

ライセンサーとライセンシーの立場がまったく反対の立場であるため、どのような

交渉戦略を立てて交渉テーブルでイニシアチブを持って交渉に臨むのかが重要である。 

ライセンサーの立場においては 

 

⚫ 技術の価値すなわち相手が技術導入によってどのような恩恵を受けることが

できるのかという点 

⚫ 提示するロイヤリティまたは料率が該当技術の価値に符合するよう合理的に

決定されたものなのかという点 

 

などを強調しなければならず、ライセンシーの立場においては 

 

⚫ 該当技術に対する知的財産権の権利が確保されているか 

⚫ 競合企業の技術と差別化されているか 

⚫ 即商品化が可能な技術か 

 

などについて調査しその結果を移転条件の交渉に活用しなければならない。 

 

移転対象技術に対する検討のためには、ある程度技術を露出しなければならないの

で、必ず予め秘密保持契約を締結して技術説明資料を提供しなければならない。 

 

移転条件の交渉は重要な条件を優先的に進行させるが、容易にアクセスできること

から合意を導き出すことが良い。ただ、重要な条件についてはロイヤリティと連携さ

せて相互間の比較分析を遂行する必要がある。韓国企業は、ロイヤリティを減額する

ことに非常に執着するあまり、残りの他の移転条件についてライセンサーの要求に簡

単に同意する傾向がある。しかし、ライセンシーの立場においてはロイヤリティ（前

払金または料率）をどれくらい減額するのかよりも、より重大な損失をもたらす可能

性のある条件、例えば、紛争処理方法などを軽く取り扱ってはいけないことに留意し

なければならない。ライセンサーであれライセンシー側であれロイヤリティの増減と

そのほかの条件を連携して調整することができる交渉力を育てなければならない。 
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４－４．ロイヤルティ決定のための交渉要領 

 

ロイヤルティの決定は、ライセンス契約の実務において最も複雑であり当事者双方

に重要な意味を持つ。 

ロイヤルティは、契約自由の原則によって交渉過程における当事者の合意で決定す

る。このような交渉過程においてライセンサーとライセンシーとは、各自の立場にお

いて有利なロイヤルティを得るために多様な根拠をあげるであろう。例えば、ロイヤ

ルティ率を決めるとき、ライセンサーは、該当特許などの知的財産を得るまでにどれ

だけ多くの投資が必要であったのかを根拠としてロイヤルティ率を高めるはずであり、

ライセンシーはそのような種類の投資は“埋没費用”であると反駁し、リスクを甘受

して収益が生ずる前に投資しなければならないという点を根拠としてロイヤルティ率

を低めにしようとするはずである。 

ロイヤルティ交渉の要領または手続きをおおよそ整理すれば次のようになる。 

 

［表３－１３］ロイヤルティの交渉要領 

① 交渉可能な上限線と下限線を予め決める。 

② 他の項目に先立ち優先的に交渉するかまたは最後にするのかを予め決める。 

③ 算出公式を変えてみる。 

④ 算出対象を調整してみる（契約製品の対象と範囲など）。 

⑤ 最低ロイヤルティ、最高ロイヤルティなどの条件を提示して見る。 

⑥ 説得可能な資料を最大限動員する（自主開発費及び推定利益に基づく適性ロイヤ

ルティ提案資料、その他各種信頼性のある資料）。 

⑦ 営業と技術を分離してみる（交渉相手の技術陣と営業部門を分離する戦略）。 

⑧ 分配対象である利益の大きさを調整してみる（付随的な取引条件）。 

⑨ 契約期間を弾力的に調整してみる。 

⑩ 前払金（Initial fee）と経常ロイヤルティ間の分配割合を修正提示してみる。 

⑪ ライセンス条件を調整して提示してみる（独占または非独占、契約地域、再実施

権など）。 

⑫ 特許、ノウハウなどの存続期間、無効可能性及び第三者所有の産業財産権の侵害

可能性をロイヤルティ水準と連携させてみる。 

⑬ 契約期間の経過または技術の陳腐化に合わせてロイヤルティ率を調節する案を提

示してみる。 

⑭ 改良技術の相互交換及びクロスライセンスなどとの連携戦略を検討してみる。 

⑮ その他のライセンス条件を譲歩してロイヤルティ水準を貫いてみる。 
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第３章 ロイヤルティと税金の問題 

 

 

１．概要 

 

国際ライセンス契約の締結時、ライセンシーがライセンサーに納付するロイヤルテ

ィは税金を含まない額をいう。これは租税制度が各国家ごとに違うためであり、ライ

センシーの国家の税法により該当ロイヤルティに対する税金が定まることになる。 

一般的に、特許、技術などの使用対価による所得が事業者登録を有する事業者間で

取り引きされる場合は、総合課税対象者どうしの取り引きなので一般的な物や用役の

取り引きと同様に税金計算書をやりとりして取り引きを行い、ロイヤルティを支給す

るライセンシー側では契約上の金額をそのままを支給すれば何の問題もない。 

しかし、事業者登録がないため総合課税をしないで個別分離課税をすることになる

一般個人や、韓国内に税籍のない日本企業などがロイヤルティ所得を得た場合には、

ライセンシー（例えば韓国企業）がロイヤルティを支払う際、韓国税法の定めるとこ

ろにより関連する税金が源泉徴収（withholding tax）される。このような税金を誰の

負担とするのかによって、実質的なロイヤルティの金額が変わることになる。 

一方、国家間の二重租税防止条約が締結されている場合には、韓国の技術導入者が

納付した税金領収書を受け、韓国税務署に提出すればこの金額分だけ税金減免恩恵を

受ける。韓国と日本は１９７０年代にすでに日韓租税条約が締結されており、このよ

うな恩恵が可能である。 

日韓間の技術移転にともなうロイヤルティの課税問題に影響を与える関連法として

は、“日韓租税条約”、 “国際租税調整に関する法律第２９条”等がある。以下にお

いては、これら関連法について説明する。 

 

２．日韓租税条約（Tax Treaty） 

 

（１）租税条約の概念 

租税条約とは通常、“所得および資本に対する国際的二重課税を防止するために国

家間に文書によって締結された明示的な合意”を意味する。その公式名称としては一

般的に“所得および資本に関する租税の二重課税回避および脱税防止のための協約

（Convention for the avoidance of double taxation and the prevention of fiscal 

evasion with respect to taxes on income and capital）”という名称が多く使われて

いるが、実務上では租税条約（tax treaty）、租税協約（tax convention）等と使われ
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ている。ただし、韓国は資本に関する租税を持っていないので、大部分の租税条約上

の条約名称および内容から資本が除かれる。 

租税条約は２つの国家間で締結され（二国間条約、bilateral treaty）、書面の形式

になっている。 

 

（２）租税条約の適用対象 

①人的範囲 

租税条約は“両締約国の居住者”に対し適用される。即ち、租税条約は国籍に関係

なく一方の締約国の居住者または両締約国の居住者に適用される。ここで居住者とは、

個人と法人を含む概念で、各締約国の課税目的上の居住者または内国法人として取り

扱われる者をいう。 

租税条約は、両国間の条約なので第三国の居住者には適用されない。例えば、英国

法人の日本支店が韓国法人から受ける配当所得に対しては日韓租税条約は適用されず、

韓英租税条約が適用される。英国法人の日本支店は日韓租税条約上、第三国（英国）

の居住者なので日韓租税条約は適用されない。 

 

②適用対象の租税 

租税条約は“所得に関する租税”の二重課税回避のためのものであるので、租税条

約の適用対象租税は“法人税、所得税、住民税所得割など所得に対する租税”であり、

付加価値税、特別消費税などの間接税は租税条約の適用対象租税ではない。 

 

（３）主要規定 

[日韓租税条約第２条] 

１．この協約の適用対象になる租税は以下の通りである。 

イ．大韓民国の場合 

（１）所得税 

（２）法人税 

（３）所得税または法人税を課税標準とし、直接または間接的に付加される農漁村

特別税および 

（４）住民税（以下“韓国の租税”という） 

ロ. 日本の場合 

（１）所得税 

（２）法人税および 

（３）住民税（以下“日本の租税”という） 

２．この協約は更にこの協約の署名日以後、国税であれ地方税であれ本条第１項にお

いて言及した租税に追加または代替して賦課される同一か実質的に類似の租税に対
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しても適用する。両締約国の権限のある当局は自国税法の実質的な改正事項をその

ような改正後、適当な期間内に相互に通報する。 

 

[日韓租税条約第１２条] 

１．一方の締約国において発生し他方の締約国の居住者に支給される使用料に対して

は同他方の締約国において課税することができる。 

２．しかし、そのような使用料は使用料が発生する締約国においても同締約国の法に

よって課税することができる。ただし、使用料の収益的所有者が他方の締約国の

居住者の場合、そのように賦課される租税は使用料総額の１０パーセントを超過

することはできない。 

３．本条において使用される“使用料”とは、ソフトウェア・映画フィルムおよびラ

ジオとテレビ放送用フィルムやテープを含む文学的・芸術的または学術的作品に

関する著作権・特許権・商標権・意匠・新案・図面・秘密公式や工程の使用また

は使用権、産業的・商業的または学術的装備の使用または使用権、産業的・商業

的または学術的経験に関する情報の対価として受けるすべての種類の支給金およ

び船舶または航空機の裸用船の対価をいう。 

４．使用料はその支給人が一方の締約国自体や一方の締約国の地方自治体または一方

の締約国の居住者の場合、その一方の締約国において発生したものと見なされる。

しかし、使用料の支給人が一方の締約国の居住者なのかどうかに関係なく、同人

が一方の締約国内で使用料を支給する義務の発生と関連する固定事業場または固

定施設を持っていて、更に、該使用料がそのような固定事業場または固定施設に

よって負担される場合、そのような使用料は同固定事業場または固定施設が所在

する締約国において発生したものと見なされる。 

５．第１項、第２項および第４項の規定はソフトウェア、映画フィルムまたはラジオ

とテレビ放送用フィルムやテープを含む文学的・芸術的または学術的作品に対す

る著作権、特許権、商標権、意匠、新案、図面、秘密公式や工程の譲渡から発生

する収入に適用する。ただし、第１３条第３項の規定がそのような収入から取得

される利益に適用される場合は除く。 

６．第１項、第２項および第５項の規定は一方の締約国の居住者である使用料または

収入の収益的所有者が、該使用料または収入の発生する他方の締約国に所在する

固定事業場を通じてそちらで事業を遂行したり、または同他方締約国に所在する

固定施設を通じてそちらで独立的人的用役を遂行し、また同使用料または収入の

支給原因になる権利または財産が、そのような固定事業場または固定施設と実質

的に関連する場合には適用しない。そのような場合には事案によって第７条また

は第１４条の規定を適用する。 

７．支給人と収益的所有者間またはその両者とその他の人との特殊関係によって使用
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料または収入の支給額が、その支給の原因になる使用、権利または情報と関連し

てそのような特殊関係がなかったならば支給人と収益的所有者間で合意した金額

を超過する場合、この条の規定はその合意されたはずの金額に対してのみ適用す

る。そのような場合、その支給額の超過部分については、この協約の他の規定を

適切に考慮して各締約国の法によって課税する。 

 

（４）韓国国内税法との関係 

課税対象の所得該当可否の決定、制限税率の適用などにおいて租税条約が韓国内税

法に優先して適用されるが、課税方法、課税手続きなどは韓国国内税法が優先的に適

用される。大部分の租税条約は利子所得、配当所得、使用料所得に対し源泉地国家に

おいて一定税率（普通１０～１５％）を超過して課税できないように規定している

（日韓租税条約の場合には１０％）。韓国国内税法の税率が租税条約の制限税率より

低いときには韓国国内法上の税率をそのまま適用すれば良いが、韓国国内税法の税率

が租税条約の制限税率より高いときにはその制限税率まで課税することができるよう

に明示されている。（韓国の国際租税調整に関する法律第２９条）。したがって、ロ

イヤルティに対する税金問題に対しては必ず公認会計士などの専門家の意見を聞き、

今後発生する問題を未然に防止することが必要である。 

 

３．税金負担額決定の事例 

 

（１）ライセンシーが税金を負担するように合意した場合の事例 

韓国のＡ社が日本のＢ社に１００万ウォンの経常ロイヤルティを支給すると仮定し

た場合、これによる源泉徴収税額を全てＡ社が負担することに合意したとすると、Ａ

社の追加負担ロイヤルティは次のようになる。 

 

（計算例） 

当該ロイヤルティ課税標準（Ｔ） T-(0.1×T)=100万ウォン､T=111万ウォン 

源泉徴収税額 111万ウォン×0.1（10%）=11万ウォン 

日本Ｂ社に支給する金額 100万ウォン 

Ａ社の総負担金 
日本Ｂ社に支給する金額+税金負担額 

100万ウォン+11万ウォン=111万ウォン 

Ａ社の追加負担ロイヤルティ 11万ウォン 

 

（２）ライセンサーが税金を負担するように合意した場合の事例 

上の事例でＡ社がＢ社に支給する経常ロイヤルティ１００万ウォンに対する源泉徴

収税額をライセンサーであると同時にロイヤルティの受領者であるＢ社が負担するこ
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とに合意したのなら、Ａ社がＢ社に支給するロイヤルティの金額は次の通りである。 

 

（計算例） 

ロイヤルティ課税標準 100万ウォン 

適用税率 10%（日韓租税条約上の制限税率） 

支給するロイヤルティ 

= ロイヤルティ ― 源泉徴収税額 

= 100万ウォン ― （100万ウォン×0.1） 

= 100万ウォン ― 10万ウォン 

= 90万ウォン 

 

 

４．税金と関連した契約文句作成の例 

 

（例）ライセンサーは本契約の支払金に課せられるすべての税金を納付しなければ

ならない。ただし、関連法によって要求されるならばライセンシーは本契約によりラ

イセンシーが履行する支払金に賦課される税金を源泉徴収しなければならず、関連税

務当局に源泉徴収金額を直ちに納付しなければならず、ライセンシーにより支払われ

た源泉徴収税金に対しライセンサーの税金控除請求を支援するに充分足りるものとし

て、関連税務当局により発行された公式税金領収書またはその他証拠を税務当局の発

行日から３０日内にライセンサーに提出しなければならない。 
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第４章 公正取引法に関する注意事項 

 

 

１．概要 

 

ロイヤルティと関連した契約事項の内、韓国の独占規制及び公正取引に関する法律

（以下「公正取引法」）に照らして問題となり得る主要な点を挙げる。 

韓国の公正取引法は、事業者の市場支配的地位の乱用と過度な経済力の集中を防止

し、不当な共同行為および不公正取引行為を規制して公正且つ自由な競争を促進する

ことによって創意的な企業活動を助長し、消費者を保護すると共に国民経済の均衡あ

る発展を図ることを目的とする。  

韓国の公正取引法においては第３２条第２項の規定により、“知的財産権の不当な

行使に対する審査指針”（２０１９．７．９．）が告示されている。 具体的な内容は

本章の８項で解説する。 

 

実際の事例において発見されるロイヤルティ契約に関連して、公正取引法および関

連するその他の法律により問題となる主要な事例は次の通りである。 

 

① 過度に高額なロイヤルティの賦課 

② ロイヤルティ差別行為（ロイヤルティ率の差別的割引、差別的ロイヤルティ上

限制、差別的部品価格の差し引き制（Price Netting）など） 

③ 特許権消滅後のロイヤルティ支給 

④ ロイヤルティディスカウント 

⑤ ロイヤルティ算定方式が契約書に明示されずにライセンサーがロイヤルティ算

定方式を一方的に決める場合（ただし、ライセンサーがライセンシーに一定額

の最小技術料を課することは公正） 

⑥ 契約製品以外の製品に対するロイヤルティの賦課 

 

これらについて、各々詳細に説明する。  

 

２．過度に高額なロイヤルティを課する場合 

 

過度に高額なロイヤルティの徴収がライセンシーの実施を事実上不可能または困難

にする場合には公序良俗に違反するおそれがある（民法第１０３条） 
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３．ロイヤルティ差別行為 

 

多数のライセンシーにライセンスを許諾する場合にライセンシー毎に異なるロイヤ

ルティを課する場合があるが、このような行為は場合によっては不公正な取引行為

（差別取り扱い）に該当するおそれがある。更に、その結果、ライセンシー間の競争

を実質的に制限する場合には韓国公正取引法上の不当な取引制限に該当する可能性も

ある。例えば、ライセンサーが自身の部品を使ったのかどうかによってロイヤルティ

を差別的に賦課することにより、競合企業の製品の購買を制限し競合事業者を排除す

る場合のような事例を挙げることができる。 

関連法条項は他の事業者の事業活動を不当に妨害する行為（公正取引法第３条の２

第１項第３号）および不当に取引の相手方を差別して取り扱う行為（公正取引法第２

３条第１項第１号）等である。  

 

４．忠誠割引（ロイヤルティディスカウント）― 条件付きリベート5支給 

 

相手の需要量の大部分を自身から購入することを条件にリベートを提供する行為は、

いわゆる忠誠割引として、世界各国で規制されている。韓国も同様である。（後述す

るQ社事例を参照）。 

 

５．特許権消滅後のロイヤルティ賦課行為 

 

特許権消滅後にロイヤルティを賦課することは自らの取引上の地位を不当に利用し

て相手と取り引きする行為（公正取引法第２３条第１項第４号）に該当する。ただし、

ノウハウが残る場合にはそうではない。  

一方、許諾特許の一部が消滅した後に従来のロイヤルティを賦課することは、原則

的には不公正な取引行為に該当しないが、許諾特許の内、重要な特許が消滅したにも

かかわらずライセンシーに対し全くロイヤルティ減額の機会を与えず従来のロイヤル

ティの支払いを強要する行為は、場合によっては不公正な取引方法に該当するおそれ

がある。 

従って、このような事態に対処するためにはロイヤルティの減額交渉権または契約

の解止権をライセンシーに付与しておくことが望ましい。 

 

 

                                            
5 リベートは販売者が支払われた金額の一部分を購買者に払い戻す行為、及びその金額を言い、長期契約や大量契約を

した一購買者に対する特別な割引制度の一つである。 
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６．特許製品以外の製品に対するロイヤルティ賦課 

 

このような賦課行為は不公正な取引行為に該当するおそれがある。ただし、独占実

施権を許諾する場合には特許製品の競合品に対しロイヤルティを賦課しても原則的に

は不公正な取引行為に該当しないと解釈することができる。包括ロイヤルティ方式を

採用する場合や契約製品を内包した製品または契約製品を含有する組成物をロイヤル

ティ支払いの対象物とする場合には特にこれに留意する必要がある。 

 

ロイヤルティ関連不公正行為と認定された韓国での代表的事例 

 

韓国公正取引員会は、ロイヤリティに関連した不公正行為についてQ社を相手に２

回の是正命令および課徴金を賦課している。 

最初は、「公取委2009.12.30議決2009知識0329」事件で、韓国公正取引委員会はQ

社が自社のモデムチップの装着有無によって韓国の携帯電話メーカーにロイヤリティ

を差別賦課し、条件付きリベートを提供し独占を維持する不公正行為を犯したと判

断、是正命令および２７３１億ウォンの課徴金を賦課した。その後、Q社はソウル高

等法院と大法院に上訴し、大法院は、特定の携帯電話メーカーについて特定の部品に

対する条件付きリベートの提供は不公正行為ではないという趣旨で判断し、公正取引

員会は該当の判決を反映、課徴金賦課金額を２２４５億ウォンに調整した。 

次は「公取委2017.1.20議決2015シガム118」事件で、韓国公正取引員会はQ社が

１）競争モデムチップセット社の要請にもかかわらず、チップセットの製造、販売に

必須な移動通信標準必須特許についてのライセンス提供を拒絶したり、制限した行

為、２）チップセットの供給と特許ライセンス契約を連携し、チップセットの供給を

担保にFRAND確約を迂回して不当なライセンス契約の締結および履行を強制した行

為、３）携帯電話メーカーに包括的なライセンスのみを提供しながら、正当な対価の

算定手続きを経ずに一方的に定めたライセンス条件を強制する一方、携帯電話メーカ

ーの特許を自社に無償ライセンスにするなど、不当な契約を強要した行為と、４）上

の行為が有機的に結合して一つの不当な事業モデルを完成したと判断、是正命令およ

び１兆３１１億ウォンの課徴金を賦課した。その後、Q社はソウル高等法院に控訴し

たが、ソウル高等法院は１）の行為と２）の行為が違法だと認定する一方、課徴金１

兆３１１億ウォンをそのまま維持した。Q社は該当のソウル高等法院の判決に不服し

大法院に上告し、現在、大法院２０２０トゥ３１８９７号として係属中である（２０

２０．１０．基準） 
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７．独占規制および公正取引に関する法律 

 

ライセンス契約は私的自治の原則に則って特別な制約なしに自由に当事者間でその

内容を決めることができる。ただし、他の先進国家と同様に韓国においてもいずれか

一方の当事者に一方的に有利であったり不利なライセンス契約については不公正な取

引行為として規制されている。 

  従って、ライセンサーである日本企業としては自らに有利な要求条件を韓国企業に

自由に要求できるが、不公正な取引行為の要件を熟知しておくことで交渉時に要求の

限界を適切に設定することが重要である。不公正な取引行為が明らかであるにもかか

わらず該当内容によってライセンシーをさらに圧迫するようになれば韓国の公正取引

委員会による是正措置によって契約事項の廃棄といった修正がなされることもあり、

最悪の場合には契約自体が決裂することもあるからである。 

ここでは独占規制および公正取引行為に関する法律を説明し、次に知的財産権の不

当な行使に対する審査指針を説明する。 

 

７－１．概要 

 

 独占規制及び公正取引に関する法律（以下「公正取引法」）第５９条により、著作

権法、特許法、実用新案法、デザイン保護法又は商標法による権利の正当な行使と認

められる行為については、公正取引法の適用が排除される。しかし、正当な権利の行

使であると見ることのできない一定の行為については公正取引法が適用される。  

  公正取引委員会が制定した「知的財産権の不当な行使に対する審査指針」は（２０

１９．１２．１６.改正）、特許権・実用新案権・商標権・デザイン権などの知的財産

権、ノウハウ、著作権など知的財産権の第三者に対する実施・利用・使用許諾契約、

相 互 実 施 許 諾 契 約 （ Cross-Licensing ） 、 共 同 実 施 許 諾 契 約 （ Pooling-

Arrangements）及び知的財産権の譲受など知的財産権に関連した取引に対して適用

されるものである。 

 

７－２．不当な共同行為の禁止 

 

契約当事者は、他の当事者と共同で一定の取引分野において競争を実質的に制限す

る不当な共同行為を行ってはならない（公正取引法第１９条）。例えば特許ライセン

ス契約において競争関係にある独立企業間の相互競争を避けるために次のような形態

の契約や協定を締結し価格の決定・維持または変更など特許カルテルを形成すること

は、不当な共同行為として認められ、このような不当な共同行為をすることを約定す

る契約などは事業者間においては無効とみなす（公正取引法第１９条第４項）。 
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８．知的財産権の不当な行使に対する審査指針 

 

８－１．概要と適用範囲 

 

公正取引委員会が２０１９年に改正した「知的財産権の不当な行使に対する審査指

針」（以下「審査指針」）は、特許権・実用新案権・商標権・デザイン権などの知的

財産権、ノウハウ、著作権など知的財産権の第三者に対する実施・利用・使用許諾契

約、相互実施許諾契約（ Cross-Licensing ）、共同実施許諾契約（ Pooling-

Arrangements）及び知的財産権の譲受など知的財産権に関連した取引に対して適用

される。 

この指針は、知的財産権の行使に対する公正取引法適用の一般原則と具体的審査基

準を提示することで、法執行の一貫性と予測可能性を高め公正な取り引き慣行を促進

することを目的としたものである。 

知的財産権に関わる取引きが「審査指針」で特別に規定されていないとしても、

「公正取引法」第３条の２（市場支配的地位の濫用禁止）、第７条（企業結合の制

限）、第１９条（不当な共同行為の禁止）、第２３条（不公正取引行為の禁止）及び

第２９条（再販売価格維持行為の制限）規定の適用が排除されるわけではない。 

 

８－２．具体的な内容 

  

「審査指針」は, "III. 具体的判断基準"で不公正取引行の様々な類型について規定し

ている。具体的な内容は以下の通りである。 

 

1. 特許権の取得 

イ. 主要な営業部分に該当する特許権の譲り渡し 

 

主要な営業部分に該当する特許権の譲渡・譲受契約を締結したり、排他的実施許諾

契約などを通じて実質的に譲渡・譲受契約と同様の効果を発生させる場合には法第７

条【企業結合の制限】の規定を適用することができる。 

 

ロ. グラントバック（Grantback） 

  グラントバックとは、実施許諾契約を締結するにあたり、実施権者が実施許諾に関

する技術を改良する場合、改良された技術を特許権者に譲渡または実施許諾すること

をいう。グラントバックは改良技術に対する利用権を実施許諾された技術の特許権者

にのみ移転させる排他的な場合もあり、特許権者以外の他の事業者にも移転させるこ
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とができる非排他的な場合もある。このようなグラントバックは、特に非排他的な場

合、競争親和的効果を発生させることができる。即ち、特許権者に改良技術に対する

特許の取得という補償をしてあげることで初期革新を促進することができ、技術改良

に対する危険を特許権者と実施権者が共有することができ、実施許諾された技術に基

づく付加的な技術革新を可能にすることができる。 

 しかし、グランドバックは実施権者が研究開発をする誘因を減少させ関連市場での

競争を制限することができる。グランドバックが競争を制限するが、特許権の正当な

管理範囲から逸脱したのか否かを判断することにおいては、次の要素を考慮すること

ができる。 

 

（1）グランドバックが排他的なのか、非排他的なのか 

（2）排他的な場合、実施権者が改良技術に対する使用権限を保有しているのか 

（3）グランドバックの範囲が実施許諾された特許技術と関係ない部分まで含んでいる

のか 

（4）グランドバックの存続期間 

（5）グランドバックに対する実施料が無料なのか 

（6）両当事者の市場支配力の有無および両当事者が競争事業者なのか 

（7）グランドバックが研究開発の誘因に及ぼす効果 

 

２．訴訟を通じた特許権の行使 

 

特許侵害訴訟などの法的手続きは特許権者の重要な権利保証手段である。しかし、

相当な期間と費用が必要となる特許侵害訴訟は訴訟当事者に直接的な費用を発生させ

る一方、関連市場で該当する事業者の評判に影響を及ぼして莫大な事業活動の妨害効

果をもたらす可能性がある。したがって、不当に特許侵害訴訟などの法的・行政的手

続きを濫用して関連市場の公正な取り引きを阻害するおそれのある行為は特許権の正

当な権利範囲から逸脱したものと判断され得る。 

 

特に、次の場合には乱用行為と判断される可能性が高い。しかし、訴訟に対する特許

権者の期待が合理的かつ正当なものと認められる場合、事後に特許権者が敗訴となっ

たという事実だけで特許侵害訴訟濫用行為として推定されるものではない。 

イ．特許が欺瞞的に取得されたものであることを認知しながらも、欺瞞的に取得した

特許に基づいて特許侵害訴訟を提起する行為 

 

ロ．特許侵害が成り立たないという事実（該当する特許が無効という事実など）を特

許権者が認知しながらも特許侵害訴訟を提起する行為 
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ハ．特許侵害が成り立たないという事実が社会通念上、客観的に明白であるにもかか

わらず特許侵害訴訟を提起する行為 

 

[参考]特許侵害訴訟が客観的に根拠がないにもかかわらず、単に訴訟手続きを利用し

て、他の事業者の事業活動を妨害する悪質な意図で訴訟を提起する場合には、不当な

行為と判断される可能性が高い。 

 

３．実施許諾 

 

イ．実施許諾の対価 

革新的な技術開発を通じた特許取得の過程には、通常かなりの研究開発期間と費用、

投資リスクが伴う。このような特性により、特許権者は、追加の実施許諾で発生する

費用は大きくないにもかかわらず、特許取得の過程で既に支出した費用を回収するた

めに高い実施料を課す場合が多い。特許権者が成し遂げた技術成果について正当な補

償を提供し、新しい技術革新を誘導する必要があるという点では、一般的に、このよ

うな実施料の賦課行為は、特許権による正当な権利行使として見ることができる。し

かし、次のように実施許諾の対価を不当に要求する行為は、特許権の正当な権利範囲

から逸脱したものと判断することができる。 

 

（1）不当に他の事業者と共同で実施料を決定、維持または変更する行為 

（2）不当に取引相手などによって実施料を差別的に課する行為 

（3）不当に実施許諾された技術を使用していない部分まで含めて実施料を課する行為 

 

[参考]特に競争事業者の技術が使用された部分まで含めて実施料を算定することは、

競争事業者の技術の利用に伴う費用を引き上げ、その技術の需要を減少させることが

できるという点で、不当な行為と判断される可能性が高い。但し、実施数量の測定上

の限界などにより、実施料算定のためのやむを得ない方法と認められる場合には、除

外されることができる。 

 

（4）不当に特許権消滅後の期間まで含めて実施料を課する行為 

（5）実施料の算定方式を契約書に明示せずに、特許権者が実施料の算定方式を一方的

に決定または変更できるようにする行為  

 

<  例 1  >実施料の差別的賦課行為 

甲はデジタル移動通信技術関連特許を保有する事業者である。甲は、当該技術の実
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施許諾により実施料として収益を創出する一方、当該技術を利用した携帯電話で使用

されるモデムチップを直接製造および販売する。甲のデジタル移動通信技術は、通信

産業関連協会において標準技術として選定されており、甲は標準選定当時、当該技術

を合理的かつ非差別的な条件で実施許諾することを確約した。その後、甲の技術を利

用する携帯が広く利用されるようになり、甲はデジタル移動通信関連技術市場におい

て相当の市場支配的地位を占めることになった。一方、甲はモデムチップ市場に新規

参入事業者が登場すると、自社のモデムチップの利用可否によってデジタル移動通信

技術の実施料を差別的に課した。標準として選定された甲のデジタル移動通信技術の

実施が必要だった携帯電話製造業者の乙などは、甲が提供する実施料の割引を受ける

ために独自モデムチップを開発したり、甲以外の事業者からモデムチップを購入しよ

うとする試みを諦めた。結局、甲はデジタル移動通信技術市場の市場支配的地位に基

づき、モデムチップ市場での地位も維持·強化することができた。 

 

このように不当に実施料を差別的に賦課した甲の行為は、関連市場の競争を制限す

るものとして、特許権の正当な権利行使の範囲から外れたと判断できる。特に当該技

術が標準として選定され、関連業界に有力な技術として広く用いられていた点、甲が

標準技術選定時に実施料の非差別的賦課を確約した点、実施料を差別的に課した目的

が関連市場の競争制限に係る点、関連市場の競争事業者数が減少し参入障壁が強化さ

れるなど、実際に競争制限効果が生じた点等を総合的に考慮すると、同行為は特許権

の正当な権利範囲を逸脱しているものと判断できる。 

 

※ この<例示>は、指針に対する理解を助けるために国内外の主要審決事例を相当部

分加工して提示しています。 

<例示１は、前述した Q 社の事例についてのものである> 

 

ロ．実施許諾の拒絶 

革新的発明に対する正当な補償を提供し、新しい技術の開発を促進するために、特

許制度は、特許権者に該当発明の実施に対する排他的独占権を付与している。従って、

一般的に特許権者が自身の管理保障のため合理的な範囲で実施許諾を拒絶する行為は、

特許権による正当な権利行使とみることができる。しかし、次の通り実施許諾を不当

に拒絶する行為は、例外的に特許権の正当な権利範囲から逸脱したものと判断するこ

とができる。 

実施許諾の拒絶には、直接実施許諾を拒絶する場合だけでなく、第三者に実施許諾

を拒絶するようにする行為、明示的な実施許諾の拒絶だけでなく、取引が事実上また

は経済的に不可能なほど不当な価格や条件を提示して、実施許諾の拒絶と同一な効果

を発生させる行為、供給拒絶と購入拒絶、取引開始の拒絶と取引継続の拒絶が全て含
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まれる。 

 

（1）正当な理由なく自身と競争関係にある他の事業者と共同で、特定の事業者に対し

て実施許諾を拒絶する行為  

（2）不当に特定の事業者に対し、実施許諾を拒絶する行為 

 

[参考]実施許諾拒絶の意図や目的が関連市場の競争制限と関連しているか否か、実施

許諾が拒絶された技術を使用せずには商品や役務の生産、供給、または販売が事実上

不可能であって関連市場に参加することができないか、関連市場で避けられない競合

劣位状態が持続するか否か、特定の事業者が当該技術を独占的に所有または管理して

いるか否か、実施許諾が拒絶された技術の代替技術を確保することが事実上、法律上

または経済的に不可能であるか否か、実施許諾の拒絶行為により、競争制限の効果が

発生したか、または発生するおそれがあるかなどが不当性の判断時に考慮されること

ができる。 

 

（3）特許権者が賦課した不当な条件を受け入れないという理由で実施許諾を拒絶する

など、その他の不当な行為の実効性を確保するために実施許諾を拒絶する行為  

 

[参考]この指針の「III. ３.ハ.実施範囲の制限」、「ニ.実施許諾時の条件賦課」に例示

した条件などが上の不当な条件に該当することができる。 

 

ハ．実施範囲の制限 

特許権者は、正当な範囲内で実施許諾を拒絶することができるだけでなく、他の事

業者に特許発明の利用範囲を限定し部分的に実施を許諾することができる。このよう

な実施範囲の制限は、実施許諾を拒絶しようとする特許権者の技術取引を促進するこ

とができるという点で、競争親和的効果を発生させることができる。従って、一般的

に特許権者が自身の権利保障のため、合理的な範囲で実施数量、地域、期間などを制

限し実施許諾する行為は、特許権による正当な権利行使とみることができる。しかし、

次のように実施権の範囲を不当に制限する行為は、特許権の正当な権利範囲を逸脱し

たものと判断することができる。 

 

（1）実施許諾に関連した商品（以下「契約商品」）または技術（以下「契約技術」）

に関する実施数量、地域、期間などを制限しながら、特許権者と実施権者が取引数量、

取引地域、その他の取引条件に不当に合意する行為 

 

（2）不当に取引相手などによって契約商品または契約技術に関する実施数量、地域、
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期間などを差別的に制限する行為 

 

ニ．実施許諾時の条件賦課 

 

特許権者は、特許発明の利用範囲を限定し、部分的に実施を許諾する一方で、実施

権の範囲の設定と直接的に関連付けられていない他の条件を一緒に付加して、より効

率的に自身の特許権を保障されることができる。一般的に、特許権者が該当特許発明

の効果的な実現、契約商品の安全性の向上、技術の流用防止などのために、合理的な

範囲で実施許諾時の条件を課する行為は、特許権による正当な権利行使とみることが

できる。しかし、実施許諾の際に、次のように不当に条件を賦課する行為は、特許権

による正当な権利範囲を逸脱したものと判断することができる。 

実施許諾の際、特許権者が条件を賦課する行為の不当性を判断する時は、該当特許

発明と賦課された条件との関連性、即ち賦課された条件が該当特許発明の実施のため

に不可欠であるか否か、該当条件が関連技術の利用を促進するのに貢献するか否か、

該当条件に対する特許権の消尽有無などを重要に考慮しなければならない。 

一般的に、特許権者または特許権者から正当な権限を付与された者が契約商品を販

売すれば、一先ず販売された契約商品に対する特許権者の権利は、消尽すると見るこ

とができる。万一、特許権者が販売した商品の再販売と関連した条件を賦課するなど、

特許権が消尽された領域で事業活動を制限する条件を賦課するならば、これは特許権

の正当な権利範囲から逸脱した行為と判断することができる。同様に、特許権の満了

以降まで実施権者に条件を賦課する行為、該当特許権と無関係な分野についての条件

を賦課する行為も、特許権の正当な権利行使と見るのは難しい。 

 

（1）契約商品価格の制限 

正当な理由なく契約商品の販売価格または再販売価格を制限する行為 

 

（2）原材料、部品、製造設備などの購入先の制限 

不当に契約商品の生産に必要な原材料、部品、製造設備などを特許権者または特許

権者が指定する者から購入するようにする行為 

 

[参考]但し、契約製品の品質や性能などの保証のために不可欠に原料などの購入相手

を制限する場合は除外されることができる。 

 

（3）契約商品の取引相手方の制限 

 不当に実施権者が契約商品を販売（再販売）することができる取引相手方や販売

（再販売）することができない取引相手方を指定する行為 
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[参考]但し、特許権者の権利保障のための合理的範囲で契約商品の種類や実施地域、

期間等を限定して実施許諾をすることにより、不可避に契約商品の取引相手方が制限

される場合には、除外されることができる。 

 

（4）競争商品または競争技術の取引制限 

不当に契約商品を代替することができる競争商品や契約技術を代替することができ

る競争技術を取引することを制限する行為 

 

[参考]但し、競争商品または競争技術を一緒に取引することにより、特許権者の営業

秘密が競争事業者等の第三者に公開されたり漏洩する危険性を防ぐために不可避な手

段として認められ、その制限の程度が特許権者の権利保障のための最小限にとどまる

場合には、除外されることができる。 

 

（5）抱き合わせ販売 

不当に該当特許発明の実施のために直接必要でない商品や技術を一緒に購入するよ

うにする行為 

 

[参考]一つのまたは密接に関連する複数の特許を実施許諾しながら、多数の特許を一

緒に実施許諾するパッケージ実施許諾（Package Licensing）は、関連技術に対する探

索費用と特許権者との交渉費用削減、特許侵害による訴訟リスクの減少、研究開発の

ための投資の不確実性の除去などを通じ、関連市場の効率性を高める競争親和的効果

を発生させることができる。しかし、不必要な特許を一緒に購入するように強制する

ことは抱き合わせ販売に該当することができる。特に実施権者が、該当の非標準必須

特許に対する代替技術を第三者から実施を受けることを望んでいる状況で、標準必須

特許の実施許諾を条件に、不必要な非標準必須特許まで共に実施するようにする行為

は、不当な行為と判断される可能性が高い。 

 

（6） 不争義務の賦課 

無効な特許の存続などのために不当に実施権者が関連特許の効力を争うことを禁止

する行為 

[参考] 但し、該当特許権の侵害事実を特許権者に通報するようにする場合、特許関連

訴訟を代行するようにしたり、特許権者が訴訟を遂行するのに協力するようにする場

合には、除外されることができる。 

 

（7） 技術改良と研究活動の制限 
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(イ)契約商品または契約技術の改良、これに関連する研究活動を不当に制限する行為 

(ロ)契約商品または契約技術に関連し、実施権者が独自に取得した知識と経験、技術

的な成果を不当に特許権者に提供するようにする行為 

[参考]但し、契約技術などに関連し実施権者が達成した成果を特許権者が相互対等な

条件で交換したり正当な対価を支払って取得する場合、契約商品または契約技術の性

能保証や特許権者の営業秘密保護のために不可避に技術改良を制限する場合には、除

外されることができる。 

 

（8）権利消滅後の使用の制限 

特許権が消滅した後に実施権者が該当特許発明を実施することを制限する行為 

 

（9）契約解除の規定 

実施料の支払不能以外の事由で、特許権者が、適切な猶予期間を付与することなく、

一方的に契約を解除することができようにする行為 

<例 2>特許と無関係な契約締結の強要 

甲は，分水設置工法の特許を保有する事業者である。甲の特許技術は、主要公共機

関が発注した分水工事の入札で「必須利用技術」に指定されるほど、同種業界の有力

な技術として認められている。このような状況において、甲は、自らの特許技術が地

方自治体 A により発注された分水工事入札に参加するための必須条件であることを利

用し、当該分水工事入札に参加した事業者乙等に特許技術の実施を許諾する代わり

に、落札した全体工事契約（特許技術を利用した工事のみならず、これと関係のない

付帯施設の工事も含む）金額の 74%に相当する金額で、自身と再び請負契約を締結さ

せた。分水工事の入札に参加した事業者は、入札資格要件を満たすため、甲の要求し

た条件の下、実施許諾契約を締結せざるを得ず、実際に落札した事業者乙は甲の提示

した条件に従い、請負契約を締結した。  

このように実施許諾契約を締結しながら、特許とは関係のない付帯工事契約の請負

を強要した「甲」の行為は、特許権の正当な権利範囲を逸脱していると判断できる。 

 

※ この<例示>は、指針に対する理解を助けるために国内外の主要審決事例を相当部

分加工して提示しています。 

 

４．特許プールと相互実施許諾 

 

イ．特許プール（Patent Pool） 

特許プールとは、複数の特許権者がそれぞれ保有する特許を集めて相互間または第

三者に共同で実施する協定を意味する。特許プールは補完的な技術を統合的に運営す
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ることで関連技術分野に対する探索費用、複数の特許権者に対する交渉費用などを節

減し、侵害訴訟による技術利用のリスクを減少させ、関連市場の効率性の向上、技術

の利用を促進させる競争効果を発生させることができる。しかし、次のように特許プ

ールを通じた以下のような行為は、特許権の正当な権利範囲から逸脱したものと判断

され得る。  

特に、特許プールに関した権利行使の不当性を判断する際は、特許プールの構成技

術、実施形態、運営方式などを重要に考慮する。 

 

＜特許プールの構成技術＞ 

 

まず、特許プールを構成する技術が相互間で代替関係の場合には、該当する特許プー

ルに係わる権利行使を不当なものと判断する可能性が大きい。補完関係にある特許の

共同実施は取引費用を減少させ効率性の増大効果を期待できるのに対し、代替関係に

ある特許の共同実施は実施権者の費用を増加させるのみならず、競争事業者間の不当

な共同行為の可能性を増大させることがある。また、特許プールの中で共同実施に必

須ではない特許または無効である特許が含まれる場合には、該当する特許プールに係

わる権利行使を不当なものと判断する可能性が大きい。 

このような特許プールは実施権者の費用を増大させ無効である特許を不当に存続さ

せる恐れがある。 

 

＜特許プールの実施形態＞ 

特許プール関連技術の一括実施だけを許容し、各技術の独立的な実施を禁止する場

合、該当する特許プールに係わる権利行使を不当なものと判断する可能性が大きい。

このような特許プールは実施権者の選択権を制限し、費用を増加させるのみならず、

特許プールに属さず単独で実施される革新的な技術の市場価値を不当に下落させ、関

連市場で競争技術を排除する危険がある。また、特許プール構成に参加する事業者に

限って排他的に実施を許容する場合、該当する特許プールに係わる権利行使を不当な

ものと判断する可能性が大きい。このような特許プールは技術利用を過度に制限し、

特許プールに属さない競争事業者を排除することができる。 

 

＜特許プールの運営方式＞ 

一方、特許プールが特許権者から分離した専門家集団によって独立的に運営される

場合、該当する特許プールに係わる権利行使を不当でないものと判断する可能性があ

る。このような運営方式は競合企業間の情報交換による共同行為のおそれを減少させ、

関連特許に対する客観的な評価を通じて特許プール構成方式を合理化し、究極的には

特許プールによる競争効果を挙げることに寄与するためである。 
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（1）特許プール運営過程において、取り引き価格、数量、地域、相手、技術改良の制

限などの条件に不当に合意する行為 

 

（2）特許プールに参加しなかった他の事業者に対する実施を不当に拒絶したり、差別

的な条件で実施契約を締結する行為 

 

（3）特許プール運営過程において、他の事業者が独自的に取得した知識と経験、技術

的成果などを不当に共有するようにする行為 

 

[参考] 特に特許プールに含まれた技術を代替することができる他の技術に対する知識

などを共有するようにする場合、特許プールと直接係わらない技術に対する知識など

を共有するようにする場合、このような知識などの共有が特許プール外部の事業者に

排他的な場合には不当な行為と判断する可能性が大きい。 

 

（4）不当に特許プールに、無効である特許または共同実施に必須ではない特許を含ま

せて不当に一括実施を強制する行為 

 

（5）特許プールに含まれた各特許の実施料を合算した金額より顕著に高い一括実施料

を賦課して実施権者に過度な不利益を提供する行為 

 

ロ. 相互実施許諾（Cross License） 

 

相互実施許諾とは複数の特許権者がそれぞれ保有する特許に対してお互いに実施を

承諾する協定であり、特に特許紛争過程の合意手段として利用される場合が多い。こ

のような相互実施許諾は特許プールに比べて関連した事業者数が少なく、運営方式も

より少ないという組織的な特性を持つ。しかし、技術利用の促進と取り引き費用節減

などの競争効果にもかかわらず、事業者間の共同行為、第３の競合企業排除可能性な

どによって公正な取り引きを阻害するおそれのあるという点で特許プールと相当な共

通点がある。したがって、特許プールに係わるこの指針の４. イ. （1）、（2）、

（3） などの規定は、相互実施許諾を通じて関連市場の公正な取り引きを阻害するお

それのある行為なのか否かを判断するときにも準用することができる。 

 

５. 技術標準6関連特許権の行使 

                                            
6 知的財産権の不当な行使に関する審査指針でいう「標準技術」とは、政府、標準化機構、事

業者団体、同種技術保有企業群などが一定の技術分野で標準として選定した技術をいい、正常
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イ. 技術標準関連特許権行使一般 

 

技術標準は技術間互換性を高めて経済的な効率を新たに高め、関連技術の利用と開

発を促進させるという点から産業政策的にその必要性が強調されている。しかし、技

術標準は関連市場において莫大な影響力が行使できるようになり、一旦、標準として

選定された技術を他の技術に取り替えるには相当な転換費用が必要となり、このよう

な影響力は長期間持続することができる。特に、技術標準が排他的・独占的特性を持

つ特許権として保護を受ける場合には、関連市場に深刻な競争制限をもたらすことも

ある。このような問題を解決するために多くの標準化機構は技術標準選定に先立ち関

連する特許情報を予め公開するようにし、技術標準に選定される技術が特許権で保護

を受ける場合には、公正、合理的かつ非差別的な （FRAND：Fair Reasonable And 

Non-Discriminatory） 条件で実施許諾することを予め協議するようにしている。こ

のような特許情報の公開と実施条件の協議手続きは技術標準に選定された特許権の濫

用を防止するという側面でその必要性が強調され、該当する手続きの履行有無は技術

標準に係わる特許権行使の不当性を判断する際、重要な検討事項となる。 

 

一般的に技術標準選定のための協議と技術標準に係わる特許権の行使は関連技術の

利用を促進させ、効率性創出を通じて消費者への還元効果の向上に寄与することがで

きるという点で競争親和的効果を発生させることができる。しかし、次のように標準

化手続きを悪用したり、技術標準として採択後、不当な条件を提示するなどの行為は、

特許権の正当な権利範囲から逸脱したものと判断され得る。 

 

（1）技術標準選定のための協議過程で、これに係わる取り引き価格・数量、取り引き

地域、取引先、技術改良の制限などの条件に不当に合意する行為 

 

（2） 技術標準に選定される可能性を高めたり実施条件の事前交渉を回避する目的な

どで不当に自らが出願または登録した関連特許情報を公開しない行為 

 

（3）関連市場での独占力を強化したり、競争事業者を排除するために FRAND 条件

での実施許諾を不当に回避迂回する行為  

 

（4）不当に標準必須特許の実施許諾を拒絶する行為 

 

（5）不当に標準必須特許の実施条件を差別したり、非合理的な水準の実施料を賦課す

                                                                                                                                

的な競争を経て、標準のように使われる特許である「事実上標準技術」は含まれない。 
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る行為 

 

（6）標準必須特許の実施許諾をしながら実施権者が保有した関連特許権の行使を不当

に制限する条件を賦課したり、不当に実施権者が保有した非標準必須特許に対する相

互実施許諾の条件を賦課する行為 

 

< 例 3 > 技術標準化過程における特許の未公開行為 

 

甲はコンピューターの中央演算処理装置と周辺装置（ビデオ装置など）間との情報

伝達技術に係わる特許権を保有している事業者である。ビデオ電子製品関連の標準化

機構では甲が保有する特許技術を標準に選定することを考慮し、甲や乙を含む会員に

該当技術に係わる特許の存在有無を確認した。ここで甲は自身が関連特許を保有して

いないという虚偽事実を表明し、これを信頼した標準化機構では該当技術を標準に選

定した。その後、標準化機構に加入された事業者を中心に該当技術の利用者が増加

し、甲は関連技術市場の支配的地位を得るようになった。そこで甲は技術標準に対す

る特許権を主張し、過度の実施料を要求した。又、実施料支給を拒否する事業者

（乙）などを相手に特許侵害訴訟を申し立てた。相当な転換費用を要するため既に利

用していた甲の技術を他の技術に取り替えることができなかった乙などは、訴訟によ

る追加的被害を防ぐために結局、甲が要求した実施料を支払った。 

このように標準化過程で特許存在可否を虚偽に公知にしたり未公知にする行為は、

欺満的な方法で技術標準選定過程で優位を確保し競合技術を排除するおそれがある。

また、該当技術の実施料に対する実施権者の事前交渉機会を不当に喪失させ、関連事

業者の合理的な期待に比べ特許権者の過度な実施料賦課が可能となる。このように標

準化手続きを悪用して関連市場の支配力を獲得しこれを基に過度なロイヤルティを賦

課する行為は、技術利用の促進を通じて新たな効率性をつくろうとした技術標準化の

基本主旨にも反する。これは関連市場の公正な取り引きを阻害するおそれのある行為

であり、特許権の正当な権利範囲を逸脱したものと判断できる。 

 

※ この<例示>は、指針に対する理解を助けるために国内外の主要審決事例を相当部

分加工して提示しています。 

 

 

ロ. 標準必須特許権者の侵害差止請求 

  標準必須特許権者が FRAND 条件で実施許諾することを確約した場合、これは潜

在的な実施権者と実施許諾契約について FRAND 条件で誠実に交渉する義務を負うこ

とを意味し、それがまさに該当特許関連技術を使用した又は使用しようとする不特定
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第三者に該当特許について自動的に実施権を付与しなければならないことを意味する

ものではない。 

 一方、標準必須特許権者は、自身の特許権侵害を防止し、これによる損害の回復の

ために侵害差止請求権と損害賠償請求権などを行使することができる。このうち侵害

差止請求は単なる金銭的賠償ではない侵害行為に起因する商品の生産、使用、販売、

または輸入の禁止を求めるものであり、損害賠償請求より強力な権利保障の手段とな

る。 

 しかし、侵害差止請求が何の制限もなく行われるなら、標準必須特許権者が競争事

業者を市場から排除するか事業活動を妨害するために、または潜在的な実施権者に過

度の実施料を賦課するか、実施許諾時に不当な条件を賦課するために、侵害差止請求

をするパテントホールドアップ（patent hold-up）が発生するおそれがある。従って、

FRAND 条件で実施許諾することを確約した標準必須特許権者が実施許諾を受ける意

思のある潜在的な実施権者（willing licensee）に対して侵害差止請求をする行為は、

特許権の正当な権利範囲を逸脱したものであり、関連市場の競争を制限するおそれの

ある行為と判断することができる。 

 

[参考１]標準特許権者が誠実に交渉義務を履行せず、侵害差止請求をする行為は、不

当な行為と判断される可能性が高い。標準必須特許権者が誠実に交渉義務を履行した

か否かを判断するにあたっては、潜在的な実施権者に正式に交渉を提案したのか否か、

潜在的な実施権者との交渉期間が適切か、潜在的な実施権者に提示した実施許諾条件

が合理的、非差別的か、実施許諾条件に同意しない場合、裁判所や仲裁機関に付する

ことにしたのかなどを考慮することができる。 

 

[参考２] 実施許諾を受ける意思のない潜在的な実施権者（unwilling licensee）に対す

る標準必須特許権者の侵害差止請求が許容されない場合、潜在的な実施権者が誠実に

交渉をしないか、実施料の支払いを遅延または回避するリバースホールドアップ 

（reverse hold-up）が発生するおそれがある。また、特定の場合には、侵害差止請求

のみが標準必須特許権者の唯一の権利救済手段になることもある。従って、次のよう

な場合には、標準必須特許権者の侵害差止請求が不当な行為と判断される可能性が低

い。 

 

①潜在的な実施権者が裁判所や仲裁機関の決定に従うことを拒否したり、FRAND 条

件に関する具体的な内容が裁判所や仲裁機関の事件処理過程で確認されているなど、

客観的に明らかになった状況で、FRAND 条件での実施契約締結を拒否する場合  

 

②潜在的な実施権者が破産に迫るなどの事由により損害賠償を期待することが困難で
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あって、侵害差止請求のみが唯一の救済手段として認められる場合 

 

６. 特許紛争過程の合意 

特許権者と利害関係人は訴訟などの法的手続き以外にも当事者間の合意を通じて特

許の効力、特許侵害可否に対する紛争を解消することができる。一般的にこのような

合意は訴訟費用と技術利用のリスクを減少させることができるという点で特許権者の

権利保証のための効率的紛争解決手段と認めることができる。しかし、特許紛争過程

の不当な合意は無効である特許の独占力を引き延ばし競合企業の新規参入を妨害する

ことで消費者への還元を阻害することにもなる。したがって、特許無効審判、特許侵

害訴訟などの特許紛争過程で不当に市場参入を引き延ばすことに合意するなど関連市

場の公正な取り引きを阻害するおそれのある行為は、特許権の正当な権利範囲から逸

脱したものと判断され得る。 

 

特に合意当事者が競合関係にある場合、合意の目的が関連市場の競争制限に係わる

場合、特許権が満了した以後の期間にまで関連事業者の市場参入を遅延させる場合、

特許と直接的に係わらない市場で関連事業者の進入を遅延させる場合、紛争の対象に

なった特許が無効であることを合意当事者が認知した場合または無効であることが客

観的に明白な場合などには、該当する特許紛争過程の合意を不当なものと判断する可

能性が大きい。 

 

< 例 4 > 特許無効審判取下げと市場参入の引き延ばしに対する合意 

 

甲はＡ薬の製造に係わる特許を保有している事業者で、乙はＡ薬と成分などが類似

の複製薬の発売開始を検討している事業者である。乙は甲の該当する特許が既存の公

知技術を異なる表現にしたものに過ぎず無効と判断し、特許審判院に特許無効審判を

申し立てた。ここで甲は特許無効審判を取下げ、該当する特許権の満了後１年が経過

するまで、Ａ薬を代替可能な複製薬を販売しないという条件で、対価を支給するので

乙に合意するよう要請した。該当する対価は乙がＡ薬より安価な複製薬を販売した場

合、得られるものと予想される利益より相当高い金額であるところ、乙は甲が提示し

た条件に同意し複製薬の発売開始を引き延ばすことに合意した。 

 

このように特許権が満了した以後の期間にまで複製薬の発売開始を遅延させる合意

は、特許権者の権利保証のための合理的範囲であるとはみなし難い。特に甲が特許紛

争過程で必要となる予想費用より顕著に大きい金額の対価を乙に支給した点に鑑みる

とき、同合意目的は単に訴訟による費用を回避するためではなく、関連市場の競争を

制限するためである可能性が大きい。このような合意によって消費者は安価な複製薬
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を購買できる機会を失い、ひいては甲が支給した莫大な対価はＡ薬の価格上昇をもた

らし得る。競合企業数を減少させ値上げをもたらすなど関連市場の公正な取り引きを

阻害するおそれのあるこのような合意は特許権の正当な権利範囲を逸脱したものと判

断できる。 

 

※ この<例示>は、指針に対する理解を助けるために国内外の主要審決事例を相当部

分加工して提示しています。 

 

７．特許管理専門事業者の特許権行使 

特許管理専門事業者は、第三者からの特許権買い取りを通じ強力な特許ポートフォ

リオを構築し、これを基に他の企業に対する実施許諾や特許訴訟を通じて収益を実現

することを主な事業方式とする。このような特許管理専門事業者は、個人、中小企業、

研究機関のように特許権を行使する能力が不足したり、自ら特許を商業化する意思が

ない者の特許を買い取りまたは管理するなどの方法で彼らが正当な補償を受けること

ができようにすることで発明の誘因を提供し、特許を必要とする者に特許権が移転さ

れるよう仲介の役割をすることで、特許技術の取引を活性化し、特許権の資本化、流

動化に寄与することができる。 

しかし、このような競争親和的効果にもかかわらず、特許管理専門事業者は、製造

活動をしていない関係で相手方と特許権の相互実施許諾をする必要性がなく、相手方

から反対訴訟を受けるリスクも低いため、一般的な特許権者より特許権を濫用する誘

因が大きいと見ることができる。特に、次のような行為は、特許権の正当な権利範囲

を逸脱したものであって、関連市場の競争を制限するおそれのある行為と判断するこ

とができる。 

 

[参考] 特許管理専門事業者の特許権行使にも、一般的な特許権者の特許権行使と同様

に、この指針で規定した特許権濫用行為の判断基準が基本的に適用される。従って、

特許管理専門事業者が以下で例示された行為以外に、この指針のⅢ．１.から６.までの

部分で規定された行為をする場合にも、特許権の正当な権利範囲を逸脱したものと判

断する可能性が高い。また、特許管理専門事業者ではない他の特許権者が以下の行為

をした場合にも、やはり特許権の正当な権利範囲を逸脱したものと判断する可能性が

高い。 

 

①．通常の取引慣行に照らした時、著しく不合理な水準の実施料を賦課する行為  

 

[参考１]製造活動をしていない特許管理専門事業者は、一般的な特許権者に比べて過

度な実施料を賦課する誘因や能力があるだけに、特許管理専門事業者の行為は、一般
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的な特許権者の行為よりも不当な行為と判断される可能性が高い。このとき、実施料

の水準が合理的か否かを判断するにあたっては、特許の客観的な技術的価値、特許権

者が他の実施権者から受ける実施料、類似の特許について実施権者が支払う実施料、

実施許諾契約の性質と範囲、実施許諾期間、該当特許を利用して生産した製品の収益

性など種々の要素を考慮することができる。 

 

[参考２]特にⅢ.５．イ．「FRAND 条件」での実施許諾を確約した標準必須特許の実

施料である場合には、不当な行為と判断される可能性が高い。 

 

ロ．第三者から取得した特許権について通常の取引慣行に照らした時、不合理な水準

の実施料を賦課しながら、従来の特許権者に適用されていた FRAND 条件の適用を否

認する行為 

 

ハ．コンソーシアムを通じて特許管理専門事業者を設立した複数の事業者と共に、コ

ンソーシアムに参加していない事業者に特許の実施許諾を不当に拒否したり、差別的

な条件で実施契約を締結することに合意する行為 

 

ニ．相手方が特許管理専門事業者の特許権行使に対応するのに必要な重要な情報を隠

蔽または漏れているか、誤認を誘発するなどの欺瞞的な方法を使用して、特許訴訟を

提起したり、特許侵害警告状を発送するなどの行為  

 

[参考] 特許権者が誰なのか分からない名義のみある会社を通じて、多数の相手方を対

象に一括して実施料の支払いを要求しながら、侵害されたと主張している特許に関連

する具体的な情報を明らかにしない場合がこれに該当することができる。特に特許権

を保有していないか、特許権を行使する地位にいないながら 、または満了した特許権

に基づいて実施料の支払いを督促したり、訴訟提起の脅威をする行為は、不当な行為

と判断される可能性が高い。  

 

ホ．特許権者が特許管理専門事業者に特許権を移転し、特許管理専門事業者に他の事

業者に対しこの指針の７．イ．、ロ．などの行為をさせる行為 

 

[参考] この場合、原則として、特許権者を法違反の主体とみなす。但し、特許権者と

特許管理専門事業者の関係、不当な行為の具体的な内容、特許管理専門事業者の不当

な行為への関与程度および様態などを総合的に考慮して、特許管理専門事業者も一緒

に法違反の主体として判断することができる。 
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第５章 営業秘密の保護の検討 

 

 

今日の絶え間ない競争の中で、企業が自ら開発・取得し秘密として保有している技

術情報（例えば、生産及び製造工程、製造方法など）や、経営情報（例えば、マーケ

ティング戦略、顧客リスト、企業の基本計画など）は、企業にとって重要な競争力の

源泉である。 

（例） 生産および製造工程、
製造方法など

技術情報

      

（例） マーケティング戦略、顧
客リスト、企業の基本計画など

経営情報

 

 

言い換えると、こうした工業上及び商業上の情報は、公然と知られておらず、 秘密

保持されていることにより、独立した経済的価値を有している。 

 

特許ライセンスでは、特許として開示された技術だけでなく、ライセンサーが秘密

に維持してきた技術ノウハウ等の情報についてもライセンシーに提供するケースが生

じる。 

このとき、その情報がライセンシー以外の第三者には開示されず、爾後も、ライセ

ンサーとライセンシーのみが知りうる情報として秘密に維持することができれば、当

該情報の経済的価値を保つことができ、そこから収益を得ることができる。一方、ラ

イセンスの過程で当該情報が公然と知られることとなり、あるいは、ライセンシーに

おいて秘密に管理されなければ、当該情報の経済的価値を逸失することとなり、もは

やそこから収益を得ることはできない。 

 

[ライセンス契約での留意点] 

不正競争防止及び経営秘密保護に関する法律（法律第１６２０４号：以下、‘営業

秘密保護法’）では、営業秘密の定義とその保護について規定している。 

技術ノウハウなどの営業秘密を韓国企業にライセンスしようとする日本企業として
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は、韓国の営業秘密保護制度について理解し、情報をどのように管理しておけば当該

情報が営業秘密として韓国で保護されるのかを理解しておくべきである。そして、適

切なライセンス戦略を樹立して、ライセンシーである韓国企業に対しては徹底した営

業秘密順守と、それによる法律的な責任を明確に提示しておくことにより、法律によ

り保護される利益を有した営業秘密としての経済的価値を保ち、競争力を維持しなけ

ればならない。 

  以下では営業秘密保護法の内容について解説し、営業秘密の概念や、保護を受ける

ための条件、法律による保護内容について述べる。 

 ※ 不正競争防止及び経営秘密保護に関する法律は、広く知られた他人の商標、商号

などを不正に使用する（例えば、違法コピー商品）などの不正競争行為の防止

についても規定しているが、本稿では営業秘密の保護について解説するもので

ある。 

 

１．営業秘密保護法の目的 

 

営業秘密保護法は、他人の営業秘密を侵害する行為を防止して健全な取引秩序を維

持することをその目的とする。 

 

（１）健全な競争秩序の形成 

営業秘密保護制度は、営業秘密自体を産業財産権のような権利の形態として保護す

るよりは、他人の努力と成果に便乗して不当な利益を取得しようとする行為を禁止さ

せることに主眼をおいている。 

 

（２）企業の技術開発及び移転契約などの促進 

技術移転過程などで発生し得る営業秘密保有者による秘密漏洩の可能性をあらかじ

め予防し、国内企業間または国家間の技術移転、技術移転市場の形成及び該当技術の

効率的利用を促進させる。 

 

（３）特許権・著作権制度の補完 

特許権や著作権の保護を受けにくい技術的情報（例えば、自然法則や基礎科学上の

発見、演算法と数学の公式、化学製品の微妙な組合せ、製造温度条件や成分に関する

技術的ノウハウ、特許要件にそぐわない技術的思想など）や、管理ノウハウなどの経

営上の情報、営業上のアイディアなども法的に保護を受けることができるようにする

ことで特許制度と著作権制度を補完する。 
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（４）営業秘密の法的性格 

営業秘密の法的性格について、韓国では営業上の利益または事実上の資産として理

解されており、営業秘密の財産的価値は認められるが物権または産業財産権のような

権利性は認められていない。 

したがって、営業秘密保護制度は、営業秘密保有者の秘密管理義務を前提として、

ある情報が秘密として維持管理されている間は事実上の財産的価値を有するものとし

て把握し、不正な手段による侵害行為を規制することによって営業秘密を保護しよう

とする制度である。 

 

< 特許制度と営業秘密保護制度比較 > 

 

 特許 営業秘密 

目的 

 

発明を保護奨励してその利用をは

かることで技術の発展を促進して

産業発展に貢献 

 

他人の営業秘密を侵害する行為を

防止して健全な取引秩序を維持 

 

保護条件 
新規性、進歩性、産業上利用可能

性 

非公知性、経済的有用性、秘密保

持 

保護対象 

 

○技術的発明: 自然法則を利用した

技術的思想の創作として高度な

もの 

 

 

 

 

 

 

○技術情報：特許要件を備えていな

い技術、設計方法、設計図面、

実験データ、製造技術、製造方

法、製造工程、研究レポートな

ど 

○ 経営情報：顧客名簿、取引先名

簿、販売計画、入札計画など 

 

登録有無 

及び 

権利性 

 

特許要件に関する審査後、設定登

録によって独占排他的権利が発生 

- 特許権者は設定登録された発明

に対して一定期間の間、独占

排他的権利として使用 

- したがって、第三者が特許化さ

れた技術と等しい技術を独自的に

開発したとしても特許権者の実施

許諾を得ないで使用すれば、特許

権侵害に該当 

 

 

登録手続きがなく一定の要件が満

たされれば営業秘密として認めら

れ、営業秘密が侵害を受けた場

合、これに対する救済を請求 

- 排他的権利を付与するのではな

く、秘密に維持管理されてい

る事実状態そのものを保護 

- したがって、第三者が等しい内

容の営業秘密を独自的に開発

し使用するとしてもそれのみ

を理由に侵害主張をすること
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 ができない 

保護期間 設定登録日から出願日後 20 年 秘密として管理される限り無限 

公開 公開を前提 非公開 

移転性 実施権設定可能 秘密保持を前提に実施契約が可能 

 

 

２．営業秘密の定義 

 

法律において「営業秘密」は、以下のように定義されている。 

 

したがって、ある技術やノウハウが営業秘密保護法上の営業秘密に該当するために

は、（1）該当技術が‘公然と知られていないこと（非公知性）’、（2）‘独立した

経済的価値を有するもの’、そして（3）‘秘密に保持されていること’という３つの

条件を全て満たさなければならない。いずれか一つの条件でも満たさなければ営業秘

密保護法上の営業秘密として保護を受けることができない。  

 

（１）非公知性 

ある情報が営業秘密として保護受けるためには当該技術などが、“公然と知られてい

ないもの” つまり、不特定多数の人間がその情報を知っていないだけでなく、知り得

る状態にもなく、保有者を介さずには当該情報を入手することができない、「秘密の

状態」でなければならない。 

但し、非公知性ないし秘密性は相対的な概念であって、保有者以外の他人が当該情

報を知っていたとしても保有者間に秘密遵守の義務が形成されていたり、保有者と無

関係な第３者が独自開発などによって等しい情報を保有していてもその第３者が当該

情報を秘密として維持している場合は、非公知状態の情報といえる。 

なお、非公知性の判断時点として、営業秘密侵害の禁止請求においては事実審の口

頭弁論終決時であり、損害賠償請求においては不正行為が行われた時点である。また、

非公知性の立証責任は、被告側から積極的に反証を提出する責任があると考えるべき

であろう。 

“営業秘密”とは、公然と知られておらず独立した経済的価値を有するものであっ

て、 秘密に維持された生産方法、販売方法、その他の営業活動等に有用な技術上

または経営上の情報をいう（法第 2 条第 2 号）。 
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非公知性に係わる韓国の判例をみると、あるアイデアが韓国内にて使用されていな

くても韓国外で既に公開または使用されることによって、そのアイデアの経済的価値

を得ることができる者に知られている状態にあれば、そのアイデアは営業秘密とは見

なすことはできない。しかし、外国技術を導入・改良して秘密に管理していたのなら、

その改良技術は営業秘密に属すると判示している。 

 

（２）独立した経済的価値 

営業秘密として保護されるためには、情報が商業上、工業上における経済的価値を

有していることが前提である。 

ここで 、経済的価値を有しているとは 

⚫ 営業秘密の保有者が市場において特定の情報使用を通じ競業

者に対する経済上の利益を得ることができる 

⚫ 情報の取得または開発のために相当な費用や努力が必要であ

る 

⚫ 現実的に使われていなくても将来的に経済的価値を発揮する

可能性のある情報（潜在的に有用な情報）や過去に失敗した

研究データといった情報 

  

 

などがあげられる。又、営業秘密の経済的価値は営業秘密の譲渡またはライセンスの

根拠になり、侵害を受けるおそれがあったり侵害を受けた場合、民・刑事上の訴因と

なる。 

 

（３）秘密管理性 

従来、不正競争防止及び経営秘密保護に関する法律では、経済的価値を有する非公

示状態の技術・経営情報だとしても営業秘密として保護を受けるためには、当該情報

の保有者が秘密保持のために“相当の努力”をしなくてはならなかった。 

しかし“相当の努力”の要件があまりにも厳格で、営業秘密として保護されない現実

的な問題があり、２０１５年の法改正では、要件が“合理的な努力”に緩和され、個別

の企業の規模を考慮して、弾力的に運用されていた。 

ここでさらに、企業の営業秘密の保護を強化するという趣旨で、２０１９年７月の

法改正で“秘密として管理されること”のみを要求するように営業秘密の要件が大幅に

緩和された。上記のように、営業秘密の要件が緩和された後、具体的な適用例がまだ

出てはいない状況である。 

 

☞ 営業秘密の保有者が主観的に秘密を維持する意識を持ち、客観的に第３者または

従業員が知り得る方式で秘密であることを表示し管理しなければならない。 
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しかし、営業秘密に該当する情報は、物的な媒体（書類、ディスク、フィルムな

ど）に記録・保存されるだけでなく、個人の記憶による場合もあるので、企業（営業

秘密を保有する主体）の業種、規模、従業員数、情報の性質と重要性、秘密侵害の手

段と方法などを考慮したうえで、その情報が秘密であることが合理的に推測・判断で

きるように管理されていなければならない。 

 

（４）情報性 

営業秘密は前述の非公知性、独立した経済的価値、秘密管理性を備えた生産方法、

販売方法その他の営業活動に有用な技術上または経営上の“情報”である。 

従って、営業秘密要件に該当するすべての情報は営業秘密として保護を受けること

ができるので、その情報の範囲は非常に広範囲である。このような情報としてアメリ

カ統一営業秘密法第 1 条第 4 項では製法（formula）、設計（pattern）、編集物

（compilation）、手続き（program）、装置（device）、方法（method）、技術

（technique） または工程（process） などを例示して、方法（method）と技術

（technique）にはノウハウの概念も含まれると敍述している。 

 

３．営業秘密を侵害する行為 

 

（１）不正取得行為に係わる侵害行為 

① 営業秘密を不正取得・使用・公開する行為 

窃取、欺瞞、脅迫その他の不正な手段により営業秘密を取得する行為（以下、“不

正取得行為”という。）又は、その取得した営業秘密を使用するか、公開（秘密を

維持しつつ特定人に知らせることを含む。以下同じ）する行為（法第 2 条第 3 号イ

目） 

 

 

 

ここで、不正な手段とは、窃取・欺瞞・脅迫など刑法上の犯罪を構成する行為だけ

でなく、秘密保持義務の違反、またはその違反の誘引など健全な取引秩序の維持ない
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し公正な競争の理念に照らしたときに上に列挙した行為に準する、善良な風俗その他

の社会秩序に反する、一切の行為や手段をいう7。 

“公開”行為とは、不正な手段で取得した営業秘密を特定又は不特定人に知らせる

行為をいい、秘密を維持し特定人に知らせる行為を含み、具体的態様としては不正に

取得した営業秘密を第３者に売却又はライセンス契約などの方法で公開する場合など

である。 

このような公開行為は、口頭・書面のみならず図面・模型の展示によっても可能で、

第３者が営業秘密を知ろうとすることを妨害しない不作為形式による公開行為も認め

られ、また、公開行為の有償性を要件としない。 

 

② 不正取得された営業秘密を悪意・重過失で取得・使用・公開する行為 

営業秘密について不正取得行為が介入8された事実を知るか、重大な過失により知り

得ずに、その営業秘密を取得する行為、又はその取得した営業秘密を使用するか、

公開する行為（法第 2 条第 3 号ロ目） 

 

 

 

本規定は、“イ”目の営業秘密の不正取得行為後、営業秘密の流通過程で悪意または

重過失により営業秘密を転得する行為を禁止することが目的である。不正取得者から

直接取得した者（転得者）のみならず、転得者から営業秘密を取得した者も本規定が

適用される。主観的要件である悪意の証明が難しいため、行為者としてはもう少しだ

け注意を傾けていれば当然知り得たという客観的状況が証明されれば重過失とみなし

て悪意と同一視しようとするものである。行為の判断時点は取得・使用・公開行為時

である。 

 

 

 

                                            
7 大法院96ダ16605判決 
8 “介入”とは当該営業秘密の流通過程に不正手段による営業秘密取得行為が存在することをいう 
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③ 善意取得の後、悪意・重過失による使用公開行為 

営業秘密を取得した後、その営業秘密に対して不正取得行為が介入された事実を知

るか、重大な過失により知り得ずにその営業秘密を使用するか、公開する行為（法

第 2 条第 3 号ハ目） 

 

 

 

本規定は、善意且つ重大な過失なく営業秘密を取得した者が、その後営業秘密保有

者から警告を受けたり、不正な取得事実をマスコミ等を通して知らされるなど、自己

が取得した営業秘密に不正取得行為が介入されていたことを知った後、又は重大な過

失により知らないままこれを使用したり公開するなどの行為を規制する。営業秘密が

たとえ流出してしまってもそれが秘密保持されている間は保護する価値があるためで

ある。 

したがって、本規定は営業秘密取得時には善意・無過失であったが取得後、営業秘

密保有者の通知などによって悪意又は重過失に転換される事後の悪意者の使用、又は

公開行為を制限しようとする規定であり、一定の要件下で不正競争防止及び営業秘密

保護に関する法律第 13 条の「善意者に関する特例」が適用されることもある。 

 

（２） 不正公開行為に係わる侵害行為 

①営業秘密を不正公開・使用行為 

契約関係などによって営業秘密を秘密として維持しなければならない義務がある者

が不正な利益を得るか9、その営業秘密の保有者に損害を加える目的でその営業秘密

を使用するか公開する行為（法第 2 条第 3 号ニ目） 

 

                                            
9 “不正な利益を得る”とは秘密保持義務を違反して利益を得る行為をいい、秘密保持義務違反者の利益のみならず第

3者の利益を得るようにすることも含まれる 



 

 

158 

 

 

本規定により、正当に営業秘密を取得した者が、秘密保持義務があるにもかかわら

ず不正な目的を持ってこの義務に違反して、当該情報を使用または公開する行為を規

制する。従業員の転職及び競業禁止と関連がある（後述）。 

本規定による侵害行為要件は以下の三点である。 

⚫ 契約関係など10によって秘密保持義務がある 

⚫ 不正な利益を得たり損害を加える目的がある 

⚫ 営業秘密を使用または公開する行為 

大法院は “‘契約関係などによって営業秘密を秘密として維持する義務’について、必

ずしも、契約関係の存続中や契約の終了後であって契約によって明示的に秘密保持義

務を負担することに約定した場合に限らず、人的信頼関係の特性などに照らして信義

誠実の原則または暗黙的にそのような義務を負担することを約定したと見なせる場合

を含む”と判示している。しかし、信義誠実の原則または暗黙的秘密保持義務を認めて

も、憲法上保証された職業選択の自由を本質的に制限する行為は禁止されるとするべ

きであろう。 

したがって、秘密保持義務は法律でその義務を明示した場合は勿論、個別的な契約

関係がある場合またはこのような契約関係がなかったとしてもこれに準する信頼関係

がある場合には信義誠実の原則上、秘密保持義務が発生し、在職中や退職後または契

約中や契約期間満了後を問わない。 

 

②不正公開された営業秘密を悪意・重過失で取得・使用・公開する行為 

営業秘密がニ目の規定によって公開された事実、又はそのような公開行為が介入さ

れた事実を知るか、又は重大な過失により知り得ずにその営業秘密を取得する行為

またはその取得した営業秘密を使用するか、公開する行為（法第 2 条第 3 号ホ目） 

 

                                            
10 “契約関係など”とは必ず契約な決まった様式によってのみ発生するものではなく、使用者と従業員間または営業

秘密保有者と実施権者間の信義関係によっても発生し、双方間の契約のみならず一方の誓約書または多者を対象にする

普遍的な取引約款、規則、仕様書などで示すこともできる。 
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本規定は、“ニ”目（上記①）の秘密保持義務違反者の営業秘密公開後、その流通過

程で悪意または重過失により当該営業秘密を取得したり、取得した営業秘密を使用又

は公開する行為を禁止させる。具体的内容は “第 2 条第 3 号ロ目” （上記（１）の

②）と同一である。 

したがって、営業秘密転得者が原営業秘密保有者に対して不正行為または損害を加

える目的がなくても営業秘密侵害行為に該当する場合がある。 

 

③ 善意取得の後悪意・重過失による使用公開行為 

営業秘密を取得した後、その営業秘密がニ目の規定により公開された事実、又はそ

のような公開行為が介入された事実を知るか、重大な過失により知り得ずにその営

業秘密を使用したり公開する行為（法第 2 条第 3 号ヘ目） 

 

 

本規定は営業秘密取得時には善意・無過失であったが、営業秘密保有者の通知など

によって悪意・重過失に転換した場合の行為について処罰しようとする規定であり、

具体的内容は “第 2 条第 3 号ハ目”（上記（１）の③）と同様、本規定については一定

の要件下で “善意者に関する特例”が適用される。 
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４．営業秘密の侵害行為に対する救済手段 

 

以上のような営業秘密侵害行為に対し、営業秘密保護法は民事的救済手段として、

侵害の禁止及び予防請求権（第 10 条）、損害賠償請求権（第 11 条） 及び信用回復

請求権（第 12 条）を認め、これに対する特例として善意で営業秘密を取得した者を保

護するための善意者に対する特例（第 13 条）を規定しており、また、刑事的制裁手段

として懲役と罰金（第 18 条第 1 項、第 2 項、第 4 項、第 18 条の 2、第 18 条の 3、第

19 条）が規定されている。 

 

（１）民事的救済 

①禁止及び予防請求権など 

営業秘密は秘密が維持される間にのみ経済的価値を有するので、侵害行為を即時に

禁止及び予防することができる請求権は、最も直接的且つ有効な手段である。 

 

第 10 条 （営業秘密侵害行為に対する禁止請求権など） ① 営業秘密の保有者は営

業秘密侵害行為をしたり、しようとする者に対して、その行為により営業上の利益

が侵害されたり、侵害されるおそれのある場合には、法院にその行為の禁止又は予

防を請求することができる。 

②営業秘密保有者が第 1 項による請求をするときには、侵害行為を組成した物の廃

棄、侵害行為に提供された設備の除去、その他に侵害行為の禁止または予防のため

に必要な措置11を共に請求することができる。 

 

（ⅰ）請求権者 

侵害行為によって営業上の利益が侵害されたり侵害されるおそれのある営業秘密の

保有者であって、当該営業秘密を最初に開発した原取得者と逆設計による営業秘密保

有者のみならず、その譲受人、実施権者等といった正当な権原によって営業秘密を保

有･使用する者を含む。 

なお、営業秘密保有者が WTO 加盟国の国民である外国人の場合、同条約第 3 条規

定によって請求権者となることができる。 

 

（ⅱ）請求の相手 

営業秘密侵害行為をしたり、又は侵害行為をしようとする者 

 

                                            
11“その他必要な措置”とは将来に侵害行為を禁止または予防するための措置としてこれを保障するための担保提供ま

たは供託などをあげることができる。 



 

 

161 

 

（ⅲ）請求権の要件 

“営業12秘密侵害行為によって営業上の利益が侵害されたり侵害されるおそれ”が

なければならない。ここで、“おそれ”とは単に侵害される可能性のみでは不充分で、

侵害されることが確実に予想される蓋然性を意味する。したがって、主観的な侵害可

能性のみならず、社会通念上、客観的に営業上利益が侵害される可能性がなければな

らない。又、これに対する主観的・客観的立証責任は請求権者が負担する。なお、侵

害者の故意及び過失は禁止及び予防請求権の要件ではない。 

 

（ⅳ）請求権の内容 

禁止及び予防請求権の内容は、営業秘密の不正取得・使用・公開行為などを禁止さ

せることであり、具体的には特定製品の生産を一定期間停止させる、完成製品の配布

販売を禁止させる、侵害行為を組成する品物の廃棄または侵害行為に提供された設備

の除去などが、その内容となる。 

営業秘密侵害行為に対する禁止予防の期間（営業秘密保護期間）としては、 

⚫ 営業秘密の侵害がない場合、保有者が侵害者に競合上優位を保てる期間 

⚫ 侵害者の独自技術開発に必要な期間 

⚫ 当該技術の進展速度及び寿命 

などが考えられ、その期間の経過により営業秘密は当然消滅し、それ以降は秘密では

ないものと見なされる。 

又、廃棄除去請求権は営業秘密侵害行為による物的侵害状態を取り除くことで将来

的な侵害の再発を防ぎ、禁止請求の実効を上げるために認められたもので、単独での

独立行使はできず、必ず禁止または予防請求に付随されなければならない附帯請求権

である。請求に際しては、物的侵害状態が現存する事実についての立証だけでなく、

相手がその物・設備に対して所有権などの処分権限を有していることを立証しなけれ

ばならない。 

営業秘密侵害行為に対する禁止及び予防手段として、従業員に対する一定期間の転

職または競業禁止の請求は職業選択の自由に関連し問題視されており、転職を禁止す

る場合でも特別な事情のない限り営業秘密の存続期間を越える期間まで禁止すること

はできない。 

 

（ⅴ）時効 

                                            
12 “営業”とは経済主体が経済上収支の計算上で活動するすべての行為を含む概念で、営利性有無にかかわらず継続的に

市場に参加する行為をいい、“営業上の利益”とは営業秘密侵害行為から保護を受ける価値があるすべての利益をいう。

このような営業上の利益は現実に侵害された必要はなく侵害されるおそれのみあれば良い。 
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第 14 条 （時効） 第 10 条第 1 項によって営業秘密侵害行為の禁止または予防を請

求することができる権利は、営業秘密侵害行為が続く場合において営業秘密保有者

がその侵害行為によって営業上の利益が侵害されたり侵害されるおそれがあるとい

う事実及び侵害行為者を知った日から 3 年間行使しなければ時効により消滅する。

その侵害行為が始まった日から 10 年が経過したときもまた同様である。 

 

②損害賠償請求権 

営業秘密保護法は、営業秘密保有者の損害賠償請求権も認めており、禁止及び予防

請求権と異なり過失責任主義の原則を明示している。したがって、その性質に反しな

い限り不法行為に関する民法の規定が適用される。 

 

第 11 条 （営業秘密侵害に対する損害賠償責任） 故意または過失による営業秘密

侵害行為により営業秘密保有者の営業上の利益を侵害し損害を被らせた者は、その

損害を賠償する責任を負う。 

 

（ⅰ）請求権者及びその相手 

請求権者は “故意または過失による営業秘密侵害行為により営業上の利益が侵害され

損害を被った者（営業秘密保有者）”であり、その相手は “故意または過失により営業

秘密保有者の営業上の利益を侵害して損害を加えた者”である。 

 

（ⅱ）請求権の要件 

損害賠償請求の要件としては 

⚫ 侵害行為者の故意または過失 

⚫ 客観的に違法な営業秘密侵害行為の存在 

⚫ 侵害行為による営業上の利益の損害の発生 

⚫ 行為と損害発生との間に相当の因果関係の存在 

などが必要である。 

 

（ⅲ）損害賠償の範囲 

損害賠償請求権の目的は、営業秘密の侵害行為によって生じた損害を填補すること

であり、その範囲は営業秘密侵害行為と相当な因果関係がある一切の損害であり、積

極的損害、消極的損害、精神的損害を含む。ただし、これに対する立証責任は請求権

者が負担する。 

しかし、損害額の立証が容易くないため営業秘密保護法第 14 条の 2 は損害額の推

定に関する規定を置き、営業秘密侵害行為による損害額算定を容易にしている。以下

に簡単に説明する。 



 

 

163 

 

２０１９年の法改正で、営業秘密の侵害行為が故意と認められる場合、３倍の懲罰

的損害賠償を請求することができるようになった点は注目に値する。 

⚫ ① 侵害者が営業秘密侵害行為を行った品物を譲渡した場合 

☞ （その物の譲渡数量）×（当該営業秘密侵害行為がなければ販売できた

物の単位数量当たりの利益額） 

限度額：[（被侵害者の生産可能数量）－（実際の販売数量）]×（単位数

量当たりの利益額） 

（ただし、営業秘密侵害行為以外の事由により販売できなかったときには

当該事由で販売することができなかった数量による金額を差し引く） 

⚫ ② 侵害者が営業秘密侵害行為によって利益を受けた場合 

☞ その利益額 

⚫ ③ 営業秘密侵害行為の対象になった営業秘密の使用に対して通常受けること

ができる金額に相当する額（実施料） 

⚫ ④ 営業秘密侵害行為により被った被害額が③の規定による金額を超えた場合 

☞ その超過額に対しても損害賠償を請求できる。 

（ただし、この場合、侵害者に故意または重大な過失がないときには、法

院は損害賠償額を算定するにおいてこれを斟酌できる） 

⚫ ⑤ 損害が発生したことは認められるがその損害額を立証することが性質上極

めて困難な場合  

☞ 法院は①ないし④の規定にかかわらず弁論全体の主旨と証拠調査の結果

に基づき相当な損害額を認めることができる 

⑥ 裁判所は、営業秘密の侵害行為が故意であると認められる場合には、第

１１条の規定にかかわらず、第１項から第５項までの規定に基づいて損

害として認められた金額の３倍を超えない範囲で賠償額を定めることが

ている。 

⑦ 第６項による賠償額を判断する時には、次の各号の事項を考慮しなけれ

ばならない。  

１. 侵害行為をした者の優越的地位の有無 

２. 故意または損害発生の恐れを認識した程度 

３. 侵害行為により営業秘密保有者が被った被害規模 

４. 侵害行為により侵害した者が得た経済的利益 

５. 侵害行為の期間および回数等 

６. 侵害行為による罰金 

７. 侵害行為をした者の財産状態 

８. 侵害行為をした者の被害救済の努力の程度 
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法院は不正競争行為による営業上の利益の侵害に関する訴訟において、当事者の申

立により相手方当事者に対して侵害による損害額を算定するために必要な資料の提出

を命ずることができる。ただし、その資料を有する者が提出を断る正当な理由があれ

ばその限りではない（法第 14 条の 3） 

 

（ⅳ）時効 

営業秘密保護法には損害賠償請求権の行使期間（消滅時効）が規定されていない。

したがって、民法第 766 条の規定により、営業秘密侵害行為があった事実及び行為者

を知った日から 3 年またはその行為が始まった日から 10 年間これを行使しなければ

時効によって消滅する。 

 

③信用回復請求権 

他人の不法行為による損害の賠償は、金銭賠償が原則（民法第 763 条）だが、営業

秘密侵害行為は他人が努力した技術的成果に便乗してその他人の信用と名声を害して

利益を取る行為であって、金銭賠償のみでは満足できなかったり信用毀損の救済方法

として適切ではない場合が多いため営業秘密保護法は損害賠償に代えるか損害賠償と

並行して信用回復に必要な措置をとることができるよう規定している。 

 

第 12 条 （営業秘密保有者の信用回復） 法院は、故意または過失による営業秘密

侵害行為により営業秘密保有者の営業上の信用を失墜させた者に対して、営業秘密

保有者の請求により第 11 条による損害賠償に代え、あるいは損害賠償とともに、

営業上の信用を回復するために必要な措置を命ずることができる。 

 

（ⅰ）請求権者及びその相手 

請求権者は“営業秘密侵害行為により営業上の信用が失墜した営業秘密の保有者”で、

その相手は“営業秘密侵害行為により営業秘密保有者の営業上の信用を失墜するように

した者”である。 

 

（ⅱ）請求権の要件 

信用回復請求権の要件としては、以下の通りである。 

⚫ 行為者の故意または過失 

⚫ 客観的に違法な営業秘密侵害行為の存在 

⚫ 侵害行為による営業上の信用の失墜 

⚫ 金銭賠償以外の別途の信用回復措置の必要性 

⚫ 営業秘密侵害行為と信用失墜と間の相当の因果関係の存在 
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（ⅲ）請求権の内容 

信用回復請求権は損害賠償の一種であるので、損害賠償に代え、または損害賠償と

ともに請求でき、侵害者の費用で、敗訴又は有罪判決を受けた事実がある旨の釈明に

関する広告、判決文又は訂正文を載せる方法などがある。 

 

（２）営業秘密の善意取得者に対する特例 

営業秘密保護法は、営業秘密の善意取得者に対する特例を規定している。同規定は

営業秘密に関する取引の安全性を確保し、正常な取引によって営業秘密を取得した者

の使用・公開行為について営業秘密の侵害が認められる場合、正常な技術取引が萎縮

することを防止することが目的である。 

すなわち、営業秘密の取得時には故意または重過失がなかったが、後に被害者であ

る営業秘密保有者から警告状などを受けることで、その後から営業秘密侵害行為の存

在について知ることになった者を救済するために設けられた特則である。 

 

第 13 条 （善意者に関する特例） ①取引によって営業秘密を正当に取得した者が

その取引により許容された範囲でその営業秘密を使用したり公開する行為に対して

は第 10 条から第 12 条までの規定を適用しない。 

②第 1 項で "営業秘密を正当に取得した者"とは第 2 条第 3 項ハ目またはヘ目にお

いて営業秘密を取得した当時、その営業秘密が不正に公開された事実、又は営業秘

密の不正取得行為や不正公開行為が介入された事実を重大な過失なく知り得ずに、

その営業秘密を取得した者をいう。 

 

①保護主体 

保護を受けることができる者は“取引13によって営業秘密を正当に取得した者14”であ

る。 

 

②保護範囲 

“その取引によって許容された範囲内において”である。したがって、善意者に対

する特例規定は営業秘密の取得時、その営業秘密が不正に公開された事実または営業

秘密の不正取得行為や不正公開行為が介入された事実を重大な過失なく知り得ずに取

引することにより営業秘密を取得した者が、その取引によって許容された範囲内で営

                                            
13“取引”とは、売買その他の譲り渡し契約、ライセンス契約、贈与契約などをすべて含み、法律上の典型的な取引のみ

ならず非典型的な事実上の取引行為を含む。 
14“営業秘密を正当に取得した者”とは法第 2 条第 3 号タ目及びバ目の規定において、営業秘密を取得した当時にその

営業秘密が不正に公開された事実または営業秘密の不正取得行為や不正公開行為が介入した事実を重大な過失なく知り

得ずに、その営業秘密を取得した者をいう。 すなわち、営業秘密の取得者が営業秘密を取得する当時に善意で重大な

過失があってはいけないことを意味する。 
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業秘密を使用したり公開する行為に対しては、禁止または予防請求権、損害賠償請求

権及び信用回復請求権などの規定を適用しない。 

 

③刑事的制裁 

営業秘密保護法は、営業秘密侵害行為に対する刑事罰を規定している。 

第１８条（罰則）①営業秘密を外国で使用したり、外国で使用されることを知りな

がらも、次の各号のいずれかに該当する行為をした者は、１５年以下の懲役または

１５億ウォン以下の罰金に処する。 但し、罰金に処する場合、違反行為による財

産上の利得額の１０倍に相当する金額が１５億ウォンを超えると、その財産上利得

額の２倍以上１０倍以下の罰金に処する。 

 

１．不正の利益を得たり、または営業秘密保有者に損害を与える目的からした次の

項目のいずれかに該当する行為 

イ.営業秘密を取得・使用したり、第三者に漏洩する行為 

ロ.営業秘密を指定された場所外に無断で流出する行為 

ハ.営業秘密保有者から営業秘密を削除したり、返すことを要求されても、これを継

続して保有する行為 

２．窃取・欺罔・脅迫、その他の不正な手段で営業秘密を取得する行為 

３．第１号または第２号に該当する行為が介入された事実を知りながらも、その営

業秘密を取得したり、使用（第１３条第１項の規定により許可された範囲での使用

は除く）する行為 

② 第１項各号のいずれかに該当する行為をした者は、１０年以下の懲役または５

億ウォン以下の罰金に処する。但し、罰金に処する場合、違反行為による財産上の

利得額の１０倍に相当する金額が５億ウォンを超えると、その財産上の利得額の２

倍以上１０倍以下の罰金に処する。  

③ 次の各号のいずれかに該当する者は、３年以下の懲役または３千万ウォン以下

の罰金に処する。 

１.第２条第１号 （チ目、ヌ目、およびル目は除く） による不正競争行為をした者  

２.第３条を違反し、次の各目のいずれかに該当する記章または紋章と同一または類

似のものを商標として使用した者 

イ. パリ条約の当事国、世界貿易機関の加盟国または「商標法条約」の締約国の国

旗および国章、その他の記章 

ロ. 国際機関の紋章 

ハ. パリ条約の当事国、世界貿易機関の加盟国または「商標法条約」の締約国の政

府の監督用および証明用の紋章 

④ 次の各号のいずれかに該当する者は、１年以下の懲役または１千万ウォン以下
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の罰金に処する 

１．第９条の７第１項に違反し、原本証明機関に登録された電子指紋やその他の関

連情報を消したり、毀損・変更・偽造または流出した者 

２．第９条の７第２項に違反し職務上知り得た秘密を漏洩した者 

⑤ 第１項および第２項の懲役と罰金は併科することができる。  

 

５．営業秘密の管理および保護 

 

ライセンス契約において技術ノウハウ等の営業秘密を相手方に提供する場合には、

提供する営業秘密の範囲を厳選して営業秘密の漏洩の危険性を最小限に止めた上で、

さらに、提供した情報が営業秘密保護法上の営業秘密として保護を受けられるように、

ライセンシーに対し秘密保持のための処置をとる必要性がある。 

たとえ、法改正で営業秘密の秘密保持要件に対する“相当の努力”がこれ以上要求さ

れることはないとしても、営業秘密が一度公開されると、秘密として保持される時に

比べ、その価値が著しく低下することが一般的であるため、秘密保持に対する努力の

重要性は依然として変わらないと言える。 

したがって、ライセンサーは、ライセンシーが主観的に秘密を維持する意識を持続

的に持ち続けられるか、そして、組織的に秘密として管理する十分な措置をとること

ができる企業であるのかについて各ライセンス相手となる候補企業の実態を調査して、

ライセンシーの選定時に考慮しなければならない。 

そして、営業秘密（技術ノウハウなど）を含めて実施権を設定するライセンス契約

の際には、ライセンシーに提供する資料はこれを第３者に漏らさず営業秘密として管

理するという内容を含めて営業秘密であることを告知し、これに違反した場合の責任

所在、損害賠償などを詳しく列挙した契約書を作成する必要がある。例えば、事業目

的の達成のために重要資料を敢えて提供する場合でも、契約破棄の場合には必ず提供

資料の返却を要求する。 

ライセンス契約にあたっても秘密管理を徹底することにより営業秘密の漏洩を防止

し、営業秘密として法的に保護される要件を満足させて不慮の事態に備えるとともに、

営業秘密としての経済的価値を維持するのである。 

 以下では、自社はもちろん、営業秘密の提供先となるライセンシー企業での秘密管

理の方法について解説する。 
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（１）企業内部での管理と保護 

企業の営業秘密保護でまず考慮しなければならない事項は、営業秘密保護を強調す

れば情報流通の阻害によって組織が硬直しやすく、組職の柔軟性を強調すれば営業秘

密が流出しやすいということである。よって、営業秘密保護と企業の柔軟性を調和さ

せることができるよう、各企業の特性に相応しい管理手法を自ら開発することが重要

となる。 

 

①制度的措置 

営業秘密を効果的に保護管理するためには、秘密管理に関する明文化された規定を

制定して施行する必要がある。営業秘密管理規定には保護対象、営業秘密管理体系、

営業秘密の分類及び取り扱い、従業員の義務、営業秘密を管理する容器及び保管場所

の指定、営業秘密管理記録簿の備え及び活用、出入者の統制などに関する事項を含み、

それ以外にも各企業の特性にあわせて作成する。 

 

②人材管理 

従業員の管理は入社時から退職後の一定期間にわたって効率的に長期間管理するこ

とは容易ではないが、最低限、入社時には秘密漏えい禁止の誓約書の提出、在職時に

は定期的な保安教育の実施、退職時には職業選択の自由や勤労の権利を侵害しない範

囲で同業他社への就業及び競業の禁止義務の賦課を行うことなどが挙げられる。 

また、営業秘密申告制度や補償金を支給する制度を取り入れるなど、企業の創意的

な営業活動を促進させ、企業競争力を向上させる必要もある。 

 

（ⅰ）従業員の入社時（雇用契約） 

従業員の新規採用時から営業秘密に対する保護意識を強く持ってもらうよう教育す

る。特に、営業秘密と直接関係のある研究開発部や営業秘密を管理する職員について

は、営業秘密遵守誓約書と転職及び退職時の使用・公開禁止及び競業禁止誓約書を提

出させる。 

中途採用者の場合には 前職場で締結した営業秘密管理に関する契約などを注意深く

検討し、採用することで不当なスカウトまたは営業秘密侵害による提訴にあうことが

ないように備える必要がある。 

 

（ⅱ）在職中 

入社時から退職時まで職員に対する持続的な営業秘密保安教育を実施する。このよ

うな在職中の職員に対する教育は理論と実務を兼ね備えることが効果的で、特に人事

異動の際にはこれらの内容の伝達を徹底して行い、新たな担当者にも教育を行う。こ
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のような教育実施及び業務の伝達事項などについても、常に記録し、後日の営業秘密

に関する紛争発生に備える。 

そして、全職員を対象に持続的な営業秘密職務教育も実施していくが、なによりも

所属企業の営業秘密保護に対する動機を付与し自発的且つ積極的な参加を誘導するこ

とが重要である。 

 

（ⅲ）退職時 

研究開発部署の職員または営業秘密管理部署の職員が退職する予定や退職時には、

予め営業秘密の伝達について万全を期す一方、退職職員に営業秘密の使用または公開

行為は営業秘密侵害行為に属するという関連法律規定を説明し、在職中の研究開発及

び管理していた営業秘密の関連書類等一切を返却させる。 

もし、退職社員が仕方なく競合関係にある同業他社に就職する場合、採用企業に“貴

社の採用した○○○は当社で△△研究開発及び営業秘密管理業務を担当し退職した者

であって、△△に関する一切の情報は不正競争防止および営業秘密保護に関する法律

第 2 条第 2 号によって保護される営業秘密である旨をお知らせし、もし貴社が○○○

を通じてこれを使用した場合には、営業秘密侵害行為に該当することをお知らせす

る。”という主旨の内容を告知する必要がある。 

 

③物理的措置 

企業が開発または保有している営業秘密は内部職員によっても流出するが、外部の

者によっても流出する可能性があるので、営業秘密を保護するための物理的措置の最

終目標はこのような内・外部の者から営業秘密が流出されることを防止することにあ

る。 

しかし、このような物理的措置は、研究開発や営業秘密管理の場所に対する統制区

域の設定から、文書及び通信保安に至るまでその範囲が広範囲であるので営業秘密保

有者である企業は物理的措置に万全を期すことが必要であろう。 

 

（ⅰ）統制区域の設定 

前述の制度的措置として制定した営業秘密管理規定によって営業秘密に分類した情

報は一般情報と分けて管理し、研究開発部署と営業秘密保管場所については一般職員

及び外部  者の接近を禁止させる統制区域の設定が必要である。 

このような統制区域には出入者名簿を備え、職位によって出入りを制限したり先端

監視装備を設けて常時監視するなどの措置が必要であるのみならず、常時出入りする

者には営業秘密保持に対する誓約書を提出させ、一時的に出入りする者に対しても出

入台帳を設けて営業秘密閲覧部に記録する。 
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特に、外来訪問者の場合は予め訪問目的を把握し訪問証を身につけさせて、なるべ

く営業秘密が公開されるおそれのある場所の出入りを制限し、特定な状況では訪問者

に秘密遵守覚書きに署名させる必要がある。 

 

（ⅱ）コンピューター管理 

コンピューターに保存された営業秘密が、容易に流出したり盗難にあう危険に置か

れている。特に、最近の情報通信技術とハッキング技術の発達は他人のコンピュータ

ーにより容易くアクセスでき、一瞬の不注意により長年の研究・開発成果を減失した

り盗難にあう可能性がある。 

したがって、営業秘密が保存されたコンピューターに対しては、できるだけ最小限

のアクセスに抑え、同時に必ずパスワードを使用する。パスワードは、随時変更し担

当者以外はアクセスができないようにする。また端末機の外部修理依頼及び廃棄の際

は、ハードディスクに収録された資料の流出防止対策を講じ、個人所有のコンピュー

ターの会社内への搬入・使用を禁止したり、やむを得ない場合、保安担当者の承認を

受け出入りするようにする。 

また、研究・開発部署及び営業秘密が保存されているコンピューターは、できれば

外部通信網と連結せず使用し、もし通信網に連結して使用するときには認可されてい

ない者の無断侵入防止のために侵入遮断システム（ファイアウォール）を設け、営業

秘密がハッキングされないよう注意を傾ける。 

特に、研究・開発及び営業秘密管理者は、コンピューター管理について情報通信に

対する一定水準の専門知識を備えた専門スタッフを配置し営業秘密流出を防止する。 

 

（ⅲ）通信保安 

電話、インターネット、ファックスなどはいつも外部から盗聴される危険に置かれ

ている。したがって、営業秘密に関する本社と支社との業務連絡はなるべく通信施設

を使わず、やむを得ない場合、営業秘密にあたる内容を暗号化したり特定信号を添加

または加工して送信する。又、定期的または抜き打ちで通信施設に対する保安点検を

実施する。 

 

（ⅳ）書類等の管理 

生産技術、経営情報等の営業秘密はコンピューターに保存する場合もあるが、一般

的に最終成果物は書類等を媒体にして秘密管理されている。このような書類は文書、

図面、写真、ディスク、マイクロフィルムなど多種多様なため管理方法も単純ながら

複雑である。 
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一般的に管理されている書類についていえば、まず第一に、表紙部分と書類棚などに

営業秘密という赤文字と秘密等級を表示し、アクセスする人々にとって当該書類が営

業秘密に属するという事実を認識させる。 

第二に、すべての営業秘密に対して管理責任者を指定し、コンピュータ管理番号を

付与し、当該営業秘密の閲覧者を記録する。 

第三に、分離または離脱可能な記録物は総ページ数とページ番号を記載して分離や

離脱から保護しなければならず、特に営業秘密の内容が変更されないよう加筆及び修

正を禁止させる。 

第四、営業秘密が記録された書類についてはできれば搬出を禁止し外部流出を防止

する。 

 

（２）産業スパイからの営業秘密保護 

最近では、国内外の競合企業間での情報戦争がより熾烈となり産業スパイは企業の

避けることのできない問題となっている。 

また、産業スパイによる企業の情報流出は企業内部の職員と共謀する場合が大部分

である。国家情報院にて最近 7 年間、摘発された産業機密流出事件を分析して得た

「産業機密流出類型と産業スパイの見分け方」（後述）も事前策を講じるのに役立つ

であろう。 

 

①企業機密流出類型 

 

（ⅰ）前・現職従業員による流出 

産業機密流出の大多数を占めている類型として前・現職従業員が競合企業に就職し、

ベンチャー企業創業など個人営利を目的に技術資料をＣＤなどにコピーし、密かに流

出する場合が大部分である。 

したがって、重要な営業秘密は適正な等級に分類した後、特別管理するなど積極的

な保護努力を傾け、それにより不慮の事態の際には営業秘密保護法など関連法によっ

て保護を受けることができる。 

 

（ⅱ）競合企業の核心人材のスカウトによる流出 

特定企業が競合企業の核心技術者を金銭的補償や高位職の採用を約束する形で誘惑

し、同技術者が所属企業の営業秘密をノートブックなどに無断コピーして流出する事

例が急増している。 

したがって、核心人材に対する保安管理が何よりも重要であり、職員採用・退職時

又は重要プロジェクト参加時には"営業秘密保護誓約書"を提出させるなどの対策を講

じる。 
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（ⅲ）コンサルティング技術諮問企業による流出 

外部に経営コンサルティング・技術諮問を依頼する場合、企業自らが重要資料を提

供して積極的に協調しなければならないため、コンサルティング・諮問企業は関連資

料をＣＤ、ノートブックなどにコピーして簡単に営業秘密を流出できる。 

したがって、コンサルティングなどで外部企業に諮問を依頼する場合、企業間競争

がより激しくなっている国内外の状況から格別の注意が求められ、コンサルティング

などの契約締結時には契約書上に営業秘密の保護に関する内容を盛り込み、資料提供

時は予め保安性を綿密に検討する。 

 

（ⅳ）誘致科学者や技術研修生などによる流出 

先端技術の伝授、共同研究開発などを目的に外国人科学者や研修生を誘致する企業

が徐々に増えているが、これに対する保安管理を疎かであったために営業秘密が流出

する事件が発生している。こうした場合に対する営業秘密流出防止のためには、雇用

契約書作成時に保安遵守義務と研究成果物に対する所有権を明確にしておき、契約満

了時は成果物を回収するなどの保安措置を取る。 

 

②産業スパイの見分け方 

最近、国家情報院にて発行された “産業スパイ識別の要領”では以下のような人々を

一応、産業スパイとして疑わしいと記述している。 

⚫ 本人の業務と関係ない他職員たちの業務について随時、質問する者 

⚫ 撮影機器を過度に使用する者 

⚫ 本人の業務に関係のない他部署の事務室に頻繁に出入りする者 

⚫ 研究室・実験室など社外秘が保管されている場所に与えられた任務に関係なく

アクセスを試みる者 

⚫ 普段と異なり仲間との接触を避けたり、最近、情緒の変化が激しい者 

⚫ 主要部署に勤めてから理由なく急に辞職を願う者 

⚫ 業務を口実に主要機密資料をコピーし、個人的に保管する者 

⚫ 与えられた任務に関係なくＤＢによくアクセスする者 

⚫ 人がいない時、仲間のコンピューターに無断でアクセスし操作する者 

⚫ 特別な理由なく仕事後や祝日に事務所に一人で残っている者 

⚫ 技術の習得より、責任・管理者や核心技術者などとの親交に関心が高い研修生 

⚫ 研究活動より研究成果の確保に異常に執着する研究員 

⚫ 視察、見学の際、指定された訪問コース以外の他施設に関心を寄せる訪問客 
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第６章 その他の知っておきたい関連法規 

 

 

１．産業技術の流出防止および保護に関する法律 

 

[ライセンス契約での留意点]   

 

産業技術の流出防止及び保護に関する法律では、韓国政府機関が指定した７１種の

国家核心技術の輸出を統制する規定を設けている。すなわち国家核心技術は韓国政府

機関の承認などの過程を経ないと外国に輸出することができないので、ライセンシー

である日本企業としては契約成立前にライセンサーが国家核心技術の輸出承認を受け

るよう強制する規定を設け、必要時には契約発効日もその承認後に設定するといった

措置を取らなければならない。 

  以下に法の主旨と内容などを説明する。 

 

１－１．立法主旨 

 

産業技術の流出防止および保護に関する法律（法律第１６４７６号：以下‘産業技

術保護法’という）は、産業技術の不正な流出を防止して産業技術を保護することに

より韓国内の産業競争力を強化し、国家の安全保証と国民経済の発展に貢献すること

を目的とする（産業技術保護法第１条）。 

産業技術保護法の制定（２００６年１０月２７日）当時は、韓国の先端技術などが

中国などの海外へ無断で流出される事例が急増していた時期であった。そこで国家競

争力に係わる核心技術の海外流出に対する国家的統制の必要性が提起され、国家核心

技術を指定しその技術の海外移転を承認または申告手続きを通じて管理するために産

業技術保護法が制定されるに至った。 

産業技術保護法は、適法に技術移転されたり、ライセンス（クロスライセンスも含

む）された技術にも適用されるので、韓国企業から技術を導入しようとする日本企業

などにおいては産業技術保護法によって保護される国家核心技術が何であるのかに対

し、予め知っておく必要がある。 

 

１－２．適用対象の産業技術 

 

産業技術保護法が適用される‘産業技術’とは、製品または用役の開発・生産・普
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及及び使用に必要な諸般の方法ないし技術上の情報の中で、関連する中央行政機関の

長が産業競争力向上などのために法令が規定するところに従って指定または告示、公

告する技術であって、以下のうち、いずれか一つに該当するものを言う（産業技術保

護法第２条第１号）。 

イ． 第９条により告示された国家核心技術 

ロ．「産業発展法」第５条により告示された先端技術の範囲に属する技術  

ハ．「産業技術革新促進法」第１５条の２により認証された新技術 

ニ．「電力技術管理法」第６条の２により指定・告示された新しい電力技術 

ホ．「環境技術および環境産業支援法」第７条により認証された新技術 

ヘ．「建設技術振興法」第１４条により指定・告示された新しい建設技術 

ト．「保健医療技術振興法」第８条により認証された保健新技術 

チ．「基盤産業の振興と先端化に関する法律」第１４条により指定された重要な基

盤技術 

リ． その他の法律または該当法律で委任した命令により指定・告示・公告・認証す

る技術のうち、産業通商資源部長官が官報に告示する技術  

 

 

１－３．適用対象の国家核心技術 

 

産業技術保護法が適用される‘国家核心技術’とは、国内外市場において技術的・

経済的価値が高いか、関連産業の成長潜在力が高く海外に流出した場合に国家の安全

保証及び国民経済の発展に重大な悪影響を与えるおそれがある産業技術であって、第

９条の規定により指定された産業技術を言う（産業技術保護法第２条第２号）。 

第９条においては国家核心技術の指定などの手続き及び方式について規定している

が、産業通商資源部は‘産業資源部告示第２０１９－１１１号’を通じて、産業技術

保護法第９条による７１種の国家核心技術を指定した。 

 

［表３－１４］韓国政府指定の国家核心技術 

 

分野 技術名 

半導体 

（8個） 

30ナノ級以下DRAMに該当する設計・工程・素子技術および３次元積層形成技術 

30ナノ級以下DRAMに該当する組立‧検査技術 

30ナノ級以下NAND型フラッシュに該当する設計・工程・素子技術と３次元積層形成技術  

30ナノ級以下NAND型フラッシュに該当する組立・検査技術 

30ナノ級以下ファウンドリに対応する工程・素子技術と3次元積層形成技術 
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モバイルApplication Processor SoC設計・工程技術 

LTE/LTE_adv Baseband Modem 設計技術 

大口径（300mm以上）半導体ウェハの製造のための単結晶成長技術 

ディスプ

レイ 

（2個） 

8世代級（2200x2500mm） 以上TFT-LCDパネルの設計‧工程‧製造 （モジュール

組立工程技術は除く）‧駆動技術 

AMOLEDパネル設計・工程・製造（モジュール組立工程技術は除く）技術 

電気電子 

（3個） 

電気自動車用などの中大型高エネルギー密度（パウチ型265Wh/kg以上、または角

形はパウチ型の90％）のリチウム二次電池の設計、工程、製造および評価技術 

リチウム二次電池Ni含有量80％超過陽極素材の設計、製造および工程技術 

500kV級以上の電力ケーブルシステム（接続材を含む）の設計‧製造技術 

自動車・

鉄道 

（9個） 

ガソリン直接噴射式（GDI）燃料噴射システムの設計および製造技術 

ハイブリッドおよび電力基盤の自動車（xEV）システムの設計および製造技術 

（Control Unit、Battery Management System、Regenerative Braking System

に限る） 

水素電気自動車燃料電池システム（水素貯蔵・供給、スタックおよびBOP）設計

および製造技術 

LPG直接噴射式（LPDi）燃料噴射システムの設計および製造技術 

Euro 6基準以上のディーゼルエンジンの燃料噴射装置、過給システムおよに排気

ガス後処理装置の設計と製造技術（DPF、SCRに限る） 

自動車エンジン・自動変速機の設計および製造技術（但し、量産後2年以内の技術に限る） 

複合素材を用いた一体成型鉄道車両の車体の設計および製造技術 

速度350km/h以上の高速列車の動力システムの設計および製造技術（AC誘導電動

機およびTDCS制御診断・主電力変換装置の技術に限る） 

自律走行車核心部品・システム設計および製造技術（カメラシステム、レーダーシ

ステム、ライダーシステム、精密位置検出システムに限る） 

鉄鋼 

（9個） 

FINEX流動炉操業技術 

降伏強度600MPa級以上の鉄筋/形鋼製造技術[低炭素鋼（0.4％C以下）で電気炉方

式により製造されたものに限る] 

高加工用マンガン（10％Mn以上）含有TWIP鋼の製造技術 

合金元素の総量4％以下のギガ級高強度鋼板材の製造技術 

造船・発電所用100トン以上級（単品基準）大型鋳・鍛鋼製品の製造技術 

低ニッケル（3％Ni以下）高窒素（0.4％N以上）ステンレス鋼の製造技術 
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人工知能基盤の超精密メッキ（分解能0.1㎛級）制御技術 

ディープラーニング人工知能基盤の高炉操業の自動制御技術 

引張強度600MPa以上の高強度鋼板の製造のためのスマート水冷却技術（エンジニ

アリング、制御技術を含む） 

造船 

（7個） 

高付加価値船舶（超大型コンテナ船、低温液化タンク船、大型クルーズ船、氷海貨

物船、ガス燃料推進船、電気推進船など）および海洋システム（海洋構造物および

海洋プラントなど）の設計技術 

LNG船カーゴタンクの製造技術 

3千トン以上船舶用ブロック搭載および陸上での船舶建造技術 

5,000馬力以上のディーゼルエンジン・クランクシャフト・直径5m以上のプロペラの製造技

術 

自律運航（経済運航、安全運航など）及び航海自動化、船舶用統合制御システム技

術 

造船用ERP/PLMシステムおよびCAD基盤設計・生産支援プログラム 

船舶用の核心資機材の製造技術（BWMS製造技術、WHRS製造技術、ガス燃料推進船舶燃

料供給装置の製造技術、再液化および再気化装置の製造技術、SCRおよびEGCSなど大気汚

染物質の排出低減の資機材製造技術） 

原子力 

（5個） 

原発被動補助給水系統技術 

原発蒸気発生器2次側の遠隔目視検査技術 

中性子鏡および中性子誘導管の開発技術 

研究用原子炉U-Mo合金核燃料製造技術 

新型軽水炉の原子炉出力制御システム技術 

情報通信 

（9個） 

近距離無線通信のためのBinary CDMA Baseband Modemおよびセキュリティア

ルゴリズム連動設計技術 

PKI軽量具現技術（DTV、IPTVをはじめとしたセットトップボックス、携帯電話

端末、ユビキタス端末に限る） 

UWBシステムで中断なく信号干渉回避のためのDAA（Detection And 

Avoid）技術 

LTE/LTE_advシステム設計技術 

基地局小型化と消費電力を最小化するPA設計技術 

LTE/LTE_adv/5G計測機器の設計技術 

MmWave基盤の5G移動無線バックホールの核心設計技術 
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テラ級の光-回線-パケット統合スイッチングシステムおよび400G級長/短距離光伝

送送受信トランシーバ技術 

通信機器に適用するための量子論に基づいたクァンタム （Quantum）リピータ技術 

宇宙 

（4個） 

高性能極低温ターボポンプ技術 

極低温/高圧ダイアフラム駆動方式開閉バルブ技術 

1m以下の解像度の衛星カメラ用高速起動姿勢制御搭載アルゴリズム技術 

固相拡散接合部品の成形技術 

生命工学 

（3個） 

抗体の大規模な発酵精製技術（5万リットル級以上の動物細胞発現及び精製工程技術） 

ボツリヌス毒素製剤の生産技術（ボツリヌス毒素菌株を含む） 

原子顕微鏡の製造技術（True non-contact mode技術、dual 

servo方式XYスキャナ技術、30nm級以下半導体素子の断面形状の3次元映像化技術

） 

機械 

（7個） 

ターニング-ミーリング精密複合加工が可能な多軸ターニングセンタの設計および

製造技術 

高精度5軸マシニングセンタの設計および製造技術 

中大型掘削機の信頼性設計および製造技術 

Off-road用Tier4F排気規制を満足するディーゼルエンジンおよび後処理システムの設計技術 

トラクター用負荷感応型油圧式変速機の設計および製造技術 

Low GWP冷媒対応高効率ターボ圧縮機技術 

人間親和型エレベーターシステムの設計および運用技術 

（低振動：10gal以下/低騒音：機械室70dBA、走行時の車内・乗降場45dBA以下/動的安定感：加加速

度（jerk）1.2 m/s3以下など） 

ロボット 

（3個） 

腹腔鏡および画像誘導手術ロボットシステムの設計技術および製造技術 

高密度工程作業用ロボットの設計および製作技術 

映像監視技術基盤のロボット警備システム 

 

１－４．国家核心技術の保護措置 

 

国家核心技術を保有・管理している対象機関の長は、保護区域の設定・出入許可ま

たは出入時の携帯品の検査、国家核心技術を扱う専門人材の離職管理および秘密保持

などに関する契約の締結など、国家核心技術の流出を防止するための基盤構築に必要

な措置を取らなければならず（産業技術保護法第１０条第１項）、いかなる者も正当

な事由なく第１項の保護措置を拒否・妨害または忌避してはならず（産業技術保護法
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第１０条第３項）、これに違反する場合には１千万ウォン以下の過料に処される（産

業技術保護法第３９条第１項第１号）。 

 

１－５．国家核心技術の輸出統制 

 

（１）国家から研究開発費の支援を受けた国家核心技術の輸出統制 

国家から研究開発費の支援を受けて開発した国家核心技術を保有した対象機関が、

該当国家核心技術を外国企業などに売却または移転の方法で輸出する場合には、産業

通商資源部長官の承認を得なければならない（産業技術保護法第１１条第１項）。産

業通商資源部長官は、このような承認申請について国家核心技術の輸出による国家安

保及び国民経済的波及効果などを検討して関係中央行政機関の長と協議後、産業技術

保護委員会（産業技術保護法第７条）の審議を経て承認することができる（産業技術

保護法第１１条第２項）。 

承認を得ていない場合や、不正な方法で承認を得る場合、産業通商資源部長官は情

報捜査機関長に調査を依頼し、調査結果を産業技術保護委員会に報告した後、産業技

術保護委員会の審議を経て該当国家核心技術の輸出中止・輸出禁止・原状回復などの

措置を命じることができる（産業技術保護法第１１条第７項）。 

いかなる者でも産業技術保護法第１１条第１項の規定による承認を得ずに、又は不

正な方法で承認を得て国家核心技術の輸出を推進する行為をしてはならず（産業技術

保護法第１４条第５号）、これに違反する者は、１５年以下の懲役または１５億ウォ

ン以下の罰金に処し（産業技術保護法第３６条第２項）、特に産業技術を外国におい

て使用するか使用されるようにする目的で上記のような不正な輸出推進行為をした者

は、３年以上の懲役に処し、１５億ウォン以下の罰金を併科する（産業技術保護法第

３６条第１項）。 

 

（２）その他の国家核心技術の輸出統制  

国家から研究開発費の支援を受けて開発した国家核心技術であって産業技術保護法

第１１条第１項の承認対象以外の国家核心技術を保有・管理している対象機関が国家

核心技術の輸出をしようとする場合には、産業通商資源部長官に予め申告しなければ

ならない（産業技術保護法第１１条第４項）。 

産業通商資源部長官はこの申告対象である国家核心技術の輸出が国家安保に深刻な

影響を与え得ると判断する場合には、関係中央行政機関の長と協議した後、産業技術

保護委員会の審議を経て国家核心技術の輸出中止・輸出禁止・原状回復などの措置を

命ずることができ（産業技術保護法第１１条第５項）、上記の申告対象国家核心技術

の輸出をしようとする該当国家核心技術が国家安保に係わるのか否かについて産業通

商資源部長官に事前検討を申請することができる（産業技術保護法第１１条第６項）。 
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一方、産業通商資源部長官は国家核心技術を保有した対象機関が上記の申告対象国

家核心技術の申請を行わないか虚偽の申請をして国家核心技術の輸出をした場合には、

情報捜査機関長に調査を依頼し、調査結果を委員会に報告した後、委員会の審議を経

て該当国家核心技術の輸出中止・輸出禁止・原状回復などの措置を命じることができ

る（産業技術保護法第１１条第７項）。 

 

（３）産業技術紛争調停委員会 

産業技術の流出に対する紛争を迅速に調停するために産業通商資源部長官の所属下

に産業技術紛争調停委員会を置く（産業技術保護法第２３条第１項）。調停の進行中

に裁判所に訴えが提起された場合には、調整が中止され、当事者が調整を受諾すれば

裁判上の和解の効力が認められる。 


